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記者発表資料 

 

平成 1 9 年３月 2 2 日 

内 閣 府 ( 防 災 担 当 ) 

気 象 庁 

 

 

「噴火時等の避難体制に係る火山防災対策のあり方（仮称）骨子」 

について 

 

 

 内閣府では、より効果的な噴火時等の避難体制に係る火山防災対策の充実を

図るため、学識者および行政機関からなる「火山情報等に対応した火山防災対

策検討会」（座長：田中淳東洋大学教授）を開催し、検討を進めてきたところ

です。 

 昨年１１月の第１回開催以来、３回の検討会を経て、この度「噴火時等の避

難体制に係る火山防災対策のあり方（仮称）骨子」がとりまとまりました。 

 検討会については別紙１、骨子の概要については別紙２のとおりです。 

 

 なお、引き続き、「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」を開催し、

実効性のある噴火時等の避難体制に係る火山防災のあり方について、関係省庁

や関係地方公共団体等の協力を得ながら検討を進めていくこととしています。 
 

 

 

以上 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜問い合わせ先＞ 

内閣府 地震・火山対策担当参事官   池内 幸司 

            同企画官   三浦 知雄 

          同参事官補佐   中村 浩二 

     TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199

気象庁 地震火山部火山課長      横田  崇 

       同火山対策官      山本 哲也 

        同課長補佐      青木  元 

     TEL：03-3212-8341（内線 4532） FAX：03-3212-3648

-3-



 

-4-



 

噴火時等の避難体制に係る 

火山防災対策のあり方（仮称）骨子 

平成１９年３月２２日 

 

火山情報等に対応した火山防災対策検討会 
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１．目的 

我が国には 108 の活火山があり、これまで数多くの火山噴火災害に見舞われ

ている。火山噴火災害は、噴火に伴う火山現象が多様であり、また時々刻々と変

化することから、噴火による被災状況もそれに伴い大きく変化するなどの特徴が

ある。多様な現象の中でも噴石や火砕流等については、噴火後比較的短時間で、

住民、一時滞在者等の生命に危険が及ぶ。噴火時等の火山防災対策において

は、このような危険性のある地域に対して、事前の避難や登山規制等を即座に行

うことが必要であり、住民、一時滞在者等を対象とした適切な火山情報の提供と

噴火時に備えた避難体制の整備が重要となる。 

 

現在、活火山を有する大半の都道県、市町村の地域防災計画には、噴火時等

の火山防災対策の記載がなく、あるいは記載されている場合でも火山情報に対

応した具体的な避難計画が定められていない。また、活火山が複数の県や市町

村にまたがる場合には、噴火時等の火山防災対策がこれらの県や市町村の間で

整合のとれたものとなっていない例が見受けられる。 

 

火山情報を有効に防災対応につなげるため、気象庁では、平成15年11月から、

火山活動の状況や噴火規模等により区分した火山活動度レベルの導入を順次図

っているところである。 

一方、平成 16 年の一連の災害を契機に、市町村長が避難準備情報や避難勧

告等の発令の時期と対象地域を決める具体的な判断基準等についてあらかじめ

検討しておくことの重要性が認識された。 

この観点からみると、現行の火山活動度レベルは、住民の避難等を必要とする

地域に影響する火山活動を、主として噴火規模によって表現しているため、具体

的な防災対応との関連が必ずしも明確でなく、避難準備や避難勧告等を判断す

るには、利用し難いとの指摘がある。 

 

こうした現状を改善し、火山災害から住民等の安全を確保するために、解決す

べき主な課題としては以下のものが考えられる。 

① 現行の火山活動度レベルは、主として噴火規模によって表現されているため、

避難準備や避難の判断等具体的な防災対応との関連が必ずしも明確でな

い。 

② こうした現状もあり、火山活動度レベルと住民等の避難行動の開始時期、避

難対象地域等をリンクさせた具体的な避難計画等が検討されていない。 

③ 複数の市町村にまたがる場合に、広域的な対応が必要となるが、噴火時等の

火山防災対策の整合がとられていない場合や、火山現象が急変した場合等

に、避難勧告や指示の内容や時期が異なることがある。 
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富士山や北海道駒ヶ岳等一部の活火山では上記課題を解決することを目指し

て、関係行政機関と火山専門家が関係地方公共団体と協議し、火山情報と防災

対応との関係を明確にするとともに、複数の市町村にまたがった整合のとれた具

体的な避難計画等の作成が進められている。 

富士山や北海道駒ケ岳等における検討の成果、防災対策の先進事例、過去

の噴火災害対応事例等を参考にして、火山情報と噴火時等の避難体制について

検討し、火山活動度レベルの見直し等によるわかりやすい火山情報への改善、

活火山周辺の市町村等の連携体制の構築、避難計画の策定及び平常時におけ

る住民への啓発等のあり方についてとりまとめ、より効果的な噴火時等の避難体

制に係る火山防災対策の充実を図る。 

-8-



 

 

２． 対象とする火山及び火山現象 
（１） 対象とする火山 

我が国では、過去１万年の間に噴火したことが地質学や考古学から明らかな

火山もしくは現在活発な噴気活動がみられる火山を活火山と呼んでいるが、活火

山には、近い将来（概ね１００年程度以内）に大きな被害を及ぼす噴火が想定さ

れるものから、当面噴火の可能性が低いと考えられるものまで幅広く存在する。 

特に近い将来噴火する可能性が高いと考えられ、噴火等により大きな災害が

発生するおそれのある活火山を対象として、早急に噴火時等の避難体制に係る

火山防災対策の充実について検討する。 

それ以外の活火山においても、突発的な噴火等に備え、登山規制等のあり方

を検討しておくものとする。 

 

（２） 対象とする火山現象 

火山防災対策における噴火時等の避難体制を検討する場合、噴火開始後から

避難までの時間的余裕がほとんどなく、生命に対する危険性が高い以下の火山

現象を、防災対策上重要度の高いものとして位置づけ、事前の避難のあり方等に

ついて検討しとりまとめる。 

 

① 噴石 

爆発的な噴火により、概ね 50cm 以上の大きな噴石は風の影響をほとんど

受けずに火口から四方に飛散し、数十秒から数分の短時間で落下する。飛散

範囲内は極めて危険。 

風下側では、上記範囲を超えて50cm未満の噴石が落下してくる。風下側で

はより広範囲に注意が必要。 

② 火砕流 

火山灰や火山弾、火山岩塊等が高温の火山ガス等と一団となって斜面を流

下する現象。温度は数百度にも達し、時速 100km を超えることもある。火砕流

から逃げ切ることは大変難しく、安全のためにはあらかじめ避難しておくことが

必要。 

③ 融雪型火山泥流 

噴火に伴い多量の雪氷が溶けて発生する現象。ときには時速 60km を超え

るような猛スピードで流れ下り、家や橋を破壊する力が大きく、大規模な災害

を引き起こしやすい。積雪時には警戒が必要。 
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その他、以下の現象に備えた避難体制についても、避難の仕方や危険の回避

方法等について検討しとりまとめる。 

 

④ 溶岩流 

流下速度は比較的遅い。地形に大きく依存する。山麓まで流下する可能性

がある。 

⑤ 大量の火山灰や小さい噴石 

噴火時の避難行動に支障を及ぼす現象である。降下の範囲は風向、風速

に大きく依存する。 

高く大気中に噴出された火山灰は、地上での影響とは異なり、特に航空機

等のエンジン停止等重大な影響を及ぼすこともある（航空機への情報提供に

ついては、ICAO（国際民間航空機関）において別途検討されている）。 

⑥ 降雨により発生する土石流 

大量の降灰の後には、少量の降雨でも発生することがある。ときには時速

50～60km の猛スピードで流れ下るため、家や橋を破壊する力が大きい。降灰

後の降雨時には特に警戒が必要。 

⑦ 火山ガス 

硫化水素や二酸化硫黄といった少量でも生命に危険の及ぶ有毒物質、多

量に吸い込むと危険な二酸化炭素がある。発生した場合、風下側やくぼ地等

では注意が必要。 
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３．わかりやすい火山情報への改善 

（１）火山情報の活用にあたっての大前提 

気象庁は、火山活動の状況を監視・評価し、火山情報の発表を行っている。ま

た、必要に応じ火山噴火予知連絡会（必要に応じて設置される部会を含む）にて

大学等の研究者と連携して、当該火山活動について総合評価を行い、その結果

を火山情報として発表している。 

しかし、火山活動は、想定している過去の事例通りに推移するとは限らず、同じ

火山でも、噴火の度に噴火に至る過程と噴火様式が異なることも少なくない。また、

噴火に関する古文書等の資料等が少ない火山の活動が活発化した場合には、今

後の活動を予測することは難しい。 

一般的には、噴火前に前兆的な現象が現れると考えられるが、必ずしもその前

兆を適切に観測しかつ前兆であると判断できるとは限らず、以下のケースが想定

される。 

①火山情報を発表し予測通りに噴火するケース 

（例えば、2000 年有珠山噴火等） 

②火山情報の事前発表なしで突然噴火するケース 

（例えば、2004 年浅間山噴火等） 

③想定外の噴火や現象（火山ガス等）が発生するケース 

（例えば、2000 年三宅島噴火等） 

④想定した噴火が発生しないで終息するケース 

（例えば、1998 年からの岩手山での火山活動等） 

噴火時等の火山防災対策については、上記に留意し、各火山の特徴を踏まえ

た検討が必要である。 

 

（２）火山活動度レベルの改善 

火山活動度レベルについては、避難、避難準備、登山規制及び立入規制等の

具体的な防災行動に結びつくよう区分し、各レベルにキーワード（「避難」、「避難

準備」、「注意」等）を設定し、わかりやすく表現する必要がある。また、レベル１と

レベル０は、防災対応上の区分の必要性が少ないことから、これらをレベル１とし

て統合することが適切である。 

「火山活動度レベル」という名称についても、防災行動の判断に利用されるもの

であることを明らかにするため、改称（例えば、「火山警戒レベル」、「火山危険度

レベル」、「火山防災レベル」など）することが適切である。ここでは以下、現行の

火山活動度レベルと区別するため、わかりやすく改善したレベルを「新しいレベ

ル」と仮称する。 

各レベルの表現を具体的な防災行動に結びつくようなわかりやすいものにした

上で、特に近い将来噴火する可能性が高いと考えられ、噴火等により大きな災害
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が発生するおそれのある活火山を対象に、新しいレベルを早急に導入（現行の火

山活動度レベルを導入している活火山については見直しを）すべきである。 

導入にあたっては、想定される災害に対応した避難対象地域等を設定すること

が重要であり、関係市町村や関係都道県等からなる後述する協議会等で検討を

行い、関係市町村等は、避難対象地域等を地域防災計画等に定める必要があ

る。 

それ以外の活火山においても、登山規制等のあり方と、火山情報の活用の仕

方について検討することが望ましい。 

 

（３）火山観測情報の役割 

現在の火山情報は、緊急火山情報、臨時火山情報、火山観測情報の３種類の

情報がある。このうち火山観測情報は、以下の３つの異なる目的で使われてい

る。 

① 緊急火山情報または臨時火山情

報の補完 

② レベル０、１、２の状況における火

山活動の変化を周知 

③ レベルの引き下げ 

 

このため、これら目的の異なる情報が

混乱なく伝わるよう適切な検討が必要

である。 

具体的には、火山観測情報はレベル１及び２を伝える情報とし、レベルを引き

下げる場合は、引き下げたレベルに対応する火山情報で発表し、火山現象をより

詳細に解説する場合は、火山活動解説資料等によることとするのが望ましい。 

 

（４）火山情報等で用いる火山用語 

火山に関する用語の中には、火山学上は分類することが重要であっても防災

対応上は必ずしも区別する必要がない用語がある。火山情報、火山防災マップ、

報道等で用いられる火山用語については、専門家でない一般の人でも混乱なく

容易に理解できるわかりやすいものとする必要がある。 

 

※例えば、噴火時に噴出される石や、火砕流、火砕サージについて、次のように

整理してはどうか。 

・噴石    噴火に伴い噴出された石は、その大きさや形状等から、火山岩塊、

火山れき、火山弾等に区分されている。住民等が一般的に利用する

用語としては、これらの石を総称して噴石とする。 

レベル５ 

レベル４ 

レベル３ 

レベル２ 

レベル１ 

レベル０ 

現行の火山情報とレベルの関係 

緊急火山情報 

臨時火山情報 

①

②
火山観測情報 

③
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・火砕流  火砕流は、火山灰や火山弾、火山岩塊等が高温の火山ガスや取

り込んだ空気と一団となって時速数十～100km 以上の速度で斜面を

流下する現象。火砕流の先端や周辺では、主に熱い空気や火山ガ

ス等の気体と、火山灰等が混じって高温・高速な固気混合体となって

おり、この部分が火砕サージと呼ばれている。 

火砕サージによる被害は、火砕流の先端や周辺に拡がるが、高熱

等による被害に対して避難すべき範囲を定める上からは、これらを

特に区別する必要性は低い。 

このことから、住民等が一般的に利用する用語としては、火砕流と

火砕サージを併せて火砕流と表現する。 
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４．噴火時に備えた避難体制の充実に向けて 

（１） 関係市町村等による連携体制の構築 

活火山周辺の市町村においては、噴火時のみならず平常時から関係市町村等に

よる連携体制をあらかじめ構築しておく必要がある。 

 

１） 平常時の体制 

・ 関係市町村、関係都道県を中心に、関係行政機関等（地方気象台、地方

整備局担当事務所、森林管理署、地方測量部、自然保護官事務所、自衛

隊、都道県警察、消防機関、指定地方公共機関等）が加わった協議会等を

設置し、噴火時等の火山防災対策を検討・策定する体制を整えておくこと

が重要である。 

・ 協議会等の設置・運営にあたっては、国の関係行政機関（地方整備局や

管区気象台等）が支援する必要がある。 

・ 協議会等において、想定される災害に対応して、避難準備情報や避難勧

告等の発令の時期と避難対象地域等について、具体的な基準等をあらか

じめ定めておくことが必要である。 

・ 地域防災計画においては、協議会等で検討・策定した防災対策を踏まえ、

当該活火山において関係市町村間の整合がとれた計画となるよう見直す

必要がある。 

・ 市町村境界を越えた避難に備え、避難者の送り出し・受け入れ、物資の供

給、現地本部の設置場所等について広域的な防災体制を構築するものと

する。 

・ 協議会等は当該火山活動の情報共有化を図るとともに、火山活動の異常

時に市町村長が合同で避難等の判断が行えるような体制をあらかじめ定

めておくものとする。また、火山専門家との連携が図れる体制を構築してお

くことが望ましい。このため、火山情報や当該活火山の状況を理解し、地元

の事情に詳しい地方気象台及び地方整備局担当事務所や火山専門家等

からなる検討体制をあらかじめ整えておき、異常発生時に円滑に機能する

よう、普段から定期的に会合を開催するなど連携に努めるものとする。 
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２） 噴火等の異常発生時の体制 

・ 火山活動がやや活発になった段階（レベルが導入されている火山はレベ

ル２）で、さらに活発になった場合に備え、各市町村の避難準備及び避難

勧告等や関係機関の防災対応等が整合をもって迅速かつ適切に行えるよ

う、関係機関における防災設備や連絡体制の点検等を行う。 

・ 火山活動が活発（レベルが導入されている火山はレベル３以上）になった

場合には、必要に応じ協議会等の構成機関からなる合同本部等を設置す

る。 

・ 合同本部等は、必要に応じて火山噴火予知連絡会（必要に応じて設置さ

れる部会を含む）等の専門的な助言を得ながら、避難対象地域や避難時

期を検討し、市町村長の避難勧告、指示及びその解除等の判断を支援す

るための助言を行う。 

・ 合同本部等を円滑に運営するためには、当該活火山の状況や地元の事

情に詳しい地方気象台及び地方整備局担当事務所や火山専門家等が連

携し、危険な場所等火山活動の状況について専門的な検討を行って合同

本部等に報告する。 

・ 合同本部等においては、火山や土石流の専門家のみならず、火山灰や火

山ガス等の影響について、医療や衛生等の専門家による市町村長への助

言が行える体制をとるものとする。 

・ 気象庁は、火山活動の推移の判断にあたっては、必要に応じ、火山噴火

予知連絡会での火山活動についての総合的な検討を行い、特にレベルを

下げる場合には、情報連絡体制、監視体制及び砂防施設の整備等防災対

策の実施状況にも配慮する。 

 

（２）避難計画の策定 

・ 各活火山において、噴火時に発生するおそれのある火山現象（噴石、火

砕流、融雪型火山泥流等）に対応した避難計画を作成しておく。 

・ 避難計画の策定にあたっては、噴火の規模や火山現象の種類に応じた災

害の影響範囲等について記載したハザードマップが必要である。ハザード

マップに基づき、避難対象地域、避難時期、避難経路、避難場所、登山規

制範囲等及びそれらとレベルとの関係を検討し、避難計画を策定する。ま

た、的確な情報伝達体制の整備、避難のための輸送手段の確保について

も定めておく必要がある。 
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・ 避難計画は、災害時要援護者、住民、一時滞在者等の対象者の特性に

応じたものとする。特に専門的な医療を要する災害時要援護者について

は、受け入れ施設の確保や医療搬送の方法等についても具体的な内容を

検討する必要がある。また、自主避難に備えた受け入れ体制の検討も重

要である。 

・ 噴火前には、必ずしもその前兆を適切に観測しかつ前兆であると判断でき

るとは限らない。火山情報が事前に発表されずに噴火する場合にも備え、

噴火等の火山現象について、住民等からの通報等の情報を共有し、災害

を軽減するための避難行動を迅速にとれるような体制を整えることが重要

である。 

・ 噴火時において、火山活動の状況があらかじめ想定されたものと異なる場

合には、噴火場所や噴火の状況など収集された各種情報に基づき、即座

に、影響の範囲や避難範囲等の見直しとそれに対応した避難勧告等を行

える体制とすることが重要である。 

・ 噴火時等の緊急時、平常時ともに防災対策を進めていくためには危険な

範囲や避難場所等を記載した火山防災マップが必要である。マップには避

難計画に加え、火山情報の解説、市町村の連絡先や住民への情報伝達

の方法等を記載する。また、各活火山の状況に応じて気象や土砂災害等

必要な情報の種類や入手先についても記載しておくことが望ましい。 

・ 上記事項の具体化にあたっては、火山噴火緊急減災対策計画等のハード

対策及びソフト対策を踏まえ、検討を進めることが望ましい。 

 

（３）平常時における住民等への啓発 

噴火時の避難等が円滑に行えるようにするためには、発表される火山情報や避難

計画の内容を、地域住民や一時滞在者が十分に理解するよう普及・啓発を図ること

が重要である。活火山周辺のそれぞれの地域においては、噴火による影響の違い等

による防災対応の違いがあることから、地域特性を踏まえつつ、火山防災マップの配

布や火山防災マップを活用した訓練の実施、学校や地域における防災教育等を実施

していくものとする。これら訓練等の実施にあたっては、地域住民や自主防災組織等

とのコミュニケーションをとりながら、長期的に継続させて定着を図ることも重要であ

る。 
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※ 今後の検討の方向について 

上記の骨子を基に、各項目を具体化するための検討を行う。併せて島嶼火山

において全島避難が必要となる場合等にも備えた検討を行う。 

各火山での具体的な避難計画の策定にあたっては、想定される噴火口の領域

や噴火様式と、その周辺の居住地域との位置関係、避難場所までの経路や距離

等についての検討が必要となる。このため、いくつかの火山で具体的にこれらに

ついて例示をしながら検討成果を整理する。 

これらの具体的な例示も含め、検討結果を噴火時等の避難体制に係る火山防

災対策のあり方としてまとめ、レベルに応じた具体的な避難計画や訓練・啓発等

が盛り込まれた地域防災計画の策定を推進し、噴火時等の火山防災対策をより

実効性あるものとしていくこととする。この際、国としてとれる支援体制、連携体制

も検討する。 

適切な火山情報の発表や噴火時等に備えた避難体制を構築するには、火山

監視体制の整備、火山噴火予知に関する調査・研究の推進やリアルタイムハザ

ードマップ等避難支援のための技術開発の促進等が重要となる。これらのことに

ついても、その避難体制におけるあり方等について検討する。 
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検
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８
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防
災
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士

山
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広
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災
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基
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光
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仮
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①
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光
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域
に
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が
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ど

連
携
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域

防
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へ

の
反
映別
紙

１
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火山情報等に対応した火山防災対策検討会の設置について 

 

 我が国には 108 の活火山があり，これまで数多くの火山災害に見

舞われている。近年においても，平成３年６月の雲仙岳噴火災害で

43 名の尊い人命を失うなど，物的被害にとどまらず，人的被害の発

生に至ることも少なくない。国としては，このような災害に備える

ため，主な火山におけるハザードマップの整備を進めてきたところ

であり，平成 12 年の有珠山噴火災害においては，建物崩壊等物的被

害には見舞われたものの，ハザードマップの整備など噴火に対する

備えの効果により人的被害を防ぎ，改めて事前の備えの重要性が認

識されたところである。 

 このため，特に富士山に対しては，噴火の影響の広域性から，国

と地元地方公共団体で協議会を設置し，ハザードマップを作成した。

さらにこのハザードマップを基に，気象庁の発表する火山情報に対

応した避難の実施時期や対象範囲の明確化，現地対策本部の設置な

ど広域的な防災体制の構築等全般的な富士山火山防災対策のあり方

について，本年２月の中央防災会議にて「富士山火山広域防災対策

基本方針」として決定したところである。 

 本検討会では，富士山における検討の成果，過去の噴火災害対応

事例や現在の防災対策の先進事例等を参考にして，より効果的な火

山防災体制を構築するため，火山情報と避難体制のあり方などを検

討する。 

 この検討の成果によって，今後の我が国の火山防災対策の一層の

推進を図るものとする。 
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火山情報等に対応した火山防災対策検討会委員名簿 

 

学識委員（◎：座長 ○：座長代理） 

 青野 文江   （財）市民防災研究所主任研究員 

 新谷 融     北海道大学名誉教授 

 荒牧 重雄    東京大学名誉教授 

 池辺 伸一郎  （財）阿蘇火山博物館館長 

 池谷 浩    （社）砂防学会副会長 

 石川 芳治    東京農工大学大学院教授 

 石原 和弘    京都大学防災研究所教授 

 岩田 孝仁    静岡県総務部防災局防災情報室室長 

 香取 幸一    玉川大学文学部助教授 

◎田中 淳     東洋大学社会学部教授 

 田鍋 敏也    北海道壮瞥町総務課長 

○藤井 敏嗣    東京大学地震研究所教授 

 山崎 登     日本放送協会解説主幹 

（五十音順） 

 

行政委員（関係省庁） 

 塚原 浩一    内閣官房（安全保障・危機管理担当）参事官 

 上杉 耕二    内閣府（災害応急対策担当）参事官 

 池内 幸司    内閣府（地震・火山対策担当）参事官 

 金谷 裕弘    総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 

 矢部 三雄    農林水産省林野庁森林整備部治山課長 

 重田 雅史    国土交通省総合政策局観光地域振興課長 

 上総 周平    国土交通省河川局防災課長 

 中野 泰雄    国土交通省河川局砂防部砂防計画課長 

 横田 崇     気象庁地震火山部火山課長 

 神田 修二    環境省自然環境局国立公園課長 

 深山 延暁    防衛省運用企画局事態対処課長 

 

事務局 

 内閣府（防災担当），総務省消防庁，国土交通省砂防部，気象庁 
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催
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検
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催
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２
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検
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催
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催
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。
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れ
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ベ
ル
１

（
平
常
）

火
口
周
辺
へ
の

立
入

規
制

等
（
状
況

に
応
じ
て
火
口
周
辺
の
規

制
範
囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活

火
山
活
動
は
や
や
活
発
。

火
口
周
辺
に
影
響
を
及
ぼ
す
（
こ

の
範
囲
に
入
っ
た
場
合

に
は
生

命
に
危
険
が
及
ぶ
）
噴
火
の
発

生
、
あ
る
い
は
発
生
が

予
想

さ
れ

る
。

レ
ベ
ル
２

（
火

口
周
辺
注

意
）

登
山
・
入
山

規
制

等
危

険
な
地
域

へ
の
立
入

規
制

等
（状

況
に
応

じ
て
規
制

範
囲

を
判
断
）

通
常
の
生
活
（今

後
の
火

山
活
動
の
推
移
に
注
意
）
。

状
況
に
応
じ
て
災

害
時

要
援
護
者
の
避
難
準
備
等

火
山
活
動
は
活
発
。

居
住
地
域
の
近
く
ま
で
重
大
な
影

響
を
及
ぼ
す
（
こ
の
範

囲
に
入
っ

た
場
合

に
は

生
命
に
危
険

が
及

ぶ
）噴

火
の
発
生
、
あ
る
い
は

発
生
が
予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
３

（
注
意
）

警
戒
が
必
要
な
居
住
地
域

(※
2
)で

の
避
難
の
準
備
、

災
害
時
要
援
護
者
の
避
難

等
が
必
要
（
状
況
に
応

じ
て

対
象
地
域
を
判
断
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を
及

ぼ
す
噴
火
が
発
生
す
る
と
予
想

さ
れ
る
（可

能
性
が
高
ま
っ
て
き
て

い
る
）
。

レ
ベ
ル
４

（
避
難
準
備
）

危
険
な
居
住
地
域
(※

2
)か

ら
の

避
難

等
が

必
要
（
状

況
に
応

じ
て
対
象

地
域

や
方
法
等
を
判
断
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を
及

ぼ
す
噴
火
が
発
生
、
あ
る
い
は
切

迫
し
て
い
る
状
態
に
あ
る
。

レ
ベ
ル
５

（
避
難
）

説
明

レ
ベ
ル

火 山 観 測 情 報臨 時 火 山 情 報緊 急 火 山 情 報

登
山
者
・
入

山
者

等
へ
の

対
応
(※

1)
住

民
等

の
行

動
(※

1
)

火
山
の

状
況

特
に
な
し
（状

況
に
応
じ
て
火
口
内

へ
の
立
入

規
制

等
）

火
山
活
動
は
静
穏
。

火
山
活
動
の
状
態
に
よ
っ
て
、
火

口
内
で
火
山
灰
の
噴
出
等
が
見

ら
れ
る
（
こ
の
範
囲
に
入

っ
た
場

合
に
は
生
命

に
危
険
が
及
ぶ
）
。

レ
ベ
ル
１

（
平
常
）

火
口
周
辺
へ
の

立
入

規
制

等
（
状
況

に
応
じ
て
火
口
周
辺
の
規

制
範
囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活

火
山
活
動
は
や
や
活
発
。

火
口
周
辺
に
影
響
を
及
ぼ
す
（
こ

の
範
囲
に
入
っ
た
場
合

に
は
生

命
に
危
険
が
及
ぶ
）
噴
火
の
発

生
、
あ
る
い
は
発
生
が

予
想

さ
れ

る
。

レ
ベ
ル
２

（
火

口
周
辺
注

意
）

登
山
・
入
山

規
制

等
危

険
な
地
域

へ
の
立
入

規
制

等
（状

況
に
応

じ
て
規
制

範
囲

を
判
断
）

通
常
の
生
活
（今

後
の
火

山
活
動
の
推
移
に
注
意
）
。

状
況
に
応
じ
て
災

害
時

要
援
護
者
の
避
難
準
備
等

火
山
活
動
は
活
発
。

居
住
地
域
の
近
く
ま
で
重
大
な
影

響
を
及
ぼ
す
（
こ
の
範

囲
に
入
っ

た
場
合

に
は

生
命
に
危
険

が
及

ぶ
）噴

火
の
発
生
、
あ
る
い
は

発
生
が
予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
３

（
注
意
）

警
戒
が
必
要
な
居
住
地
域

(※
2
)で

の
避
難
の
準
備
、

災
害
時
要
援
護
者
の
避
難

等
が
必
要
（
状
況
に
応

じ
て

対
象
地
域
を
判
断
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を
及

ぼ
す
噴
火
が
発
生
す
る
と
予
想

さ
れ
る
（可

能
性
が
高
ま
っ
て
き
て

い
る
）
。

レ
ベ
ル
４

（
避
難
準
備
）

危
険
な
居
住
地
域
(※

2
)か

ら
の

避
難

等
が

必
要
（
状

況
に
応

じ
て
対
象

地
域

や
方
法
等
を
判
断
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を
及

ぼ
す
噴
火
が
発
生
、
あ
る
い
は
切

迫
し
て
い
る
状
態
に
あ
る
。

レ
ベ
ル
５

（
避
難
）

説
明

レ
ベ
ル

火
山

活
動

度
レ
ベ

ル
の

改
善

０１２３４５

や
や
活

発
な
火
山

活
動 火
山
活
動
の
状
態
を
見
守
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る

長
期
間

火
山
の

活
動

の
兆
候

が
な
い

静
穏
な
火

山
活
動

噴
火
の
兆
候
は
な
い

小
～
中

規
模
噴

火
活

動
等

火
山
活
動
に
十
分
注
意
す
る

必
要

が
あ
る

中
～
大

規
模
噴

火
活

動
等

火
口
か
ら
離
れ
た
地
域
に
も

影
響
の
可
能
性
が
あ
り
、
警

戒
が
必
要

極
め
て
大

規
模
な
噴

火
活
動

等
広
域
で
警
戒
が
必
要

０１２３４５

や
や
活

発
な
火
山

活
動 火
山
活
動
の
状
態
を
見
守
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る

長
期
間

火
山
の

活
動

の
兆
候

が
な
い

静
穏
な
火

山
活
動

噴
火
の
兆
候
は
な
い

小
～
中

規
模
噴

火
活

動
等

火
山
活
動
に
十
分
注
意
す
る

必
要

が
あ
る

中
～
大

規
模
噴

火
活

動
等

火
口
か
ら
離
れ
た
地
域
に
も

影
響
の
可
能
性
が
あ
り
、
警

戒
が
必
要

極
め
て
大

規
模
な
噴

火
活
動

等
広
域
で
警
戒
が
必
要

火 山 観 測 情 報

臨 時 火 山 情 報緊 急 火 山 情 報

火 山 観 測 情 報

臨 時 火 山 情 報緊 急 火 山 情 報

「
新
し
い
レ
ベ
ル
」

避
難

行
動
等
の
防
災

対
応
を
踏
ま
え
て
区
分
し
、
キ
ー
ワ
ー
ド
を
設
定

※
「
新
し
い
レ
ベ
ル
」
の
総
称
名
に
つ
い
て
は
今
後
検
討

統 合

※
1：

住
民
等

の
主
な
行
動
と
登
山
者

・入
山
者
へ

の
対
応
に
は
、
代

表
的
な
も
の
を
記
載

。
※

2：
避

難
ま
た
は

避
難
準

備
の

対
象
と
し
て
地

域
防
災

計
画
等
に
定

め
ら
れ
た
地
域

。
た
だ
し
、
火

山
活
動

の
状

況
に
よ
っ
て
具
体

的
な
対

象
地
域

は
あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
た
地
域

と
は

異
な
る
こ
と
が
あ
る
。

注
：
表
で
記
載

し
て
い
る
「火

口
」は

、
噴
火
が

想
定
さ
れ

る
火
口
あ
る
い
は
そ
れ
ら
が
出

現
し
う
る
領
域

（火
口
出
現

領
域
）
を
意

味
す
る
。
伊
豆

東
部

火
山
群

の
よ
う
に
、
あ
ら
か
じ
め
噴

火
場
所

（
地
域
）を

特
定
で
き
な
い
も
の
は

、
地
震

活
動
域

を
火
口
領
域

と
想
定

し
て
対

応
。

-23-



火山活動度レベルの改善について

主な改善点

○防災対応をいっそうとりやすくなるよう、主と
して噴火規模によって区分した現行の火山
活動度レベルから、避難行動等の防災対
応を踏まえて区分した新しいレベルに変更

○各レベルにキーワード（「避難」、「避難準
備」、「注意」等）を設定し、具体的な防災行
動に結びつくようわかりやすく表現

○レベル１とレベル０は防災対応上の区分の
必要性が少ないことから、レベル1として統

合（レベルは６段階→５段階）

○新しいレベルは、防災行動の判断に利用さ
れるものであることを明らかにするため、改
称（例えば「火山警戒レベル」）する。具体的
名称については今後検討
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新
し
い
レ
ベ
ル

表

登
山
者
・入

山
者
等
へ
の
対
応

(※
1
)

住
民
等
の

行
動

(※
1
)

火
山
の
状

況

特
に
な
し
（状

況
に
応
じ
て
火
口

内
へ

の
立
入

規
制

等
）

火
山

活
動

は
静

穏
。

火
山

活
動

の
状

態
に
よ
っ
て
、
火

口
内

で
火
山

灰
の

噴
出

等
が

見
ら
れ
る
（
こ
の
範
囲
に
入
っ
た
場
合
に

は
生

命
に
危
険
が
及

ぶ
）
。

レ
ベ
ル
１

（
平
常
）

火
口

周
辺

へ
の
立
入
規
制
等

（
状
況

に
応
じ
て
火
口
周
辺
の
規
制
範

囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活

火
山

活
動

は
や

や
活

発
。

火
口

周
辺

に
影
響

を
及

ぼ
す
（
こ
の

範
囲

に
入

っ
た

場
合

に
は
生
命
に
危
険

が
及

ぶ
）噴

火
の
発
生

、
あ

る
い
は
発
生
が
予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
２

（
火
口

周
辺
注

意
）

登
山
・
入
山

規
制

等
危

険
な
地
域
へ
の

立
入

規
制

等
（状

況
に
応
じ
て
規
制
範

囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活
（今

後
の
火
山
活
動

の
推
移
に
注
意
）。

状
況

に
応
じ
て

災
害
時
要
援
護

者
の

避
難

準
備

等

火
山

活
動

は
活

発
。

居
住

地
域

の
近

く
ま
で
重

大
な
影
響

を
及

ぼ
す
（
こ

の
範

囲
に
入
っ
た
場
合
に
は
生

命
に
危
険
が
及

ぶ
）

噴
火

の
発

生
、
あ
る
い
は
発

生
が

予
想

さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
３

（
注
意
）

警
戒
が
必
要
な
居
住
地
域

(※
2
)で

の
避
難
の
準
備

、
災

害
時

要
援

護
者
の
避
難
等
が

必
要
（
状
況
に
応
じ

て
対
象
地
域
を
判
断
）

居
住

地
域

に
重
大
な
被
害

を
及

ぼ
す
噴

火
が

発
生

す
る
と
予

想
さ
れ
る
（可

能
性

が
高

ま
っ
て
き
て
い

る
）
。

レ
ベ
ル
４

（
避
難
準
備
）

危
険
な
居
住
地
域
(※

2
)か

ら
の

避
難
等
が
必
要
（状

況
に
応

じ
て
対
象

地
域
や
方
法
等

を
判
断
）

居
住

地
域

に
重
大
な
被
害

を
及

ぼ
す
噴

火
が

発
生
、

あ
る
い
は

切
迫

し
て
い
る
状
態
に
あ
る
。

レ
ベ
ル
５

（
避
難
）

説
明

レ
ベ
ル

登
山
者
・入

山
者
等
へ
の
対
応

(※
1
)

住
民
等
の

行
動

(※
1
)

火
山
の
状

況

特
に
な
し
（状

況
に
応
じ
て
火
口

内
へ

の
立
入

規
制

等
）

火
山

活
動

は
静

穏
。

火
山

活
動

の
状

態
に
よ
っ
て
、
火

口
内

で
火
山

灰
の

噴
出

等
が

見
ら
れ
る
（
こ
の
範
囲
に
入
っ
た
場
合
に

は
生

命
に
危
険
が
及

ぶ
）
。

レ
ベ
ル
１

（
平
常
）

火
口

周
辺

へ
の
立
入
規
制
等

（
状
況

に
応
じ
て
火
口
周
辺
の
規
制
範

囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活

火
山

活
動

は
や

や
活

発
。

火
口

周
辺

に
影
響

を
及

ぼ
す
（
こ
の

範
囲

に
入

っ
た

場
合

に
は
生
命
に
危
険

が
及

ぶ
）噴

火
の
発
生

、
あ

る
い
は
発
生
が
予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
２

（
火
口

周
辺
注

意
）

登
山
・
入
山

規
制

等
危

険
な
地
域
へ
の

立
入

規
制

等
（状

況
に
応
じ
て
規
制
範

囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活
（今

後
の
火
山
活
動

の
推
移
に
注
意
）。

状
況

に
応
じ
て

災
害
時
要
援
護

者
の

避
難

準
備

等

火
山

活
動

は
活

発
。

居
住

地
域

の
近

く
ま
で
重

大
な
影
響

を
及

ぼ
す
（
こ

の
範

囲
に
入
っ
た
場
合
に
は
生

命
に
危
険
が
及

ぶ
）

噴
火

の
発

生
、
あ
る
い
は
発

生
が

予
想

さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
３

（
注
意
）

警
戒
が
必
要
な
居
住
地
域

(※
2
)で

の
避
難
の
準
備

、
災

害
時

要
援

護
者
の
避
難
等
が

必
要
（
状
況
に
応
じ

て
対
象
地
域
を
判
断
）

居
住

地
域

に
重
大
な
被
害

を
及

ぼ
す
噴

火
が

発
生

す
る
と
予

想
さ
れ
る
（可

能
性

が
高

ま
っ
て
き
て
い

る
）
。

レ
ベ
ル
４

（
避
難
準
備
）

危
険
な
居
住
地
域
(※

2
)か

ら
の

避
難
等
が
必
要
（状

況
に
応

じ
て
対
象

地
域
や
方
法
等

を
判
断
）

居
住

地
域

に
重
大
な
被
害

を
及

ぼ
す
噴

火
が

発
生
、

あ
る
い
は

切
迫

し
て
い
る
状
態
に
あ
る
。

レ
ベ
ル
５

（
避
難
）

説
明

レ
ベ
ル

新
し

い
レ

ベ
ル

は
、

火
山

活
動

の
状

況
に

つ
い

て
、

噴
火

時
等

に
と

る
べ

き
防

災
対

応
を

踏
ま

え
て

区
分

し
た

も
の

で
、

こ
の

活
用

に
あ

た
っ

て
は

以
下

の
点

に
留

意
す
る

必
要
が

あ
る
。

・
火

山
の

状
況

に
よ

っ
て

は
、

異
常

が
観

測
さ

れ
ず

に
噴

火
す

る
場

合
も

あ
り

、
レ

ベ
ル

の
発

表
が

必
ず

し
も

段
階

を
追

っ
て

順
番

通
り

に
な

る
と

は
限

ら
な

い
（

下
が
る

と
き
も

同
様

）
。

・
各
レ
ベ

ル
で

想
定
す

る
火
山

活
動
の

状
況

及
び
噴

火
時
等

の
防
災

対
応
に

係
る
対

象
地

域
や
具

体
的
な

対
応
方

法
は

、
地

域
に
よ

り
異
な
る

。
・

降
雨
時

の
土

石
流
等

レ
ベ
ル

表
の
対

象
外

の
現
象

に
つ
い

て
も
注

意
が
必

要
で

あ
り

、
そ

の
場

合
に
は

大
雨
情

報
等

他
の

情
報
に

も
注
意
す

る
必
要

が
あ

る
。

※
1：

住
民

等
の
主
な
行

動
と
登

山
者
・
入
山
者

へ
の
対

応
に
は
、
代
表
的

な
も
の
を
記
載
。

※
2：

避
難

ま
た
は

避
難

準
備
の
対

象
と
し
て
地
域

防
災
計
画
等

に
定

め
ら
れ

た
地
域
。
た
だ
し
、
火

山
活
動
の
状

況
に
よ
っ
て
具
体
的
な
対
象
地

域
は

あ
ら
か

じ
め
定
め

ら
れ
た
地
域

と
は

異
な
る
こ
と
が
あ
る
。

注
：表

で
記
載
し
て
い
る
「
火
口
」
は
、
噴
火

が
想
定

さ
れ
る
火
口
あ
る
い
は

そ
れ

ら
が
出

現
し
う
る
領
域

（
火
口
出

現
領
域
）
を
意
味
す
る
。
伊
豆

東
部

火
山

群
の

よ
う
に
、
あ
ら
か

じ
め

噴
火

場
所
（地

域
）を

特
定

で
き
な
い
も
の
は

、
地
震

活
動
域
を
火
口
領

域
と
想

定
し
て
対
応
。

火
山

観
測

情
報

臨
時

火
山

情
報

緊
急

火
山

情
報

火
山

観
測

情
報

臨
時

火
山

情
報

緊
急

火
山

情
報
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記者発表資料 

 

平成 19 年６月７日 

内閣府（防災担当） 

気 象 庁 

 

 

火山活動状況に関して噴火時等の避難行動等を踏まえ区分された 

新しいレベルの名称について 

 

 

 本日、「火山情報等に対応した火山防災対策検討会（第４回）」において、第

３回検討会でとりまとめられた「噴火時等の避難体制に係る火山防災対策のあ

り方（仮称）」骨子で提言された、火山活動状況に関して噴火時等の避難行動

等を踏まえ５段階に区分された新しいレベルの名称（総称名）について検討を

行いました。 

 

 この結果、新しいレベルは、火口周辺の規制や登山・入山規制等及び居住地

域における避難準備や避難等、噴火時等に対応した行動等を示し、住民等の生

命を守る観点で火山噴火に対する警戒を呼びかけるものであることから、その

名称を「噴火警戒レベル」とすることが適切と提言されました。 

 

 気象庁では、これらの提言を踏まえ、火山情報を改善することとしておりま

す。 

 

＜問い合わせ先＞ 

内閣府 地震・火山対策担当参事官   池内 幸司 

            同企画官   三浦 知雄 

          同参事官補佐   佐藤  豊 

     TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199

気象庁 地震火山部火山課長      横田  崇 

       同火山対策官      北川 貞之 

        同課長補佐      青木  元 

     TEL：03-3284-1749（直通）  FAX：03-3212-3648
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参考資料 
 

新しいレベルの名称（総称名）について 
 
 
 

 新しいレベルは、火口周辺の規制や登山・入山規制等及び居住地域における

避難準備や避難等、噴火時等に対応した行動等を示し、住民等の生命を守る観

点で火山噴火に対する警戒を呼びかけるものであることから、その名称を「噴

火警戒レベル」とすることが適切である。 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

噴火 警戒 レベル   
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 噴火警戒レベルは、単にレベルの数値のみでなく、各レベルに住民等の避

難行動等に対応したキーワード（レベル１「平常」、レベル２「火口周辺注

意」、レベル３「注意」、レベル４「避難準備」、レベル５「避難」）が設定さ

れている。 

 

 

 

警戒を示すレベルであることを表現 

火山噴火に関するレベルであることを表現 
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現
行
の
火
山
活
動
度
レ
ベ

ル
（
主
と
し
て
噴
火
規
模
に

よ
り
区
分
）

火 山 観 測 情 報臨 時 火 山 情 報緊 急 火 山 情 報

登
山
者
・
入
山
者
等
へ
の
対
応
(※
1)

住
民
等
の
行
動
(※
1
)

火
山
の
状
況

特
に
な
し
（
状
況
に
応
じ
て
火
口
内

へ
の
立
入
規
制
等
）

火
山
活
動
は
静
穏
。

火
山
活
動
の
状
態
に
よ
っ
て
、
火

口
内
で
火
山
灰
の
噴
出
等
が
見
ら

れ
る
（
こ
の
範
囲
に
入
っ
た
場
合
に

は
生
命
に
危
険
が
及
ぶ
）
。

レ
ベ
ル
１

（
平
常
）

火
口
周
辺
へ
の
立
入
規
制
等

（
状
況
に
応
じ
て
火
口
周
辺
の
規

制
範
囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活

火
山
活
動
は
や
や
活
発
。

火
口
周
辺
に
影
響
を
及
ぼ
す
（
こ

の
範
囲
に
入
っ
た
場
合
に
は
生
命

に
危
険
が
及
ぶ
）
噴
火
の
発
生
、

あ
る
い
は
発
生
が
予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
２

（
火
口
周
辺
注
意
）

登
山
・
入
山
規
制
等
危
険
な
地
域

へ
の
立
入
規
制
等
（
状
況
に
応
じ

て
規
制
範
囲
を
判
断
）

通
常
の
生
活
（
今
後
の
火

山
活
動
の
推
移
に
注
意
）
。

状
況
に
応
じ
て
災
害
時
要

援
護
者
の
避
難
準
備
等

火
山
活
動
は
活
発
。

居
住
地
域
の
近
く
ま
で
重
大
な
影

響
を
及
ぼ
す
（
こ
の
範
囲
に
入
っ
た

場
合
に
は
生
命
に
危
険
が
及
ぶ
）

噴
火
の
発
生
、
あ
る
い
は
発
生
が

予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル
３

（
注
意
）

警
戒
が
必
要
な
居
住
地

域
(※
2
)で
の
避
難
の
準

備
、
災
害
時
要
援
護
者
の

避
難
等
が
必
要
（
状
況
に

応
じ
て
対
象
地
域
を
判

断
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を
及
ぼ

す
噴
火
が
発
生
す
る
と
予
想
さ
れ

る
（
可
能
性
が
高
ま
っ
て
き
て
い

る
）
。

レ
ベ
ル
４

（
避
難
準
備
）

危
険
な
居
住
地
域
(※
2
)

か
ら
の
避
難
等
が
必
要

（
状
況
に
応
じ
て
対
象
地

域
や
方
法
等
を
判
断
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を
及
ぼ

す
噴
火
が
発
生
、
あ
る
い
は
切
迫

し
て
い
る
状
態
に
あ
る
。

レ
ベ
ル
５

（
避
難
）

説
明

レ
ベ
ル

火
山
情
報
の
改
善

０１２３４５

や
や
活
発
な
火
山
活

動 火
山
活
動
の
状
態
を
見
守
っ

て
い
く
必
要
が
あ
る

長
期
間
火
山
の
活
動

の
兆
候
が
な
い

静
穏
な
火
山
活
動

噴
火
の
兆
候
は
な
い

小
～
中
規
模
噴
火
活

動
等

火
山
活
動
に
十
分
注
意
す
る

必
要
が
あ
る

中
～
大
規
模
噴
火
活

動
等

火
口
か
ら
離
れ
た
地
域
に
も

影
響
の
可
能
性
が
あ
り
、
警

戒
が
必
要

極
め
て
大
規
模
な
噴

火
活
動
等

広
域
で
警
戒
が
必
要

火 山 観 測 情 報

臨 時 火 山 情 報緊 急 火 山 情 報

避
難
行
動
等
の
防
災
対

応
を
踏
ま
え
て
区
分
し
、

キ
ー
ワ
ー
ド
を
設
定

統 合

※
1：
住
民
等
の
主
な
行
動
と
登
山
者
・
入
山
者
へ
の
対
応
に
は
、
代
表
的
な
も
の
を
記
載
。

※
2：
避
難
ま
た
は
避
難
準
備
の
対
象
と
し
て
地
域
防
災
計
画
等
に
定
め
ら
れ
た
地
域
。
た
だ
し
、
火
山
活
動
の
状
況
に
よ
っ
て
具
体
的
な
対
象
地
域
は
あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
た
地
域
と

は
異
な
る
こ
と
が
あ
る
。

注
：
表
で
記
載
し
て
い
る
「
火
口
」
は
、
噴
火
が
想
定
さ
れ
る
火
口
あ
る
い
は
そ
れ
ら
が
出
現
し
う
る
領
域
（
火
口
出
現
領
域
）
を
意
味
す
る
。
伊
豆
東
部
火
山
群
の
よ
う
に
、
あ
ら
か
じ
め
噴

火
場
所
（
地
域
）
を
特
定
で
き
な
い
も
の
は
、
地
震
活
動
域
を
火
口
領
域
と
想
定
し
て
対
応
。噴
火
警
戒
レ
ベ
ル

噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
は
、
火
山
活
動
の
状
況
に
つ
い
て
、
噴
火
時
等
に
と
る
べ
き
防
災
対
応
を
踏
ま
え
て
区

分
し
た
も
の
で
、
こ
の
活
用
に
あ
た
っ
て
は
以
下
の
点
に
留
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

・
火
山
の
状
況
に
よ
っ
て
は
、
異
常
が
観
測
さ
れ
ず
に
噴
火
す
る
場
合
も
あ
り
、
レ
ベ
ル
の
発
表
が
必
ず

し
も
段
階
を
追
っ
て
順
番
通
り
に
な
る
と
は
限
ら
な
い
（
下
が
る
と
き
も
同
様
）
。

・
各
レ
ベ
ル
で
想
定
す
る
火
山
活
動
の
状
況
及
び
噴
火
時
等
の
防
災
対
応
に
係
る
対
象
地
域
や
具
体
的
な

対
応
方
法
は
、
地
域
に
よ
り
異
な
る
。

・
降
雨
時
の
土
石
流
等
レ
ベ
ル
表
の
対
象
外
の
現
象
に
つ
い
て
も
注
意
が
必
要
で
あ
り
、
そ
の
場
合
に
は

大
雨
情
報
等
他
の
情
報
に
も
注
意
す
る
必
要
が
あ
る
。

参
考
資
料
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火山情報等に対応した火山防災対策検討会委員名簿 

 

学識委員（◎：座長 ○：座長代理） 

 青野 文江       （財）市民防災研究所主任研究員 

 新谷 融         北海道大学名誉教授 

 荒牧 重雄        東京大学名誉教授 

 池辺 伸一郎      （財）阿蘇火山博物館館長 

 池谷 浩        （社）砂防学会副会長 

 石川 芳治        東京農工大学大学院教授 

 石原 和弘        京都大学防災研究所長 

 岩田 孝仁        静岡県総務部防災局防災情報室室長 

 香取 幸一        玉川大学経営学部准教授 

◎田中 淳         東洋大学社会学部教授 

 田鍋 敏也        北海道壮瞥町総務課長 

○藤井 敏嗣        東京大学地震研究所教授 

 山﨑 登         日本放送協会解説主幹 

（五十音順） 

 

行政委員（関係省庁） 

 塚原 浩一        内閣官房（安全保障・危機管理担当）参事官 

 上杉 耕二        内閣府（災害応急対策担当）参事官 

 池内 幸司        内閣府（地震・火山対策担当）参事官 

 金谷 裕弘        総務省消防庁国民保護・防災部防災課長 

 矢部 三雄        農林水産省林野庁森林整備部治山課長 

 重田 雅史        国土交通省総合政策局観光地域振興課長 

 上総 周平        国土交通省河川局防災課長 

 中野 泰雄        国土交通省河川局砂防部砂防計画課長 

 横田 崇         気象庁地震火山部火山課長 

 神田 修二        環境省自然環境局国立公園課長 

 深山 延暁        防衛省運用企画局事態対処課長 

 

事務局 

 内閣府（防災担当），総務省消防庁，国土交通省砂防部，気象庁 
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「噴火警戒レベル」の名称検討時の
その他の名称案とそれに対する意見
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参考資料 
 

「噴火警戒レベル」の名称検討時のその他の名称案と 

それに対する意見 
 

新しいレベル名称については、噴火警戒レベル以外に下記のような名称案及

びコメントをいただいた。 

 

名称案 意見 

噴火防災レベル 

噴火対策レベル 

噴火対応レベル 

「防災」、「対策」、「対応」は、防災対策、防災対応等平

時からの幅広い防災行動を含んだ意味で使用されること

が多く、噴火の切迫時等に対する危機意識を持つことに

ついては、印象が弱いと思われる。 

 

火山警戒レベル 

火山○○レベル 

「火山」という言葉を冒頭に冠していることから、その

火山すべてにおける防災対策、例えば降雨時の土砂災害

から、噴気地帯で発生している火山ガスまですべての現

象に対して幅広な対応を想定するものである。今回の噴

火時の避難行動における対応を表したものとしては適さ

ない。 

 

噴火危険度レベル 

火山危険度レベル 

「危険度」は、噴火した場合の規模や影響範囲によらず、

噴火の可能性あるいは火山そのもので危険が発生する可

能性を示す指標としての意味合いが強く感じられる。今

回のそれぞれの場所に対する危険性を考慮した避難、避

難準備、登山規制等の具体的行動を示すものとしては、

適切でないと考える。 

 

噴火監視レベル 

火山監視レベル 

監視体制のみが強調され、住民等の避難行動等が想定さ

れない名称である。 
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噴火予報・警報と火山情報等について

平成20年3月19日
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①
気
象
庁
に
対
す
る
火
山
現
象
の
予
報
及
び
警
報
の
義
務
化

②
気
象
庁
以
外
の
者
に
よ
る
火
山
現
象
の
警
報
の
禁
止

③
気
象
庁
か
ら
都
道
府
県
、
Ｎ
Ｈ
Ｋ
等
へ
の
警
報
通
知
の
義
務
化

④
通
知
を
受
け
た
都
道
府
県
等
か
ら
市
町
村
長
へ
の
通
知
の
努
力
規
定
及
び
Ｎ

Ｈ
Ｋ
に
よ
る
報
道
の
義
務
化

１
．
住
民

へ
の

警
報

事
項

の
通

知
及

び
周

知
の

確
実

化

２
．
火
山

現
象

に
よ
る
災

害
が

起
き
る
前

に
、
適

切
な
防

災
行

動
を

と
る
こ
と
が

可
能

と
な
り
、
被

害
が

軽
減

効
果

改
正
気
象
業
務
法
の
概
要
に
つ
い
て
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噴
火

は
、
小

規
模

で
あ
っ
て
も
生

命
に
危

険
が

及
ぶ

こ
と
か

ら
噴

石
、
火

砕
流

、
融

雪
泥

流
の

影
響

範
囲

に
対

し
て
警

報
発

表
（
注
意
報
は
設
け
な
い
）

こ
れ

以
外

の
現

象
に
つ
い
て
は

一
般

的
な
注

意
を
喚

起
※

警
報

発
表

に
は

適
切

な
防

災
対

応
を
定

め
て
お
く
こ
と
が

必
要

火
山

現
象

警
報

「
噴

火
、
降

灰
等
に
関
す
る
警
報
」
→

12
月

１
日

か
ら
噴

火
警

報
の

運
用

開
始

【
噴
火
警
報
及
び
予
報
】

「
警
報
」
と
い
う
言
葉
か
ら
火
山
全
体
が
危
険
と
の
誤
解
を
生
む
懸
念

か
ら
対

象
範

囲
を
明

示
し
た
略

称
を
導

入
火

口
周

辺
→

火
口

周
辺

警
報

居
住

地
域

→
噴

火
警

報

【
警
報
の
名
称
】

【
キ
ー
ワ
ー
ド
の
設
定
】

具
体
的
な
防
災
行
動
や
警
戒
事
項
等
を
示
す
「
キ
ー
ワ
ー
ド
」
を
設
定
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火
山

活
動
の
状

況
レ
ベ
ル

（
キ
ー
ワ
ー
ド
）

対
象

範
囲

対
象
範
囲
を
付
し
た

警
報

の
呼
び
方

予
報
及

び
警
報

の
名
称

対
象

範
囲

警
戒

事
項
等

（
キ
ー
ワ
ー
ド
）

火
山
活
動
の
状
況

火
口

か
ら

少
し
離

れ
た

所
ま
で
の

火
口

周
辺

火
口
か
ら
少
し
離
れ
た

所
ま
で
の
火
口

周
辺
に

お
け
る
警

戒

(火
口

周
辺
危
険

)

火
口
周
辺
に
影
響
を
及
ぼ

す
（
こ
の
範
囲
に
入
っ
た
場

合
に
は

生
命
に
危
険

が
及

ぶ
）
程
度

の
噴
火

が
発
生

、
あ
る
い
は
発
生

す
る
と

予
想
さ
れ
る
。

噴 火 警 報

火
口

か
ら

居
住

地
域

近
く
ま
で

の
広

い
範

囲
の

火
口

周
辺

火
口
か
ら
居
住
地
域

*
の

近
く
ま
で
の
広

い
範

囲
の
火
口
周
辺
に
お

け
る
警

戒

(入
山

危
険

)

火
口
か
ら
居
住
地
域

*の
近
く
ま
で
重
大
な
影
響
を

及
ぼ
す
（こ

の
範
囲
に
入

っ
た
場
合
に
は

生
命
に
危

険
が

及
ぶ

）
程
度

の
噴
火

が
発
生
、
あ
る
い
は
発
生

す
る
と
予
想
さ
れ
る
。

火
山

活
動

は
静

穏
。

火
山

活
動

の
状

態
に
よ
っ

て
、
火
口
内

で
火

山
灰
の

噴
出
等
が
見
ら
れ
る
（こ

の
範
囲
に
入
っ
た
場
合
に
は

生
命
に
危
険
が
及
ぶ
）
。

居
住

地
域

*及
び
そ
れ
よ
り

火
口

側
に
重
大

な
被
害
を

及
ぼ

す
程
度
の

噴
火
が

発
生

、
あ
る
い
は
発

生
す
る

と
予
想
さ
れ
る
。

噴
火

警
戒

レ
ベ
ル

未
導

入
火

山

平
常

居
住
地
域

*及
び
そ
れ

よ
り
火
口
側
の
範
囲
に

お
い
て
厳
重
に
警
戒

(居
住

地
域

厳
重

警
戒

*)

火
口

内
等

居
住

地
域

*
及
び
そ
れ

よ
り

火
口

側

噴 火 予 報

－

噴
火
警
報

（
火
口
周
辺
）

（
略
称
）

火
口

周
辺

警
報

噴
火
警
報

（
居
住
地
域
）

（
略

称
）

噴
火

警
報

火
山
活
動
は
静
穏
。

火
山
活
動
の
状
態
に
よ
っ
て
、

火
口
内
で
火
山
灰
の
噴
出
等

が
見

ら
れ

る
（こ

の
範

囲
に
入

っ
た
場
合
に
は
生
命
に
危
険

が
及
ぶ
）
。

レ
ベ
ル

１
（
平

常
）

火
口
内
等

火
口
周
辺
に
影
響
を
及
ぼ
す

（
こ
の
範
囲
に
入
っ
た
場
合
に

は
生
命
に
危
険
が
及
ぶ
）
噴

火
が
発
生
、
あ
る
い
は
発
生

す
る
と
予
想
さ
れ
る
。

レ
ベ
ル

２
（
火
口
周
辺
規
制
）

火
口
か
ら

少
し
離

れ
た

所
ま
で
の

火
口
周
辺

居
住
地
域
の
近
く
ま
で
重
大

な
影
響
を
及
ぼ
す
（こ

の
範
囲

に
入
っ
た
場
合
に
は
生
命
に

危
険
が
及
ぶ
）噴

火
が
発
生
、

あ
る
い
は
発
生
す
る
と
予
想
さ

れ
る
。

レ
ベ
ル

３
（
入
山
規
制
）

火
口
か
ら

居
住
地
域

近
く
ま
で

の
広
い
範

囲
の
火
口

周
辺

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を

及
ぼ
す
噴
火
が
発
生
す
る
と

予
想
さ
れ
る
（可

能
性
が
高
ま

っ
て
き
て
い
る
）
。

レ
ベ
ル

４
（
避
難
準
備
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害
を

及
ぼ

す
噴
火
が

発
生
、
あ
る

い
は
切
迫
し
て
い
る
状
態
に

あ
る
。

レ
ベ
ル

５
（
避

難
）

居
住
地
域

及
び

そ
れ
よ
り

火
口
側

噴
火

警
戒

レ
ベ
ル

導
入

火
山

対
象

範
囲

を
付

し
た
噴

火
警

報
の

呼
び
方

及
び
キ
ー
ワ
ー
ド

*
居
住
地
域
が
不
明
確
な
場
合
は
山
麓
と
記
載
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噴
火
警
戒
レ
ベ
ル

噴
火

警
戒

レ
ベ

ル
は

、
火

山
活

動
の

状
況

に
つ

い
て

、
噴

火
時

等
に

と
る

べ
き

防
災

対
応
を
踏
ま
え
て
区
分
し
、
警
戒
を
呼
び
か
け
る
も
の
で
、
こ
の
活
用
に
あ
た
っ

て
は
以

下
の

点
に

留
意

す
る
必

要
が

あ
る

。
・

火
山

の
状

況
に

よ
っ
て
は
、
異
常
が
観
測
さ
れ
ず
に

噴
火

す
る

場
合

も
あ

り
、

レ
ベ

ル
の

発
表

が
必

ず
し

も
段

階
を

追
っ

て
順

番
通

り
に

な
る

と
は

限
ら

な
い

（
下

が
る

と
き

も
同

様
）

。
・

各
レ

ベ
ル

で
想

定
す
る
火
山
活
動
の
状
況
及
び
噴
火

時
等

の
防

災
対

応
に

係
る

対
象

地
域

や
具

体
的

な
対

応
方

法
は

、
地

域
に

よ
り

異
な

る
。

・
降
雨

時
の

土
石

流
等
レ
ベ
ル
表
の
対
象
外
の
現
象
に

つ
い

て
も

注
意

が
必

要
で

あ
り

、
そ

の
場

合
に

は
大

雨
情

報
等

他
の

情
報

に
も

注
意

す
る

必
要

が
あ

る
。

※
1：

住
民
等
の
主
な
行
動
と
登
山
者
・
入
山
者
へ
の
対
応
に
は
、
代
表
的
な
も
の
を
記
載
。

※
2：

避
難
ま
た
は
避
難
準
備
の
対
象
と
し
て
地
域
防
災
計
画
等
に
定
め
ら
れ
た
地
域
。
た
だ
し
、
火
山
活
動
の
状
況
に
よ
っ
て
具
体
的
な
対
象
地
域
は
あ
ら
か
じ
め
定
め
ら
れ
た
地

域
と
は

異
な
る
こ
と
が

あ
る
。

注
：表

で
記
載
し
て
い
る
「
火
口
」
は
、
噴

火
が
想

定
さ
れ

る
火
口

あ
る
い
は
そ
れ

ら
が
出
現

し
う
る
領

域
（火

口
出
現

領
域
）を

意
味

す
る
。
伊

豆
東

部
火

山
群

の
よ
う
に
、
あ
ら
か
じ
め
噴
火
場
所
（
地
域

）
を
特
定

で
き
な
い
も
の
は
、
地
震
活
動
域
を
火
口
領
域
と
想
定
し
て
対
応
。

予
報

警
報

対
象

範
囲

噴
火

警
戒

レ
ベ
ル

説
明

火
山
活

動
の

状
況

住
民
等

の
行

動
(※

1
)

登
山
者

・
入
山
者

等
へ

の
対

応
(※

1
)

噴 火 警 報

居
住
地

域
及

び
そ
れ
よ
り

火
口
側

レ
ベ
ル
５

（
避

難
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害

を
及
ぼ
す
噴
火

が
発

生
、
あ
る
い
は
切
迫
し
て
い
る
状
態
に
あ
る
。

危
険

な
居

住
地
域

(※
2
)か

ら
の
避

難
等

が
必
要
（
状
況
に
応
じ
て
対
象
地
域
や
方

法
等

を
判

断
）

レ
ベ
ル
４

（
避
難
準
備
）

居
住
地
域
に
重
大
な
被
害

を
及
ぼ
す
噴
火

が
発

生
す
る
と
予

想
さ
れ

る
（
可
能
性

が
高

ま
っ
て
き

て
い
る
）。

警
戒
が
必
要
な
居
住
地
域
(※

2)
で
の
避

難
の
準
備
、
災
害
時
要
援
護
者
の
避
難

等
が
必
要
（
状
況
に
応
じ
て
対
象
地
域
を

判
断
）

火 口 周 辺 警 報

火
口
か
ら
居

住
地
域

近
く

ま
で

レ
ベ
ル
３

（
入
山
規
制
）

居
住
地
域
の
近
く
ま
で
重
大
な
影
響
を
及
ぼ
す

（
こ
の
範

囲
に
入

っ
た
場
合

に
は

生
命

に
危

険
が

及
ぶ
）
噴
火
が
発

生
、
あ
る
い
は

発
生

す
る
と
予

想
さ
れ
る
。

通
常
の

生
活
（今

後
の

火
山

活
動

の
推

移
に
注
意
。
入
山
規
制
）
。
状
況
に
応
じ

て
災
害
時
要
援
護
者
の
避
難
準
備
等

登
山
禁
止
や
入
山
規
制
等
危
険
な
地
域
へ
の

立
入
規

制
等
（状

況
に
応

じ
て
規

制
範

囲
を
判

断
）

火
口

周
辺

レ
ベ
ル
２

（
火
口
周
辺
規
制
）

火
口
周
辺
に
影
響
を
及
ぼ
す
（こ

の
範
囲
に
入
っ

た
場
合

に
は

生
命

に
危

険
が

及
ぶ

）
噴

火
が
発

生
、
あ
る
い
は
発
生
す
る
と
予
想
さ
れ
る
。

通
常
の

生
活

火
口
周

辺
へ

の
立

入
規

制
等

（
状
況

に
応

じ
て
火

口
周

辺
の
規

制
範

囲
を
判

断
）

噴 火 予 報

火
口
内

等
レ
ベ
ル
１

（
平

常
）

火
山
活

動
は

静
穏

。
火
山
活
動
の
状
態
に
よ
っ
て
、
火
口
内
で
火
山

灰
の
噴

出
等

が
見

ら
れ
る
（
こ
の
範

囲
に
入

っ
た

場
合
に
は
生
命
に
危
険
が
及
ぶ
）
。

特
に
な
し
（
状
況

に
応

じ
て
火
口

内
へ

の
立

入
規

制
等

）
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噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
の
導
入
に
つ
い
て

○
各
レ
ベ
ル
に
具
体
的
な
防
災
行
動
等
を
示
す
キ
ー
ワ
ー
ド
を
設
定

→
「
避
難
」
、
「
避
難
準
備
」
、
「
入
山
規
制
」
、
「
火
口
周
辺
規
制
」
、
「
平
常
」

○
対
象
範
囲
を
明
示

○
噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
２
以
上
を
警
報
に
位
置
付
け

○
レ
ベ
ル

の
導

入
に
あ
た
っ
て
は

以
下

の
検

討
が

必
要

・
噴

火
シ
ナ
リ
オ
と
ハ

ザ
ー
ド
マ
ッ
プ
の

作
成

・
こ
れ

ら
に
基

づ
い
た
レ
ベ
ル

に
応

じ
た
具

体
的

な
防

災
対

応
を
検

討

・
噴

火
警

報
に
対

応
し
た
避

難
の

計
画

・
突

然
の

噴
火

に
も
備

え
た
避

難
の

計
画

対
象

範
囲

と
避

難
行

動
等

具
体

的
な
防

災
対

応
を
踏

ま
え
て
区

分
注
）
こ
れ
ま
で
の
「
火
山
活
動
度
レ
ベ
ル
」
は
主
と
し
て
噴
火
規
模
で
区
分
し
て
い
た
た
め
防
災
対
応
が
不
明
確

－
１
２
月

1日
発
表
を
開
始
－

地
域

防
災

計
画

等
に
定

め
ら
れ

る
こ
と
が

必
要

噴
火
警
戒
レ
ベ
ル
の
導
入
条
件

（
地
元
自
治
体
と
協
議
の
上
導
入
）
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火
山
現

象
に
関

す
る
情

報

噴
火
警
報
及
び
噴
火
予
報
以
外
、
火
山
活
動
の
状
況
等
を
周
知
す
る
た
め
の
情
報

過
去
一
週
間
の
火
山
活
動
の
状
況
等
を
と
り
ま
と
め
た
も
の
、

毎
週
金
曜
日
に
発
表

○
週
間
火
山

概
況

前
月
一
ヶ
月
の
火
山
活
動
の
状
況
等
を
と
り
ま
と
め
た
も
の
、

毎
月
上
旬
に
発
表

○
月
間
火
山

概
況

地
図
や
図
表
等
を
用
い
て
火
山
活
動
の
状
況
等
を
詳
細
に

と
り
ま
と
め
た
も
の
、
毎
月
又
は
必
要
に
応
じ
て
発
表

○
火
山
活
動

解
説

資
料

火
山
性
地
震
や
微
動
の
回
数
、
噴
火
等
の
状
況
を
と
り
ま
と
め

た
も
の
、
必
要
に
応
じ
て
発
表

○
火

山
の

状
況

に
関

す
る

解
説

情
報

概
要
及
び
発
表
の
時
期

火
山
現
象
に
関
す
る
情
報
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【
参
考
】

活
動

火
山

対
策

特
別
措
置
法

（
火

山
現

象
に
関

す
る
情

報
の

伝
達
等

）

第
２
１
条

国
は
、
火
山
現
象
に
関
す
る
観
測
及
び
研
究
の
成
果
に
基
づ
き
、
火
山

現
象
に
よ
る
災
害
か
ら
国
民
の
生
命
及
び
身
体
を
保
護
す
る
た
め
必
要
が
あ
る

と
認
め
る
と
き
は
、
火
山
現
象
に
関
す
る
情
報
を
関
係
都
道
府
県
知
事
に
通
報
し

な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

２
都
道
府
県
知
事
は
、
前
項
の
通
報
を
受
け
た
と
き
は
、
地
域
防
災
計
画
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
予
想
さ
れ
る
災
害
の
事
態
及
び
こ
れ
に
対
し
て
と
る
べ
き
措
置

に
つ
い
て
、
関
係
の
あ
る
指
定
地
方
行
政
機
関
（災

害
対
策
基
本
法
第
二
条
第

四
号

に
規
定
す
る
指
定
地
方
行
政
機
関
を
い
う
。
）の

長
、
指
定
地
方
公
共
機
関

（
同
条
第
六
号

に
規
定
す
る
指
定
地
方
公
共
機
関
を
い
う
。
）、

市
町
村
長
そ
の

他
の
関
係
者
に
対
し
、
必
要
な
通
報
又
は
要
請
を
す
る
も
の
と
す
る
。

３
市
町
村
長
は
、
前
項
の
通
報
を
受
け
た
と
き
は
、
地
域
防
災
計
画
の
定
め
る
と

こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
通
報
に
係
る
事
項
を
関
係

機
関

及
び
住

民
そ
の
他

関
係
の
あ

る
公

私
の
団
体

に
伝

達
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
の
場
合

に
お
い
て
、
必

要
が

あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
市
町
村
長
は
、
住
民
そ
の
他
関
係
の
あ
る
公
私
の
団
体

に
対
し
、
予
想
さ
れ
る
災
害
の
事
態
及
び
こ
れ
に
対
し
て
と
る
べ
き
措
置
に
つ
い

て
必

要
な
通
報

又
は
警

告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。

災
害
対
策
基
本
法

第
５
４
条

（
発

見
者

の
通
報

義
務
等
）

第
５
４
条

災
害
が
発
生
す
る
お
そ
れ
が
あ
る
異
常
な
現
象
を
発
見
し
た
者
は
、
遅

滞
な
く
、
そ
の
旨
を
市
町
村
長
又
は
警
察
官
若
し
く
は
海
上
保
安
官
に
通
報
し
な

け
れ

ば
な
ら
な
い
。

２
何
人
も
、
前
項
の
通
報
が
最
も
迅
速
に
到
達
す
る
よ
う
に
協
力
し
な
け
れ
ば
な

ら
な
い
。

３
第
一
項
の
通
報
を
受
け
た
警
察
官
又
は
海
上
保
安
官
は
、
そ
の
旨
を
す
み
や

か
に
市
町
村
長
に
通
報
し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
。

４
第
一
項
又
は
前
項
の
通
報
を
受
け
た
市
町
村
長
は
、
地
域
防
災
計
画
の
定
め

る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
そ
の
旨
を
気
象
庁
そ
の
他
の
関
係
機
関
に
通
報
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。

（
都

道
府

県
知
事

の
通
知
等
）

第
５
５
条

都
道
府
県
知
事
は
、
法
令
の
規
定
に
よ
り
、
気
象
庁
そ
の
他
の
国
の
機

関
か
ら
災
害
に
関
す
る
予
報
若
し
く
は
警
報
の
通
知
を
受
け
た
と
き
、
又
は
自
ら

災
害
に
関
す
る
警
報
を
し
た
と
き
は
、
法
令
又
は
地
域
防
災
計
画
の
定
め
る
と
こ

ろ
に
よ
り
、
予
想
さ
れ
る
災
害
の
事
態
及
び
こ
れ
に
対
し
て
と
る
べ
き
措
置
に
つ

い
て
、
関

係
指
定
地
方
行
政
機
関
の
長
、
指
定
地
方
公
共
機
関
、
市
町
村
長
そ

の
他
の
関
係
者
に
対
し
、
必
要
な
通
知

又
は
要
請
を
す
る
も
の
と
す
る
。

（
市

町
村

長
の
警

報
の
伝

達
及

び
警

告
）

第
５
６
条

市
町

村
長
は
、
法

令
の
規

定
に
よ
り
災

害
に
関

す
る
予

報
若

し
く
は

警
報

の
通

知
を
受
け
た
と
き
、
自
ら
災
害
に
関
す
る
予
報
若
し
く
は
警
報
を
知
つ
た
と

き
、
法
令
の
規
定

に
よ
り
自
ら
災

害
に
関
す
る
警
報
を
し
た
と
き
、
又
は
前
条
の

通
知
を
受
け
た
と
き
は
、
地
域
防
災
計
画
の
定
め
る
と
こ
ろ
に
よ
り
、
当
該
予
報

若
し
く
は

警
報
又
は
通
知
に
係
る
事
項
を
関
係
機
関
及
び
住
民
そ
の
他
関
係
の

あ
る
公
私

の
団

体
に
伝
達
し
な
け
れ
ば

な
ら
な
い
。
こ
の
場

合
に
お
い
て
、
必

要
が
あ
る
と
認
め
る
と
き
は
、
市
町
村
長
は
、
住
民
そ
の
他
関
係
の
あ
る
公
私
の

団
体
に
対
し
、
予
想
さ
れ
る
災
害
の
事
態
及
び
こ
れ
に
対

し
て
と
る
べ
き
措
置
に

つ
い
て
、
必
要
な
通
知
又

は
警
告
を
す
る
こ
と
が
で
き
る
。
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海外における
火山の活動レベルと防災対応の例
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ア
メ

リ
カ

に
お

け
る

火
山

情
報

の
動

向
(2

00
6．

10
.1

改
正

)

○
航

空
向

け
と

一
般

向
け

と
を

区
別

航
空

向
け

と
一

般
向

け
は

、
警

戒
す

べ
き

現
象

が
異

な
る

た
め

、
一

般
向

け
情

報
を

航
空

向
け

情
報

と
切

り
離

し
て

提
供

。
例

え
ば

溶
岩

流
の

影
響

が
懸

念
さ

れ
る

火
山

の
場

合
、

一
般

向
け

は
W

at
ch

で
も

、
航

空
機

に
与

え
る

影
響

は
限

ら
れ

て
い

る
た

め
、

航
空

向
け

は
G

re
en

と
な

る
場

合
も

あ
る

。

Ｖ
ｏ
ｌｃ

ａ
ｎ

ｉｃ
Ｕ

ｎ
ｒｅ

ｓ
ｔ

(a
le

rt
 l
e
ve

l 
1
)

Ｖ
ｏ
ｌｃ

ａ
ｎ

ｉｃ
A

le
rt

(a
le

rt
 l
e
ve

l 
3
)

Ｖ
ｏ
ｌｃ

ａ
ｎ

ｉｃ
A

dv
is

o
ry

(a
le

rt
 l
e
ve

l 
2
)

N
or

m
al

Ｒ
ｅ
ｄ

Ｏ
ｒａ

ｎ
ｇ
ｅ

Ｙ
ｅ
ｌｌ
ｏ
ｗ

Ｇ
ｒｅ

ｅ
ｎ

変
更

な
し

○
Ｎ

ｏ
ｒｍ

ａ
ｌの

追
加

○
気

象
警

報
と

同
様

の
表

現
の

導
入

こ
の

ほ
か

、
航

空
用

カ
ラ

ー
コ

ー
ド

の
流

用
等

、
統

一
が

取
れ

て
い

な
か

っ
た

航
空

向
け

情
報

一
般

向
け

情
報

A
dv

is
o
ry

W
ar

n
in

g

W
at

c
h

○
表

現
に

変
更

等
危

機
管

理
担

当
者

か
ら

の
要

望
に

よ
り

、
一

般
的

に
分

か
る

よ
う

気
象

等
一

般
的

な
警

戒
情

報
で

用
い

ら
れ

る
表

現
に

変
更

。
こ

れ
に

よ
り

、
数

値
に

よ
る

表
現

を
廃

止
、

ま
た

、
こ

れ
ま

で
の

「
al

er
t l

ev
el

 1
」
に

至
ら

な
い

情
報

と
し

て
、

「
N

or
m

al
」
を

追
加

。

U
S

G
S

(U
ni

te
d 

S
ta

te
s 

G
eo

lo
gi

ca
l S

ur
ve

y)
は

、
一

般
向

け
警

戒
情

報
に

つ
い

て
、

10
月

1日
よ

り
4段

階
の

新
た

な
警

戒
レ

ベ
ル

を
導

入
。

改
正

の
ポ

イ
ン

ト
１

改
正

の
ポ

イ
ン

ト
２

Ｒ
ｅ
ｄ

Ｏ
ｒａ

ｎ
ｇ
ｅ

Ｙ
ｅ
ｌｌ
ｏ
ｗ

Ｇ
ｒｅ

ｅ
ｎ
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火
山

活
動

度
レ

ベ
ル

（
地

上
向

け
）
の

概
要

SU
M

M
A

R
Y

 O
F 

V
O

L
C

A
N

IC
-A

C
T

IV
IT

Y
 L

E
V

E
L

S

警
報

W
A

R
N

IN
G

危
険

な
噴

火
が

切
迫

し
て

い
る

、
発

生
し

て
い

る
、

も
し

く
は

そ
の

可
能

性
が

あ
る

H
az

ar
do

us
 e

ru
pt

io
n 

im
m

in
en

t, 
un

de
rw

ay
 o

r 
su

sp
ec

te
d

監
視

W
A

T
C

H
噴

火
の

可
能

性
が

高
い

活
発

な
状

態
、

も
し

く
は

活
発

な
状

態
に

な
り

つ
つ

あ
る

（
時

期
は

不
明

）
ま

た
は

、
噴

火
が

継
続

中
だ

が
影

響
は

限
ら

れ
る

V
ol

ca
no

 is
 e

xh
ib

iti
ng

 h
ei

gh
te

ne
d 

or
 e

sc
al

at
in

g 
un

re
st

 w
ith

 in
cr

ea
se

d 
po

te
nt

ia
l o

f e
ru

pt
io

n,
 ti

m
ef

ra
m

e 
un

ce
rt

ai
n,

O
R

er
up

tio
n 

un
de

rw
ay

 b
ut

 p
os

es
 li

m
ite

d 
ha

za
rd

s

注
意

A
D

V
IS

O
R

Y
通

常
よ

り
も

や
や

活
発

化
し

た
状

態
上

の
レ

ベ
ル

か
ら

こ
の

レ
ベ

ル
に

変
更

さ
れ

た
場

合
は

：
火

山
活

動
は

か
な

り
減

っ
て

き
て

は
い

る
が

、
再

び
活

発
化

す
る

お
そ

れ
が

あ
る

の
で

、
引

き
続

き
注

意
深

い
監

視
を

要
す

る
状

態
で

あ
る

。
V

ol
ca

no
 is

 e
xh

ib
iti

ng
  s

ig
ns

 o
f e

le
va

te
d 

un
re

st
 a

bo
ve

 k
no

w
n 

ba
ck

gr
ou

nd
 le

ve
l

Af
te

r a
 c

ha
ng

e 
fr

om
 a

 h
ig

he
r l

ev
el

:
V

ol
ca

ni
c 

ac
tiv

ity
 h

as
 d

ec
re

as
ed

 si
gn

ifi
ca

nt
ly

 b
ut

 c
on

tin
ue

s t
o 

be
 c

lo
se

ly
 m

on
ito

re
d 

fo
r p

os
si

bl
e 

re
ne

w
ed

 in
cr

ea
se

.

通
常

N
O

R
M

A
L

典
型

的
な

噴
火

が
な

い
状

態
上

の
レ

ベ
ル

か
ら

こ
の

レ
ベ

ル
に

変
更

さ
れ

た
場

合
は

：
火

山
活

動
が

停
止

し
、

噴
火

の
な

い
通

常
状

態
に

戻
っ

た
V

ol
ca

no
 is

 ty
pi

ca
l b

ac
kg

ro
un

d,
 n

on
-e

ru
pt

iv
e 

st
at

e
Af

te
r a

 c
ha

ng
e 

fr
om

 a
 h

ig
he

r l
ev

el
:  

V
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 h
as

 c
ea

se
d,

 a
nd

 v
ol

ca
no

 h
as

 re
tu

rn
ed

 to
 n

or
m

al
, n

on
-e

ru
pt

iv
e 

ba
ck

gr
ou

nd
 st

at
e.

ア
メ

リ
カ

地
質

調
査

所
（
U

S
G

S
）
の

発
表

す
る

火
山

の
活

動
レ

ベ
ル

出
典

：
ア

メ
リ

カ
地

質
調

査
所

(U
S
G

S
)ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
(h

tt
p:

/
/
vo

lc
an

o
e
s.

u
sg

s.
go

v/
)

G
ar

dn
e
r,
私

信
(2

0
0
6
/
2
0
0
7
)
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航
空

向
け

カ
ラ

ー
コ

ー
ド

(A
V

IA
T
IO

N
 C

O
L
O

R
 C

O
D

E
S
)

赤 R
E

D

多
く
の

火
山

灰
を

放
出

す
る

噴
火

が
迫

っ
て

い
る

ま
た

は
,

火
山

灰
を

放
出

す
る

噴
火

が
継

続
し

て
い

る
状

態
（
可

能
な

ら
噴

煙
柱

の
高

さ
を

明
記

す
る

）
E

ru
pt

io
n 

is
 im

m
in

en
t w

ith
 s

ig
ni

fic
an

t e
m

is
si

on
 o

f a
sh

 in
to

 th
e 

at
m

os
ph

er
e 

lik
el

y.
or

,
E

ru
pt

io
n 

is
 u

nd
er

w
ay

 w
ith

 s
ig

ni
fic

an
t e

m
is

si
on

 o
f a

sh
 in

to
 th

e 
at

m
os

ph
er

e 
[a

sh
-p

lu
m

e 
he

ig
ht

 s
pe

ci
fie

d,
 if

 p
os

si
bl

e]
.

橙 O
R

A
N

G
E

噴
火

の
可

能
性

が
高

い
活

発
な

状
態

、
も

し
く
は

活
発

な
状

態
に

な
り

つ
つ

あ
る

（
時

期
は

不
明

）
ま

た
は

,
小

規
模

な
噴

火
が

継
続

し
て

い
る

状
態

（
可

能
な

ら
噴

煙
柱

の
高

さ
を

明
記

す
る

）
Vo

lc
an

o 
is

 e
xh

ib
iti

ng
 h

ei
gh

te
ne

d 
or

 e
sc

al
at

in
g 

un
re

st
 w

ith
 in

cr
ea

se
d 

po
te

nt
ia

l o
f e

ru
pt

io
n,

 ti
m

ef
ra

m
e 

un
ce

rta
in

,
or

,
Er

up
tio

n 
is

 u
nd

er
w

ay
 w

ith
 n

o 
or

 m
in

or
 a

sh
 e

m
is

si
on

 [a
sh

-p
lu

m
e 

he
ig

ht
 s

pe
ci

fie
d,

 if
 p

os
si

bl
e]

.

黄
色

Y
E

L
L

O
W

通
常

よ
り

も
や

や
活

発
化

し
た

状
態

上
の

レ
ベ

ル
か

ら
こ

の
レ

ベ
ル

に
変

更
さ

れ
た

場
合

は
：

火
山

活
動

は
か

な
り

低
下

し
て

き
て

は
い

る
が

、
再

び
活

発
化

す
る

可
能

性
が

あ
る

の
で

、
引

き
続

き
注

意
深

い
監

視
を

要
す

る
状

態
で

あ
る

。
Vo

lc
an

o 
is

 e
xh

ib
iti

ng
 s

ig
ns

 o
f e

le
va

te
d 

un
re

st
 a

bo
ve

 k
no

w
n 

ba
ck

gr
ou

nd
 le

ve
ls

.  
or

, a
fte

r a
 c

ha
ng

e 
fro

m
 h

ig
he

r l
ev

el
:  

V
ol

ca
ni

c 
ac

tiv
ity

 h
as

 d
ec

re
as

ed
 s

ig
ni

fic
an

tly
 b

ut
 c

on
tin

ue
s 

to
 b

e 
cl

os
el

y 
m

on
ito

re
d 

fo
r p

os
si

bl
e 

re
ne

w
ed

 in
cr

ea
se

.

緑 G
R

E
E

N

典
型

的
な

噴
火

が
な

い
状

態
上

の
レ

ベ
ル

か
ら

こ
の

レ
ベ

ル
に

変
更

さ
れ

た
場

合
は

：
火

山
活

動
が

停
止

し
た

、
ま

た
は

噴
火

が
起

こ
っ

て
い

な
い

、
通

常
の

状
態

に
戻

っ
た

。
V

ol
ca

no
 is

 in
 in

 ty
pi

ca
l b

ac
kg

ro
un

d,
 n

on
-e

ru
pt

iv
e 

st
at

e.
 

or
, a

fte
r a

 c
ha

ng
e 

fro
m

 a
 h

ig
he

r l
ev

el
:  

Vo
lc

an
ic

 a
ct

iv
ity

 h
as

 c
ea

se
d,

 a
nd

 v
ol

ca
no

 h
as

 re
ve

rte
d 

to
 n

on
-e

ru
pt

iv
e 

ba
ck

gr
ou

nd
 s

ta
te

.

【
参

考
】
ア

メ
リ

カ
地

質
調

査
所

（
U

S
G

S
）
が

発
表

し
て

い
る

航
空

機
向

け
火

山
活

動
度

レ
ベ

ル

出
典

：
ア

メ
リ

カ
地

質
調

査
所

(U
S
G

S
)ホ

ー
ム

ペ
ー

ジ
(h

tt
p:

/
/
vo

lc
an

o
e
s.

u
sg

s.
go

v/
)
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イ
ン

ド
ネ

シ
ア

の
火

山
活

動
段

階
と

防
災

対
応

特
に

な
し

。
行

動
：
観

測
及

び
調

査
研

究
N

o
th

in
g 

pa
rt

ic
u
la

r.
A

c
ti
o
n
 : 

M
o
n
it
o
ri
n
g 

an
d 

in
ve

st
ig

at
iv

e
 

re
se

ar
c
h
.

立
入

禁
止

。
最

も
危

険
な

範
囲

か
ら

の
退

去
。

行
動

：
住

民
啓

発
K
e
e
p 

o
u
t.
 N

o
 t

re
sp

as
si

n
g 

fr
o
m

 t
h
e
 

de
si

gn
at

e
d 

m
o
st

 h
az

ar
do

u
s 

ar
e
as

.
A

c
ti
o
n 

: 
P

u
bl

ic
 f
o
r 

e
du

ca
ti
o
n.

立
入

禁
止

。
最

も
危

険
な

範
囲

か
ら

の
退

去
。

行
動

：
避

難
準

備
K
e
e
p 

o
u
t.
 N

o
 t

re
sp

as
si

n
g 

fr
o
m

 t
h
e
 

de
si

gn
at

e
d 

m
o
st

 h
az

ar
do

u
s 

ar
e
as

.
A

c
ti
o
n
 :
 P

re
pa

re
dn

e
ss

 f
o
r 

e
va

c
u
at

io
n
.

噴
火

に
よ

る
危

険
の

及
ぶ

お
そ

れ
の

あ
る

地
域

に
対

す
る

避
難

命
令

行
動

：
住

民
の

避
難

M
an

da
to

ry
 e

va
c
ua

ti
o
n 

fr
o
m

 a
re

as
 

de
si

gn
at

e
d 

to
 b

e
 t

h
re

at
en

e
d 

by
 t

h
e 

da
n
ge

r 
o
f 
e
ru

pt
io

n
s.

A
c
ti
o
n 

: 
E
va

cu
at

io
n 

o
f 
po

pu
la

ti
o
n.

防
災

対
応

（
R

e
sp

o
n
se

）

近
い

将
来

、
噴

火
は

し
な

い
。

N
o
 e

ru
pt

io
n
 i
n 

fo
re

se
e
ab

le
 f
u
tu

re
.

マ
グ

マ
、

地
殻

変
動

、
熱

水
に

よ
る

異
常

現
象

が
あ

る
が

、
即

座
の

噴
火

は
な

い
。

M
ag

m
at

ic
, t

e
ct

o
n
ic

 o
r 

h
yd

ro
th

e
rm

al
 d

is
tu

rb
an

ce
, 

n
o
 e

ru
pt

io
n
 i
m

m
in

en
t.

地
震

活
動

等
が

増
加

傾
向

に
あ

り
、

２
週

間
以

内
に

噴
火

す
る

可
能

性
。

If
 t

re
n
d 

o
f 
in

c
re

as
in

g 
u
n
re

st
 c

o
nt

in
ue

s,
 

e
ru

pt
io

n 
po

ss
ib

le
 w

it
h
in

 2
 

w
e
e
ks

.

２
４

時
間

以
内

に
噴

火
す

る
可

能
性

。
E
ru

pt
io

n 
po

ss
ib

le
 w

it
h
in

 
2
4 

h
o
u
rs

.説
明

(I
n
te

rp
re

ta
ti
o
n
)

表
面

現
象

、
地

震
観

測
、

そ
の

他
の

火
山

活
動

に
も

変
化

が
な

い
。

M
o
n
it
e
ri
n
g 

o
f 
vi

su
al

, 
se

is
m

ic
it
y 

an
d 

o
th

e
r 

vo
lc

an
ic

 e
ve

nt
 

do
 n

o
t 

in
di

ca
te

 c
ha

n
ge

s.

１
．

平
常

活
動

（
A

kt
if

N
o
rm

al
 /

 
N

o
rm

al
 a

c
ti
ve

）

地
震

現
象

や
そ

の
他

の
火

山
現

象
が

増
加

し
、

火
口

周
辺

で
表

面
現

象
に

変
化

が
生

じ
る

。
In

c
re

as
in

g 
ac

ti
vi

ty
 o

f 
se

is
m

ic
it
y 

an
d 

o
th

e
r 

vo
lc

an
ic

 
e
ve

n
ts

, a
n
d 

vi
su

al
 c

ha
n
ge

s 
ar

o
u
n
d 

th
e 

c
ra

te
r.

２
．

注
意

（
W

as
pa

da
/
 A

tt
e
n
ti
o
n
）

他
の

火
山

監
視

デ
ー

タ
の

変
化

や
、

火
口

や
表

面
現

象
の

明
瞭

な
変

化
を

伴
う

地
震

活
動

の
活

発
化

。
観

測
結

果
の

解
析

に
よ

れ
ば

、
主

噴
火

を
も

た
ら

す
活

動
と

思
わ

れ
る

。
In

te
n
si

ve
ly

 i
n
cr

e
as

in
g 

o
f 
se

is
m

ic
it
y 

w
it
h 

su
pp

o
rt

e
d 

by
 

o
th

e
r 

vo
lc

an
ic

 m
o
n
it
o
ri
n
g,

 o
bv

io
u
s 

ch
an

ge
s 

o
f 
vi

su
al

 
o
bs

e
rv

at
io

n 
an

d 
c
ra

te
r.
 B

as
ed

 o
n 

o
bs

e
rv

at
io

n
 d

at
a 

an
al

ys
is

, 
th

e
 a

c
ti
vi

ty
 w

ill
 b

e
 f
o
llo

w
e
d 

by
 m

ai
n
 e

ru
pt

io
n
.

３
．

避
難

準
備

（
S
ia

ga
/
 

S
ta

n
db

y
）

主
噴

火
に

つ
な

が
る

最
初

の
噴

火
が

、
火

山
灰

や
水

蒸
気

の
噴

出
を

伴
い

始
ま

る
。

観
測

結
果

の
解

析
に

よ
れ

ば
、

主
噴

火
を

も
た

ら
す

活
動

と
思

わ
れ

る
。

F
o
llo

w
in

g 
th

e 
m

ai
n 

e
ru

pt
io

n,
 t

he
 i
n
it
ia

l 
e
ru

pt
io

n
 b

e
gi

n 
to

 
o
c
cu

r 
as

 a
sh

 a
n
d 

va
po

r.
 B

as
e
d 

o
n 

o
bs

e
rv

at
io

n
 d

at
a 

an
al

ys
is

, 
th

e
 a

c
ti
vi

ty
 w

ill
 b

e
 f
o
llo

w
e
d 

by
 m

ai
n
 e

ru
pt

io
n
.

４
．

避
難

（
A

w
as

/
 

E
va

c
u
at

io
n
）

基
準

(C
ri
te

ri
a)

段
階

と
名

称
(S

ta
ge

s 
an

d 
N

am
e
)

出
典

：
ｲ
ﾝ
ﾄﾞ

ﾈ
ｼ
ｱ

火
山

調
査

所
ﾎ

ｰ
ﾑ

ﾍ
ﾟｰ

ｼ
ﾞ（

ht
tp

://
m

er
ap

i.v
si

.e
sd

m
.g

o.
id

/）
お

よ
び

聞
き

取
り
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フ
ィ

リ
ピ

ン
・
マ

ヨ
ン

火
山

の
警

戒
レ

ベ
ル

常
時

危
険

地
域

（
山

頂
か

ら
半

径
６

km
以

内
）
へ

の
立

ち
入

り
は

勧
め

ら
れ

な
い

E
nt

ry
 in

 th
e 

6-
km

 ra
di

us
 P

er
m

an
en

t D
an

ge
r Z

on
e 

(P
D

Z)
 is

 n
ot

 a
dv

is
ed

常
時

危
険

地
域

（
半

径
６

km
以

内
）
の

立
ち

入
り

規
制

N
o 

en
try

 in
 th

e 
6-

km
 ra

di
us

 P
D

Z.

ク
レ

ー
タ

ー
頂

が
低

い
方

向
の

斜
面

に
つ

い
て

、
危

険
地

域
を

半
径

７
km

に
拡

大
す

る
こ

と
が

あ
る

6-
km

 ra
di

us
 D

an
ge

r Z
on

e 
m

ay
 b

e 
ex

te
nd

ed
 to

 7
 k

m
 

in
 th

e 
se

ct
or

 w
he

re
 th

e 
cr

at
er

 ri
m

 is
 lo

w
.

ク
レ

ー
タ

ー
頂

が
低

い
方

向
の

斜
面

に
つ

い
て

、
危

険
地

域
の

拡
大

を
検

討
E

xt
en

si
on

 o
f D

an
ge

r Z
on

e 
in

 th
e 

se
ct

or
 w

he
re

 th
e 

cr
at

er
 ri

m
 is

 lo
w

 w
ill

 b
e 

co
ns

id
er

ed
.

ク
レ

ー
タ

ー
頂

が
低

い
方

向
の

斜
面

に
つ

い
て

、
危

険
地

域
を

半
径

８
km

も
し

く
は

そ
れ

以
上

に
拡

大
す

る
こ

と
を

勧
め

る
E

xt
en

si
on

 o
f D

an
ge

r z
on

e 
to

 8
 k

m
 o

r m
or

ei
n

th
e 

se
ct

or
 w

he
re

 th
e 

cr
at

er
 ri

m
 is

 lo
w

 w
ill

 b
e 

re
co

m
m

en
de

d.

噴
火

の
状

況
に

応
じ

て
危

険
地

域
の

拡
大

が
行

わ
れ

る
こ

と
が

あ
る

噴
煙

の
高

さ
及

び
流

向
に

よ
り

、
付

近
を

航
行

す
る

航
空

機
に

対
す

る
危

険
A

dd
iti

on
al

 d
an

ge
r a

re
as

 m
ay

 b
e 

id
en

tif
ie

d 
as

 
er

up
tio

n 
pr

og
re

ss
es

. D
an

ge
r t

o 
ai

rc
ra

ft,
 b

y 
w

ay
 o

f 
as

h 
cl

ou
d 

en
co

un
te

r, 
de

pe
nd

in
g 

on
 h

ei
gh

t o
f 

er
up

tio
n 

co
lu

m
n 

an
d/

or
 w

in
d 

dr
ift

.

防
災

対
応

（
勧

告
）

R
ec

om
m

en
da

tio
ns

火
砕

流
が

谷
沿

い
（
特

に
ク

レ
ー

タ
ー

頂
が

低
い

方
向

の
斜

面
）
に

流
下

す
る

こ
と

が
あ

る P
yr

oc
la

st
ic

flo
w

s 
m

ay
 s

w
ee

p 
do

w
n 

al
on

g 
gu

lli
es

 a
nd

 c
ha

nn
el

s,
 

es
pe

ci
al

ly
 a

lo
ng

 th
os

e 
fro

nt
in

g 
th

e 
lo

w
 p

ar
t(s

) o
f t

he
 c

ra
te

r r
im

.

危
険

な
噴

火
の

発
生

(H
az

ar
do

us
 e

ru
pt

io
n 

on
go

in
g)

火
砕

流
、

大
規

模
な

噴
煙

柱
、

強
い

降
灰

の
発

生
O

cc
ur

re
nc

e 
of

 p
yr

oc
la

st
ic

flo
w

s,
 ta

ll 
er

up
tio

n 
co

lu
m

ns
 a

nd
 e

xt
en

si
ve

 
as

hf
al

l.

5
．

危
険

な
噴

火 H
az

ar
do

u
s

E
ru

p
ti
o
n

数
日

内
に

危
険

な
噴

火
の

可
能

性
H

az
ar

do
us

 e
ru

pt
io

n 
is

 p
os

si
bl

e 
w

ith
in

 d
ay

s.

活
発

な
火

山
活

動
(In

te
ns

e 
un

re
st

)
火

山
性

微
動

の
継

続
、

低
周

波
地

震
の

増
加

．
S

O
2放

出
量

は
引

き
続

き
増

加
傾

向
も

し
く
は

急
な

減
少

．
極

め
て

明
瞭

な
火

映
．

山
頂

部
で

の
溶

岩
光

．
P

er
si

st
en

t t
re

m
or

, m
an

y 
“
lo

w
 fr

eq
ue

nc
y”

-ty
pe

 e
ar

th
qu

ak
es

. S
O

2 
em

is
si

on
 le

ve
l m

ay
 s

ho
w

 s
us

ta
in

ed
 in

cr
ea

se
 o

r a
br

up
t d

ec
re

as
e.

 
In

te
ns

e 
cr

at
er

 g
lo

w
. I

nc
an

de
sc

en
t l

av
a 

fra
gm

en
ts

 in
 th

e 
su

m
m

it 
ar

ea
.

4
．

危
険

な
噴

火
切

迫
H

az
ar

do
u
s 

E
ru

p
ti
o
n
 I
m

m
in

e
n
t

静
穏

(Q
ui

et
.)

す
べ

て
の

観
測

値
は

通
常

レ
ベ

ル
．

A
ll 

m
on

ito
re

d 
pa

ra
m

et
er

s 
w

ith
in

 b
ac

kg
ro

un
d 

le
ve

ls
.

低
い

火
山

活
動

(L
ow

 le
ve

l u
nr

es
t.)

地
震

活
動

の
若

干
の

増
加

．
S

O
2放

出
量

の
若

干
の

増
加

．
弱

い
火

映
が

観
測

さ
れ

る
こ

と
が

あ
る

（
マ

グ
マ

の
上

昇
に

よ
る

も
の

と
は

断
言

で
き

な
い

）
単

発
の

水
蒸

気
／

火
山

灰
噴

出
が

起
こ

る
こ

と
が

あ
る

．
S

lig
ht

 in
cr

ea
se

 in
 s

ei
sm

ic
ity

. S
lig

ht
 in

cr
ea

se
 in

 S
O

2 
ga

s 
ou

tp
ut

ab
ov

e 
th

e 
ba

ck
gr

ou
nd

 le
ve

l. 
V

er
y 

fa
in

t g
lo

w
 o

f t
he

 c
ra

te
r m

ay
 o

cc
ur

 b
ut

 n
o 

co
nc

lu
si

ve
 e

vi
de

nc
e 

of
 m

ag
m

a 
as

ce
nt

. P
hr

ea
tic

ex
pl

os
io

n 
or

 a
sh

 p
uf

fs
 

m
ay

 o
cc

ur
.

中
程

度
の

火
山

活
動

(M
od

er
at

e 
un

re
st

.)
低

～
中

程
度

の
地

震
活

動
．

ハ
ー

モ
ニ

ッ
ク

な
微

動
発

生
．

S
O

2放
出

量
の

増
加

．
低

～
中

程
度

の
火

映
．

山
体

膨
張

が
検

知
さ

れ
る

こ
と

が
あ

る
．

雨
期

、
井

戸
水

や
泉

の
水

位
低

下
が

報
告

さ
れ

る
こ

と
が

あ
る

．
Lo

w
 to

 m
od

er
at

e 
le

ve
l o

f s
ei

sm
ic

 a
ct

iv
ity

. E
pi

so
de

s 
of

 h
ar

m
on

ic
 tr

em
or

. 
In

cr
ea

si
ng

 S
O

2 
flu

x.
 F

ai
nt

 / 
in

te
rm

itt
en

t c
ra

te
r g

lo
w

. S
w

el
lin

g 
of

 e
di

fic
e 

m
ay

 b
e 

de
te

ct
ed

. C
on

fir
m

ed
 re

po
rts

 o
f d

ec
re

as
e 

in
 fl

ow
 o

f w
el

ls
 a

nd
 

sp
rin

gs
 d

ur
in

g 
ra

in
y 

se
as

on
.

や
や

活
発

な
火

山
活

動
(R

el
at

iv
el

y 
hi

gh
 u

nr
es

t)
火

山
性

地
震

、
微

動
の

更
な

る
増

加
．

S
O

2放
出

量
の

更
な

る
増

加
．

山
頂

部
で

の
落

石
．

活
発

な
蒸

気
活

動
／

明
瞭

な
火

映
．

山
体

膨
張

の
継

続
．

V
ol

ca
ni

c 
qu

ak
es

 a
nd

 tr
em

or
 m

ay
 b

ec
om

e 
m

or
e 

fre
qu

en
t. 

Fu
rth

er
 

in
cr

ea
se

 in
 S

O
2 

flu
x.

 O
cc

ur
re

nc
e 

of
 ro

ck
fa

lls
in

 s
um

m
it 

ar
ea

. V
ig

or
ou

s 
st

ea
m

in
g 

/ s
us

ta
in

ed
 c

ra
te

r g
lo

w
. P

er
si

st
en

t s
w

el
lin

g 
of

 e
di

fic
e.

評
価

(M
ai

n 
C

rit
er

ia
)

当
面

噴
火

の
恐

れ
な

し
前

触
れ

な
く
水

蒸
気

／
灰

噴
出

が
起

こ
る

こ
と

が
あ

る
N

o 
er

up
tio

n 
in

 fo
re

se
ea

bl
e 

fu
tu

re
.

ph
re

at
ic

ex
pl

os
io

ns
 a

nd
 a

sh
 p

uf
fs

 
m

ay
 o

cc
ur

 w
ith

ou
t p

re
cu

rs
or

s.

0
．

N
o
 A

le
rt

目
先

の
噴

火
の

恐
れ

な
し

こ
の

活
動

は
熱

水
や

マ
グ

マ
が

関
与

し
て

い
る

可
能

性
の

ほ
か

、
テ

ク
ト

ニ
ッ

ク
な

要
因

の
可

能
性

も
あ

る
N

o 
er

up
tio

n 
im

m
in

en
t.

A
ct

iv
ity

 m
ay

 b
e 

hy
dr

ot
he

rm
al

, 
m

ag
m

at
ic

 o
r t

ec
to

ni
c 

in
 o

rig
in

.

1
．

異
常

A
b
n
o
rm

al

マ
グ

マ
が

関
与

し
て

い
る

も
の

と
思

わ
れ

る
噴

火
に

至
る

恐
れ

あ
り

U
nr

es
t p

ro
ba

bl
y 

of
 m

ag
m

at
ic

 o
rig

in
; 

co
ul

d 
ev

en
tu

al
ly

 le
ad

 to
 e

ru
pt

io
n.

2
．

火
山

活
動

の
活

発
化

In
c
re

as
in

g 
U

n
re

st

マ
グ

マ
が

火
口

付
近

に
上

昇
活

動
が

活
発

化
し

た
場

合
、

数
週

間
以

内
に

噴
火

の
恐

れ
あ

り
M

ag
m

a 
is

 c
lo

se
 to

 th
e 

cr
at

er
. I

f 
tre

nd
 is

 o
ne

 o
f i

nc
re

as
in

g 
un

re
st

, 
er

up
tio

n 
is

 p
os

si
bl

e 
w

ith
in

 w
ee

ks
.

3
．

噴
火

の
準

備
段

階
In

c
re

as
e
d
 

T
e
n
d
e
n
c
y 

T
o
w

ar
d
s 

E
ru

p
ti
o
n

解
説

In
te

rp
re

ta
ti
o
n

警
戒

レ
ベ

ル
A

le
rt

 L
ev

e
l

出
典

：
フ

ィ
リ

ピ
ン

火
山

地
震

観
測

所
ﾎ

ｰ
ﾑ

ﾍ
ﾟｰ

ｼ
ﾞ(h

ttp
://

w
w

w
.p

hi
vo

lc
s.

do
st

.g
ov

.p
h/

ne
w

s/
M

V
A

le
rt.

pd
f)

参
考

：
20

06
年

12
月

の
泥

流
災

害
発

生
時

の
ﾚ
ﾍ

ﾞﾙ
は

1の
ま

ま
変

更
な

し
。
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ニ
ュ

ー
ジ

ー
ラ

ン
ド
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科

学
的

活
動
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ベ
ル
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に

活
動

す
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火
山
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nt
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iv
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ca
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pe
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）

通
常

の
静

穏
な

状
態

。

U
su

al
 d

or
m

an
t o

r q
ui

es
ce

nt
 s

ta
te

活
発

化
の

兆
候

が
あ

る
。

S
ig

ns
 o

f v
ol

ca
no

 u
nr

es
t.

小
規

模
な

噴
火

活
動

。

M
in

or
 e

ru
pt

iv
e 

ac
tiv

ity
.

顕
著

な
噴

火
が

継
続

。

S
ig

ni
fic

an
t l

oc
al

 e
ru

pt
io

n 
in

 p
ro

gr
es

s.

人
間

に
危

険
な

噴
火

が
継

続
。

H
az

ar
do

us
 lo

ca
l e

ru
pt

io
n 

in
 p

ro
gr

es
s.

大
規

模
か

つ
人

間
に

危
険

な
噴

火
が

継
続

。

La
rg

e 
ha

za
rd

ou
s 

er
up

tio
n 

in
 p

ro
gr

es
s.

火
山

の
状

態

V
ol

ca
no

 S
ta

tu
s

表
面

現
象

が
通

常
の

活
動

状
態

を
上

回
る

。

D
ep

ar
tu

re
 fr

om
 ty

pi
ca

l b
ac

kg
ro

un
d 

su
rfa

ce
 a

ct
iv

ity
.

1

噴
火

が
活

発
化

し
監

視
デ

ー
タ

も
顕

著
な

変
化

。

山
腹

ま
で

の
範

囲
に

影
響

が
及

び
、

火
山

周
辺

の
地

域
へ

も
影

響
す

る
可

能
性

。

In
cr

ea
se

d 
vi

go
ur

of
 o

ng
oi

ng
 a

ct
iv

ity
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nd
 m
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ito

re
d 

in
di

ca
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S
ig

ni
fic

an
t e

ffe
ct

s 
on

 v
ol

ca
no

, p
os

si
bl

e 
ef

fe
ct

s 
be
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.

3

噴
火

活
動

が
始

ま
り

、
監

視
デ

ー
タ

に
変

化
が

み
ら

れ
る

。
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et
 o

f e
ru
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e 
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om
pa

ni
ed

 b
y 
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an
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re
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in
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2

表
面

現
象

は
通

常
の

活
動

状
態

；
地

震
活

動
、

地
殻

変
動

及
び

地
熱

活
動

は
低

調

Ty
pi

ca
l b

ac
kg

ro
un

d 
su

rfa
ce

 a
ct

iv
ity

; s
ei

sm
ic

ity
, d

ef
or

m
at

io
n 

an
d

he
at

 fl
ow
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t l

ow
 le

ve
ls

.

0

噴
火

が
顕

著
に

な
り

監
視

デ
ー

タ
に

か
な

り
の

変
化

。
火

山
周

辺
へ
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影
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。

S
ig

ni
fic

an
t c
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ng
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to

 o
ng

oi
ng

 a
ct

iv
ity

 a
nd

 m
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.

4
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に
危

険
な
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規

模
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。
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vo
lc

an
ic

 e
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 p
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5
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的
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レ

ベ
ル
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ニ
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学
的
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動
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ベ
ル

（
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火
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火
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火
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る
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。
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す
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性
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。
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es
t. 

Er
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.
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模
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 c
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。
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が
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。
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 p
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火
山

の
状

態

V
ol

ca
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s

地
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動
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熱
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。
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蒸
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範
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が
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熱
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。
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現
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；
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を
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。
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ベ
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３
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デ
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。
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市町村の地域防災計画における 

火山災害対策計画の作成状況 

 

 

 

１０８
活火山

 
 

 

 

 

 

２５６
対象となる

市町村

 

 

 

  

 

*複数の火山に関係している市町村は、関係している火山の数で複数計上している。 
消防庁の調査（2006）に基づき作成 

市町村が火山災害対策計画を
作成している火山：47 火山 

市町村が火山災害対策
計画を作成していない 
33 火山に関係する市町
村：74 

市町村が火山災害対策計画を 
作成していない火山：33 火山 

火山災害対策計画を作成している火山 

火山災害対策計画を 
作成している市町村数 

市町村が火山災害対策
計画を作成している 
47 火山のうち火山災害
対策計画を作成してい
ない市町村：55 

北方領土、海底火山 
及び無人島（28 火山） 

市町村が火山災害対策
計画を作成している 
47 火山のうち火山災害
対策計画を作成している
市町村：127 
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火山防災会議協議会等アンケート
結果概要
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火山防災会議協議会等アンケート結果 

 
＜調査期間＞07 年 5 月 1 日～5 月 25 日 

 

＜調査対象機関数＞ 

○災害対策基本法に基づく協議会：８協議会 

○任意の連絡会議等：１０団体 

 

＜アンケート回収団体＞ 

○災害対策基本法に基づく協議会：８協議会 

＜雌阿寒岳、十勝岳、有珠山、樽前山、北海道駒ケ岳、 

  草津白根山、雲仙岳、阿蘇山＞ 

 

○任意の連絡会議等：９団体 

＜雌阿寒岳（検討会）、岩手山（委員会）、岩手山（検討会）、 

  那須岳、浅間山（長野県・群馬県参加会議）、 

  浅間山・草津白根山（群馬県内の会議）、富士山、御嶽山、桜島＞ 
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１．協議会等の設立・運営に関して 

（１）設立のきっかけや背景について 

 設立のきっかけについては、地元の火山活動の活発化やそれに伴って実施した防災

対応の教訓などによるものが１２件と多く、次いで有珠山や三宅島など他の地域の噴火

によるところが３件となっている。その他の２件では、事例が古く設立のきっかけがはっ

きりしていない。 

なお、これら協議会等の設立時に尽力のあった機関では「大学・学識者」が最も多か

った。次いで「都道県」による働きかけで、「地元地方気象台」からの働きかけなども挙

げられていた。 

 

【火山防災会議協議会等の設立のきっかけ】

3

2

12

地元地域の火山活動の活発化などによる

他の地域の火山災害から影響を受けたため

その他
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【主な回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○設立に尽力のあった機関等

○地元地域の火山活動の活発化などによる 

1. 噴火に際して、関係する自治体間で連携した対策の必要性が改めて認識

され、「火山噴火地域防災計画」を作成することを主目的として設立され

た。 

2. 県をまたぐ当該火山では噴火に際して、交通規制などで一部混乱が生じ

た。このことから他県側や多くの関係機関の情報共有などの必要性がみ

られ、市町村が都道県にも参加を要請して、連絡会議が設立された。 

3. （噴火時等の経験から）関係機関による噴火活動や防災計画等について、

相互に理解を深め広域的に連携のとれた防災対応に関して総合的な検討

を進めていくため、協議会の下部組織として設置された。 

4. 都道県の働きかけにより検討が重ねられ、火山防災会議協議会が設立さ

れた。 

 

○他の地域の火山災害から影響を受けて 

5. 平成１２年３月の有珠山、同７月の三宅島雄山大噴火の教訓を踏まえ、火山

防災体制の一層の強化を図る必要があるとの共通認識で、広域的かつ統一

された火山防災計画の作成や合同防災訓練の実施など、地域の安全確保を

目的として協議会が設立された。 

6. 昭和５２年の有珠山噴火の際にとられた広域的な火山防災対策を教訓に、山

が静かなときに、将来の火山噴火災害に備え、山麓の町が互いに協力をして

一体的な防災対策を行うことが重要であるということから協議会が設置され

た。 

• 大学・学識者 ［10 ヶ所] • 都道県  ［４ヶ所] 

• 国の機関  ［１ヶ所] • 気象庁機関  ［１ヶ所] 

• その他（シンクタンクなど）  ［１ヶ所]  
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（２）協議会等の設立時に留意した点、苦労した点 

 主な回答としては、広域にわたり多くの機関が存在することによる調整の難しさ、予想

される被害の大小による火山防災に対する意識の差などが挙げられた。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）協議会等の構成メンバー 

 各協議会等に構成メンバーとして参加している市町村以外の機関について、機関別

に協議会等の数を集計した。（数値は協議会等の数を示す。集計対象の協議会等の数

は 17。） 

都道県（出先等） 16 通信 6
警察 12 観光協会 1
消防 11 観光施設 2
国交省事務所・開発建設部等 14 宿泊施設 0
気象庁機関 14 鉄道 4
大学・研究機関 6 バス 0
自衛隊 5 航空 1
海上保安庁 2 船舶 0
医療関係 5 高速道路 2
森林管理署等 10 港湾管理組合 1
自然保護官事務所等 6 空港 1
福祉保健事務所等 7 ラジオ 0
水道 1 テレビ 0
電力 7 新聞 0
ガス 0  

 

7. 協議会への参画団体が広域に渡り、さらに機関数も多かったため、連絡調整

などに時間を要した。 

8. 複数県に渡る当該市町村の火山では、当初、それぞれの県に噴火対策会議等

があり、市町村が複数県にわたる協議会等の必要性を認識していても、それ

ぞれの県間で意識の差があり、設置についての動きが遅かった。 

9. 噴火を契機に協議会等の設置を進めなければ、「実際の防災対策は各市町村

のやるべきこと」として都道県が一歩引いてしまうことが懸念されたため、

積極的な参加を促すため事務局を都道県においた。 

10. 被害の程度が低いと予想される地域に位置する自治体の加入について、当該

自治体の理解がなかなか得られず苦慮した。 
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（４）協議会等の事務局について 

 特定の自治体・機関に固定しているところが１１件と大多数であり、輪番制をとってい

るのは３件だった。また、事務局体制の主な課題としては、以下のようなものが挙げら

れている。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

（５）協議会等の会議の開催頻度 

協議会等の開催頻度は年間１回とする回答が５件と最も多く、１～２回が２件、２回が

４件、６回以上が２件となっている。ほかには、０回とする回答も見られた。 

開催頻度が年間２回以下のところでは、主な検討内容が火山観測状況や事業の報

告など定例的なものになっているところが多く見られた。 

 

【協議会等の年間開催頻度】

1

2

5

2

4

1 1 1

0

1

2

3

4

5

6

0回 0～1回 1回 1～2回 2回 2～3回 6回 7回

（件数）

11. 市町村が固定制で事務局を務めると、都道県は一歩退いた形で、ただ参加

しているだけの状態になってしまうおそれがあるため、事務局という具体

的な役割をもった形での参加をお願いしている。 

12. 大きい事業があると事務局自治体の負担が大きい。 
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（６）協議会等における主な討議内容 

 【主な回答】（  ）内は件数 

 

 

 

 

 

 

 

 

（７）協議会等の運営において苦労している点 

 主な回答では、協議会の構成機関が広域で多数にわたること、予算負担や事務負担

などが大きいことなどが多く挙げられた。また、火山活動が安定すると協議会活動が行

われなくなり、組織が遊休化してしまうことなどが挙げられた。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

• 地域防災計画、市町村相互間地域防災計画の修正、マニュアルの変更等（8） 

• 事業報告、予算等、規約の変更等（7）  

• 予防対策（観測施設、避難施設の整備、防災訓練等）（７） 

• 火山観測状況（５） • 警戒区域の見直し、登山規制（４）

• 情報収集伝達体制、火山情報とその共有体制（３） 

• 防災意識高揚（防災広報・防災啓発研修、学校教育等の実施）（３） 

• ハザードマップの改訂等（4） • 避難誘導体制（１） 

• 火山活動度レベルの導入について（１） • 交通規制のあり方（１） 

• 自主防災組織の育成（１） 

○構成機関が広域にわたることによるもの 

13.協議会メンバーの所在が広域にわたり、さらに人数も多く、一同に集ま

る会議の回数に限りがあり、綿密な協議ができない。対応策として分科

会や担当者レベルといった適当な規模での会合を行う予定でいる。 

14.自治体規模が小さく、被害の程度が低いと予想される自治体などは事業

に巻き込み難い。 

15.構成自治体によっては、火山防災に対する力の入れ方に温度差があり、

複数市町の考え方をまとめていくのに苦慮している。 

○予算負担や事務負担が大きいこと 

16.厳しい市町村財政下では負担金・事業費の確保が難しい。 

17.啓発事業や研修事業等の企画実施に至るまでの事務や計画の改訂等の事

務局負担が大きい。 

○その他 

18.火山活動はここ数年安定した状態で推移しており、協議会としての活動

は特に行っていない。これから、どのような活動を進めるかが課題であ

る。 
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（８）協議会等があることのメリット、協議会等に期待する機能や役割等 

 協議会等があることのメリットでは、構成機関が平常時からの啓発活動の実施や課題

についての議論で連携がとれることなどが挙げられた。また、協議会等に期待する機能

や役割等では、平常時に広域的な連携体制を整備することで異常時等の対応が迅速

に行える、といったことなどが挙げられた。 

 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○協議会等があることのメリット 

19.他市町との情報交換やハザードマップ、住民啓発資料の作成、火山勉強会

（研修会）などを共同で実施できる。 

20.連絡会議の取り組みの中で担当者同士の横のつながりができ、信頼関係

に基づく「顔の見える体制」が構築されることが、最大のメリットであ

る。 

21.関係機関や大学の先生方と連絡調整、意見交換が行え、顔の見える関係

が構築できること。 

22.主要関係機関が参画しているため、課題等についての協議が迅速にでき

る。火山専門家（学識者）も多数参加しており、専門的な見解からの意

見をもらえる。 

23.噴火時等において、協議会として策定している計画をもとに広域的な連

携がとれる。 

○協議会等に期待する機能や役割等 

24.協議会の各種構成機関の役割を明確にし、火山の異常発生時に迅速な対

応が行えることが望ましい。 

25.自治体の防災担当者も人事異動をともなう「公務員」である。火山に関

する土地勘や最低限の知識は必要であり、担当者が替わっても継続的に

検討、演習、学習を繰り返していき、防災に対するレベル低下を防ぐこ

とが重要である。そこで、市町村単独ではなかなかできないところを、

連絡会議等の継続的な取り組みで対応していくべきと考える。 

26.火山に対する調査や防災マップ、ハンドブック作成の際に得られた科学

的な根拠などを、まちづくりなどでも活かしていけるような提言をする

などの役割を期待している。 
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（９）協議会等の運営に関する国・都道県に期待する支援 

 国・都道県に期待するものでは、火山防災に関する専門的、技術的な支援、広域的な

計画策定に関する支援、協議会活動に対する予算補助などが挙げられている。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２.火山活動の異常時や噴火時の対応に関して 

（１）噴火時等の「合同本部」の設置について 

 噴火時等の「合同本部」の設置については、以下の通り、「合同本部」設置のメリットや

役割についての回答と「合同本部」の設置に関する課題とがそれぞれあげられた。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○専門的、技術的な支援 

27.専門家による定期的な勉強会や火山防災に係る技術指導。訓練、講演会等

開催の際の講師派遣など。 

28.各種観測機器による監視の強化。 

○広域的な計画の策定に関する支援 

29.噴火の規模によっては他市町村への広域的な避難が必要となるため、国や

都道県による避難計画の策定等の支援が必要。 

○予算補助などの支援 

30. 限られた予算の中での防災対策となっているため、活動が制約されたもの

となっており、火山防災対策を実施する上での国・都道県の補助が望まれ

る。 

○「合同本部」設置のメリット・役割 

31. （噴火の規模によっては）市町村では対応しきれない広域的かつ大規模な

課題が多いので、国・都道県が入った合同本部の設置は望ましい。 

32. 異常時等の事前避難が必要な場合は「合同本部」としての役割は重要であ

る 

33. 合同本部を設置することで、火山噴火予知連絡会や学識者等専門家の的確

な助言が受けられる。 

 

○「合同本部」設置に関する課題 

34. どのタイミングで招集するか非常にむずかしい。また、参集するために火

山活動の影響を受ける危険な場所を通行しなければならないことも考え

られる。事前の演習やテレビ会議システム等の整備も必要。 
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（２）異常時等の合同本部等の役割・機能について 

 主な回答は以下の通り、異常時において合同本部等が機能するのは体制的にも時間

的にも難しいとする意見が挙げられた。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．相互間地域防災計画について 

（１）相互間地域防災計画策定の背景・きっかけ 

 相互間地域防災計画のきっかけには、協議会の設立理由と同様とされる回答が多く

見られた。 

【主な回答】 

  

 

 

 

 

38.火山災害時に備え、広域的かつ統一した火山防災対策を実施するために作

成。 

39.長期化も予想される火山災害では、一つの自治体での対応は困難で、近隣市

町村や防災関係機関等と協力しながら防災対策の推進を図る必要があるた

め。 

35. 情報の共有化や火山専門家による連携体制が望ましいが、いざという時に

合同本部等を市町村で開催できる余裕があるか？また、都道県の業務で可

能であるか検討を要する。 

36. 災害発生時は、各市町に災害対策本部を設置し対応に当たる為、災害の状

況によっては合同本部等として機能するのが難しい場合もあると思われ

る。 

37. 緊急時において、他市町村との連絡や整合性をとっている余裕があるかど

うかわからないが、あらかじめ計画を定め訓練をしておくことが肝要であ

る。 
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（２）相互間地域防災計画の市町村地域防災計画への反映状況 

 今回、アンケートを行った８件の協議会中、回答があったのは６件で、そのうち６件す

べてで相互間地域防災計画（以下「相互間計画」という。）が市町村地域防災計画へ反

映がされている。反映の仕方には、相互間計画を地域防災計画へ読み替えているもの、

相互間計画を基本方針として、自治体内の施設や地区に係わる防災対応の細項目な

どを地域防災計画で記載しているものなどが見られた。 

【上記以外の回答】 

 

 

 

（３）相互間地域防災計画策定の効果 

 相互間地域防災計画策定の効果としては、主に、異常時等の広域連携に向けた防災

計画が立てられることなどが挙げられた。 

【主な回答】 

 

 

 

 

 

【その他：効用として挙げられた回答】 

 

 

 

４．（任意の連絡会議等の場合）災対法に基づく協議会設立への見通しなど 

協議会設立への予定や見通しがあるとの回答はみられなかった。以下に、その理

由や背景を挙げる。 

【主な回答】 

40.現在、当協議会では構成市町村で策定した「火山噴火市町村相互間地域防災

計画」を構成市町村の「（市町村）地域防災計画火山対策編」とし、連携した

火山防災対策を行っているというのが基本的な考え方と思われる。 

41. 自治体単独の計画ではないため、広域的な連携の下に防災活動の実施が可

能となり、各種情報が迅速に交換できる。 

42.広域的な避難や応援体制において、統一した対策をたてられる。 

43.防災計画の策定にあわせ、噴火の規模に応じたハザードマップが作成され、そ

れに応じた応急計画が策定できた 

45.変更事項等が生じた場合等、柔軟な対応が難しくなってしまうため。 

46.各町村の防災計画の状況や火山防災に対する温度差からも、あえて縛りのな

い状況にしておいた方がよいのではないかと考える。 

44. 計画策定費用を構成市町で分担することによって、単一自治体で計画策定す

るよりも負担が少なかった。 
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地方公共団体等への 

ヒアリング実施結果 

 

【ヒアリング対象火山】 

           １ 北海道駒ケ岳 

           ２ 浅間山 

           ３ 岩手山 

           ４ 伊豆大島 

           ５ 十勝岳 

           ６ 桜島 
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１ 噴火警戒レベルについて 

 

[1] 基本となる個々の火山噴火シナリオの検討作成、個々の火山の活動史等報告

書が火山防災対策の基本。 

[2] 市町村長が災害対策基本法第６０条（避難勧告・避難指示）と第６３条（警戒区

域の設定）を運用するとして、火山活動や火山防災情報に対する理解度が高くな

いと難しい。 

[3] 国道などの掲示板に、「レベルが２から３に上がりました」などを流せるとよい。 

[4] レベルを防災行動に結びつくように区分することについてはよいことである。避

難行動や警戒本部立ち上げなどの運用面とは、現行のガイドラインとの早急な擦

り合わせが必要となる。 

[5] レベルの導入にあたっては、観測・監視体制や解析体制の充実が必要。 

[6] 防災対応上から見ても、住民にとってもわかりやすい用語を用いるのがよい。特

に避難マップ・火山防災マップ等に用いることを考えるとよい。 

[7] 運用時期、運用方法等の住民への周知を徹底する必要がある。また、地域防災

計画へも反映する必要もある。 

 

２ 噴火に備えた避難体制の充実に向けて 

（１） 関係市町村等による連携体制の構築 

１） 平常時の体制 

[8] 協議会等の設置・運営の支援について、以下のような具体的な考え方や支援内

容等があればよい。 

・ 立ち上げに関する補助 

・ 人材の派遣、交流や人材育成 

・ 基本的な資料の提供や火山周辺の地図の作成 

[9] 噴火シナリオ、ハザードマップ、レベルに対応した避難計画、避難マップ等の策

定には、具体的なモデル計画の提示が必要で、市町村長自身の理解、防災意識

の徹底も必要。 

[10] 避難等が広域になる場合は、市町村の対応ではなく、都道県の現地対策本部

によることが望ましく、現地対策本部の設置の明確化、具体的な体制案、設置場

所についても検討を要する。 

[11] 平常時からテレビ会議システム等による情報の共有化や火山専門家による連

携体制の構築が望ましい。 

[12] 複数の県にまたがる火山の場合は、各県や気象台等が連携して情報共有を図

ることが望ましいと考える。 

[13] 災害対策基本法に基づく協議会の設置はハードルが高く、県をまたぐ協議会の

設置は非常に労力を要する。情報共有の目的としては現在の災害対策基本法に
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基づかない連絡会であっても不自由はしていない。異常時には一つの自治体で

は対処しきれないため、災害対策基本法に基づかない連絡会であっても、良い方

向に向かっている。 

[14] 連絡会を各自治体の地域防災計画の整合が取れているかのチェックの場とす

ることがよい。 

[15] 連絡会を定期的に開催するなど、担当者が異動しても継続して運営できるよう

連絡会の体制作りが必要である。 

[16] 公務員は人事異動があるため、レベルの運用については常に確認を行う体制

が必要である。 

[17] 協議会等の運営については、市町村をまたぐ場合は一つの市町村では対応し

きれないため、都道県が旗振り役になることも重要である。 

[18] 関係機関との意見交換会の場として、市町村、都道県、警察、気象官署からな

る懇談会を開催している。また、ＮＴＴや電力会社とも事務担当レベルの部会を開

催し、異常時には協力してもらうこととしている。 

[19] 火山活動が活発化すれば現場において火山の状況を実際に目で見て把握す

る必要がある。 

[20] 協議会の立ち上げは、小さな町単独で働きかけるよりは、外部から助言・働き

かけがあったほうが動きやすいかと思う。 

[21] 協議会の設置の目的の一つとして、町単独で動くよりは関係機関と組織を結成

したほうが、国などからの予算補助を得やすくなるということもあった。 

[22] 火山の麓にある市町村は、郡界が分かれる上、泥流の流路である河川につい

ても、管轄が都道県と国とで異なるため、普段からの付き合いが少ない。 

[23] 火山が国立公園に含まれており、その中の道路の規制については市町村単独

では難しいので、広域の計画があったほうがよい。 

[24] 協議会の計画については時間と予算が工面できず、見直せていない。計画も

詳細に決めたり、大きい事業に絡む項目を記載すると、その実行責任が生じてし

まい、予算と人員が必要になってくるため、詳細には策定していない。 

[25] 火山専門家との連携については、都道県の防災会議の下に火山専門委員会

が設置され、火山学者及び気象台等の職員が火山専門委員会に参加している。 

[26] 県・市・地方気象台・大学・地方整備局担当事務所の５機関からなる連絡会を

設置して、２ヶ月に１回程度情報交換を行っている。設置の際は、まず地方気象

台から県に話があり、その後県が関係機関へ声をかけた。 

 

２） 噴火等の異常発生時の体制 

[27] 合同本部等の考え方を明確にすることとし、協議会のメンバーでの設置・運営

には限界がある。 

[28] 市町村の防災担当職員が少ない場合は、自市町村の防災対応と、合同本部
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対応の両方に手が回らない。 

[29] 合同本部の設置・運営のために市町村長が参集することが困難であるため、テ

レビ会議システムによる情報の共有化を行っており、合同本部よりもそのほうが

有効である。 

[30] 合同本部の立ち上げについては、異常時には防災関係職員が一ヶ所に集まる

ことは難しく、レベル４・５になると避難所の開設等を行わなければならないので更

に難しい。例えば、都道県単位で個々に集まり、イニシアチブを持った人の間で調

整を行うのがよい。 

[31] テレビ会議システムについては、都道県と出先機関を結ぶシステムは存在する

が、市町村や他県とを結ぶシステムはない場合や、都道県自体にそのようなシス

テムがない場合もある。 

[32] いざという時に検討会等を協議会等の事務局で開催する余裕があるのか疑問

で、都道県の支援がなければ無理ではないか。また、人が集まることも無理では

ないか。 

[33] 広域計画がなかったときは、噴火の際に交通規制のタイミングが地域で異なっ

ていたことに指摘を受けたため、広域計画の必要性を感じた。 

[34] 噴火時にはマスコミや住民からの問い合わせが多く、迅速な情報共有が重要。 

[35] レベルが防災体制と関係してくるため、レベルの変更に際しては事態が急変し

たときなどの特別な場合を除き、国と地方等が情報共有を行う体制が必要であ

る。 

[36] 情報が錯綜して避難時に住民に混乱が生じたため、統一された命令系統を整

えておく必要がある。また、流言飛語への対策としても統一された命令系統が必

要。 

[37] 住民避難後の避難対象地域に報道関係者が多数いた。住民が避難しているに

も関わらず、その場所に報道関係者がいると、住民に不安・不満が生じる。しかし、

その反面、報道が現地の状況を伝えることで住民に安心材料を与えるというメリッ

トもあるため、報道規制をしっかりと行うことが必要。 

[38] 避難準備から避難するまで時間が少なく、住民はあわてて避難したため、住居

やペットの状況を心配した住民が多数いた。 

[39] 住民とのつながりは市町村役場が一番強いため、現地災害本部は市町村役場

に設置して意思決定を行なうのがよい。 

[40] 異常時においては関係機関と密に連絡をとることとなっており、平時からその

訓練も行っている。 

[41] 異常時には、県、市、大学、地方気象台、地方整備局担当事務所、ＮＴＴ、電力

会社、放送機関等の２３の防災関係機関からなる、災害対策連絡会議を設置す

ることとしており、防災対策の検討体制が整えられている。 

[42] 過去の事例から、異常時にはコアグループで事前に協議を行い、適切に市町
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村長に助言を行うことができれば、迅速な防災対応を取ることができる。 

[43] 火山専門家等から助言をもらうことが、行政としては防災対応を取る上で重要

と考えている。避難勧告等の発令についても、このような助言をもらえれば臆せず

出せるものと思われる。 

 

（２） 避難計画の策定 

[44] 市町村相互間地域防災計画を各市町村の防災計画火山編とするのがよいの

かは悩むところ。共通事項は市町村相互間地域防災計画に定め、詳細事項は各

市町村の地域防災計画に定めるのがよいのかと考えるが、その場合は地域防災

計画が２冊に別れてしまう。 

[45] 火山現象別の避難計画を策定するのはかなりの労力を要する。 

[46] 個々の火山のハザードマップの作成にあたっては技術的な支援が必要で、ハ

ザードマップを基本にした火山防災マップの作成にあたってはモデルマップの提

示がないと難しい。 

[47] 防災行政無線システム等、町内会・消防団等による地域での情報伝達体制の

構築が必要。 

[48] 対象に応じた避難計画策定の重要性は理解しているが、災害時要援護者と不

特定多数の観光客・別荘滞在者の把握が困難。特に、災害時要援護者について

は、個人情報保護法の施行以降、困難な状況。 

[49] 具体的な内容については、対象者の特性に応じた避難マニュアルでの対応が

よいと考える。観光客用の避難計画は策定していない。 

[50] 自主防災組織づくり、異常発見者通報体制の構築は、住民の防災意識の高揚

と自助・共助の体制作りが必要であり、住民啓発活動や火山防災教育等の長期

的な取り組みが必要。 

[51] 火山活動があらかじめ想定されたもの異なる場合の対策については、複数の

噴火シナリオの想定や、リアルタイムハザードマップなどの対応が今後重要にな

ると考えられる。 

[52] 噴火のとき、それぞれの町の地図はあったが、火山を中心にした周辺地図がな

かった。山が中心で全体が見えなければ意味がなく、大きな地図が不可欠であ

る。 

[53] 火山防災マップの作成の際には、火山全体の中で何をすべきかを考えるべき

で、市町村間の相互応援も踏まえて作成する必要がある。 

[54] 有料道路の交通規制に関しては、行政だけではなく道路管理者も防災計画や

火山マップの作成に参加して議論していただくことがよい。 

[55] 実際の噴火に際して規模が不明なことから避難範囲を広く設定することが重要

と考えるが、その後に噴火の規模が判明した段階で避難範囲を縮小するなどの

対応をとることになると思う。 
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[56] 前回の噴火時にはバスを使用しての移動、大型船を使用しての避難が行われ

ていたが、バス及び大型船の数が減っているため、次の噴火時にどのように対処

するかが課題。 

[57] 前回の全島避難のとき、避難生活が苦しかった上に、島内の産業が稼ぎ時に

もかかわらず避難を行ったことにより、生活の立て直しに数年を要したことから、

島外避難を嫌がる傾向が強いと思われる。特に花卉（かき）園芸産業においては、

避難した時期に需要が集中し、その売り上げで翌年の準備を行うため、この避難

は相当な打撃を与えた。島外避難については住民にどのように理解を求めるか

が今後の課題となってくる。 

[58] 避難の際に乗船した船によって避難先が異なるため、家族の避難先が別々に

なる場合もあるため、避難所間での連絡系統についての検討が必要である。しか

し、避難所以外の人たちに避難者の状況を知らせることについては、個人情報保

護の観点も考慮する必要がある。 

[59] 高齢化が深刻な状況となっており、独居老人が増えているため、災害時要援護

者対策が必要。災害時要援護者の把握については、昨年度から各地の民生協議

会が「一人も見逃さない運動」を全国的に展開し、地域の災害時要援護者名簿や

マップを作成しているのでそれを利用できればと考えている。 

[60] 災害時要援護者の把握については、本人申請および民生委員の戸別訪問調

査により各世帯の同意を得る方法によって行っている。 

[61] 島内の地元中学校から災害時要援護者の避難支援の申し出があり、平成 18

年度の訓練においては試験的に協力してもらった。 

[62] 島外避難の船舶については、市が所有しているフェリーが６隻ある。水深が浅く

フェリーが着岸できない港については、漁協組合に依頼して船を出してもらうこと

としている。 

[63] １船舶が３、４の港を担当しており、港の間隔が１km前後であることを考えると、

船舶が各港を回り島民が乗船するまで約２、３時間の時間を要すると推測される。

そのため、避難勧告発令から、住民が避難港へ向かい船で避難完了するまでは

半日ほどの時間を要するものと思われる。 

[64] 観光客の避難については、島内全域に防災行政無線がついており、観光客へ

の情報提供は基本的には防災行政無線によることとなる。また普段から観光施

設等にも観光客対応をお願いしている。観光客も住民と同じ扱いで避難させるこ

ととしているが、観光客の具体的な避難計画は定められていない。 

 

（３） 平常時における住民等への啓発 

[65] 平成１８年度に小学校で学校防災教育を行ったが、非常に大切な取り組みと認

識している。 

[66] 上記のような普及・啓発活動を協議会等の事業として行い、火山が静かなとき
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から継続的に財源を確保し、長期的に行う必要がある。 

[67] 上の項目を実現するにあたっては、協議会構成町が一丸となって普及・啓発に

取り組む必要があり、大学や気象台の協力も不可欠。 

[68] 観光客へ火山情報を伝えることについては、いまのところ観光業界はさほど積

極的ではない。 

[69] 防災というと観光業界は嫌がると思うが、自然博物館などの場を利用して観光

や教育などと絡めて火山の状況を見せるのがよいのではないか。 

[70] 気象台や県では出前講座を実施しているが、学校の授業数にも限りがあり、例

えば、学校で定期的に行っている避難訓練の後にセットで出前講座を行うと喜ば

れる。 

[71] 火山噴火の教訓が文化として根付く必要があり、「稲村の火」のような教材があ

ると有効かと思う。 

[72] 産業界、学識経験者、行政、報道機関の間で意見交換の場が持たれ、普段か

ら顔を合わせており、互いの信頼関係が築かれている。 

[73] 小学校４年生の社会科の副読本の中で、火山との共生ということで火山に触れ

ており、道徳や総合的な学習の時間の授業枠で年に数回授業を行っている。 

[74] 新しいタイプの副読本を作成して、講師を招いて火山学習の出前授業も行って

いる。 

[75] 全住民参加型訓練を今まで４回実施し、普段でも市町村役場職員と関係機関

との間で無線による連絡訓練を行っている。訓練実施に際しては、住民の訓練に

対する意識に温度差があり、住民と調整を行う際に労力を要した。 

[76] 毎年総合防災訓練を行っている。構成機関の改組や担当者が変わっていく中

で、人と人とのつながりを維持していくのにも有効である。 

[77] 訓練が毎年開催できている理由として、地域防災計画等で訓練実施が規定さ

れていることから予算確保を行いやすいということが挙げられる。また、広報誌や

マスコミを活用することによる広報費の節約、炊き出し訓練を活用することによる

昼食費の節約、所有している機材等の持ち込みによる経費の節約などを図って

いる。 

[78] 「親と子の火山砂防見学会」を平成２年から地元小学校の４年生を対象に継続

して行っている。 

[79] 毎年１月に、県、市、地方気象台、地方整備局担当事務所、自衛隊、電力会社、

ＮＴＴ等が参加して総合防災訓練を実施している。 

[80]最近は島民の高齢化が進んでおり訓練参加者も高齢者の割合が多いことや、.

一部地域において携帯電話が通じにくいなどの課題が挙がっている。 

[81] 訓練へは小中学校の生徒も参加し、避難港への避難訓練を行っている。 

[82] 知事や市長にも訓練に参加してもらい、火山防災の重要性を認識してもらって

いる。 
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噴火時等の対応事例

この資料は、避難に関する検討を行うための参考資料とし
て、最近の噴火時等における防災対応の事例のうち、実際
に避難行動が行われた事例と、入山規制が実施された事例
について例示的に記載したものである。
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キロメートル

雌阿寒温泉

オンネトー

足寄町

青年の家
噴火口

釧路市
白糠町

NN

出典：「雌阿寒岳入山規制解除検討結果報告書、
雌阿寒岳火山防災会議協議会、2006年」

○雌阿寒岳 －2006年の噴火－

あしょろ

図 3月21日の噴火に伴う規制区間

規制地点
（ 3/21～8/31 ）

国道240号線林道
入口規制地点
（ 3/21～5/31 ）

行政界

道路

河川

規制区間
（登山道・林道）

剣ヶ峰

３月21日の噴火に伴い速やかに登山規制が実施された。その後、地元関係機関に
よる協議が行われ、火山情報に対応して規制緩和や解除が実施された。

３月２１日 北西側斜面で小噴火。臨時火山情報第1号「噴火が発生した可能性。」登山規制。
１２時２０分 火山観測情報第８号「山頂北西側斜面および火口近傍注意」

５月１０日 火山観測情報第２８号「地震が一時多発。山頂火口近傍及び北西側斜面注意」
５月３１日 第１回 雌阿寒岳入山規制解除検討会開催：登山規制区域のうち、国道240号線と国道

241号線の林道入口から雌阿寒岳登山口までの規制を解除。
６月１２日 火山観測情報第３３号「活発な状態から、やや活発な状態に」

（火山噴火予知連絡会検討結果を受けた発表）
登山道入口などに看板を設置

８月２１日 第３回 雌阿寒岳入山規制解除検討会開催（解除方針の決定）
８月２３日 足寄町・釧路市の協議で９月１日登山規制解除を決定
８月２５日 火山観測情報第３４号「やや活発な状態から静穏な状態に」
９月１日 登山規制解除。
登山規制の解除時期については、釧路市、足寄町、釧路地方気象台等関係機関で構成している、
雌阿寒岳入山規制解除検討会で現地調査を実施し、周辺住民等の意見聴取等も行いながら決定。

雌阿寒岳登山口
（ 6/1～8/31 ）

国道241号線林道
入口規制地点
（ 3/21～5/31 ）

フ
レ

ベ
ツ林

道
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○十勝岳 －1988年の噴火(～12/24）－

主な噴火に係る経緯年月日時分

泥流危険区域、避難場所等を掲載した「びえい町緊急防災避難図」を作成し、
全戸配布
小規模噴火
臨時火山情報第4号「小規模な噴火」
美瑛町：臨時火山情報を印刷して白金温泉の各戸に配布
小規模噴火、小規模火砕流、小規模泥流
臨時火山情報第10号「火柱、小規模泥流発生、避難小屋まで来ている模様」
美瑛町：白金温泉に避難できるように準備を指示(12.19一部のホテルでは観光
客を帰した）（町は白金温泉に向かうバス8台を用意）
白金温泉地区等にバスの配置・防災無線の増設・避難路確保のための除雪
作業・遠望カメラ設置による24時間の監視体制

連続的な噴火、泥流
臨時火山情報第15号「噴火、泥流警戒」
美瑛町：白金温泉地区に避難命令（消防のサイレン吹鳴）
火山活動情報第1号「噴火、泥流発生、厳重に警戒」
白金温泉地区全員が避難完了

1988年9月

12月16日05時24分
11時20分
15時00分

12月19日21時48分
22時50分
22時58分

12月20日～12月24日

12月24日22時12分
22時25分
22時34分
22時42分
22時55分

1987年 美瑛町：町の防災計画に十勝岳防災対策を追加。

主な噴火に係る経緯年月日時分

泥流危険区域、避難場所等を掲載した「びえい町緊急防災避難図」を作成し、
全戸配布
小規模噴火
臨時火山情報第4号「小規模な噴火」
美瑛町：臨時火山情報を印刷して白金温泉の各戸に配布
小規模噴火、小規模火砕流、小規模泥流
臨時火山情報第10号「火柱、小規模泥流発生、避難小屋まで来ている模様」
美瑛町：白金温泉に避難できるように準備を指示(12.19一部のホテルでは観光
客を帰した）（町は白金温泉に向かうバス8台を用意）
白金温泉地区等にバスの配置・防災無線の増設・避難路確保のための除雪
作業・遠望カメラ設置による24時間の監視体制

連続的な噴火、泥流
臨時火山情報第15号「噴火、泥流警戒」
美瑛町：白金温泉地区に避難命令（消防のサイレン吹鳴）
火山活動情報第1号「噴火、泥流発生、厳重に警戒」
白金温泉地区全員が避難完了

1988年9月

12月16日05時24分
11時20分
15時00分

12月19日21時48分
22時50分
22時58分

12月20日～12月24日

12月24日22時12分
22時25分
22時34分
22時42分
22時55分

1987年 美瑛町：町の防災計画に十勝岳防災対策を追加。

1988.12.24 
泥流流下地点

白金温泉 泥流流下速度：時速約60km（1926
年の大規模泥流）

びえいちょう

美瑛町

図 1988年泥流流下地点および想定による泥流危険区域
出典：「美瑛町緊急防災避難図、美瑛町、2002年」 「88-89 十勝岳噴火災害対策の概況、北海道総務部、1991年」

1926年の噴火災害等を教訓に、1988年9月にハザードマップを整備することにより、避
難地域と避難先を明確にし、情報伝達体制を整えていた。

12月19日の噴火発生で、美瑛町と上富良野町では泥流の影響範囲に対して避難準備
を呼びかけた。美瑛町では翌20日以降、白金地区へ向かうバスの準備・防災無線の増
設・避難路確保のための除雪作業・遠望カメラ設置による24時間の監視体制など様々な
対策を講じた。

12月24日の噴火時、美瑛町は、気象庁の「泥流警戒」の情報発表の9分後に避難命令
を出し、避難準備も整っていたことから、その21分後には161人の避難が完了した。

仮に大規模泥流が発生した時には、5,6分後には白金地区に泥流が到達することから、
このように小規模泥流が発生した早い時点からの事前の情報発表や避難が必要。
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○十勝岳 －1988年の噴火(12/25～）－

白金地区

到達予想時間
20分

美沢地区美瑛町

到達予想時間
35～40分

到達予想時間
40～45分

上富良野町

到達予想時間
20分～30分

日の出地区

草分地区

出典：
泥流危険区域は「美瑛町防災緊急避難図、美瑛町、2002年」及び「上富良野町緊急避難、かみふらの町、2001年」による
泥流到達予想時間は「美瑛町防災緊急避難図、美瑛町、2002年」及び「十勝岳火山・緊急避難図、かみふらの町、2006年」による

泥流の予想流路

河川 道路

火口

泥流の流路
（12月24日）

到達予想時間
5～6分

泥流センサー

図 泥流の予想流路と到達予想時間

到達予想時間
20分以内

上富良野町は12月26日に泥流監視センサーを設置。12月29日に上富良野町の日新
地区、草分地区の一部で緊急避難訓練を行った。その後、30日に上富良野町の日新
地区、草分地区の避難命令を解除し、避難準備に変更した。

また、翌1989年１月14日にも、上富良野町の草分・日の出地区において、十勝岳に
設置した泥流センサーが泥流を感知したとの想定で避難訓練が行われた。

このような泥流に対する訓練は今でも年１回行われている。

日新地区
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○有珠山 －2000年の噴火－

虻田町における町外避難までの対象者別の避難対応（3月28日～3月31日）

出典：「2000年有珠山噴火その記録と教訓、北海道虻田町、2003年 」
「平成12年有珠山噴火災害報告 北海道開発局室蘭開発建設部、2000年」

3月31日の噴火に先立ち、虻田町の社会福祉事業者や病院は、早い段階で輸送
手段を確保し、高齢者や入院患者を町外に避難させた。

虻田町の観光業者は、宿泊者数と宿泊予約者数を随時確認した。3月29日の段
階で全ての観光客が避難完了した。

伊達市では特別養護老人ホームの入所者の避難が3月28日に実施された。

有珠山では噴火が繰り返し発生しており、火山防災マップが整備され、住民に対
する噴火時の避難の啓発活動も行われていた。

有珠山は激しい地震活動を伴い噴火する火山であることから、噴火の事前予知に
成功した。

注）市町村名は事例当時の名称

あぶた

年月日 主な火山情報など 本部体制など 一般住民 災害時要援護者 観光客

2000年
3月28日

■(0:50)火山観測情報第1号
「火山性地震増加」
■(2:50)臨時火山情報第1号
「火山性地震増加。有感地震が発生」

（3:00）北海道：災害対策連
絡本部設置

（午前）社会福祉施設の入所
者（110名）が豊浦町の施設
に避難開始（前日27日から
避難準備を開始）

(09:00)観光協会より宿泊者
数が町に報告される
27日宿泊者数2,374人
28日宿泊予約者数1,774人

(9:30)虻田町災害対策本
部設置

(10:35)消防車での広報開始
(11:02)自主避難場所指定（2ヶ
所)

■(11:55)臨時火山情報第3号
火山噴火予知連絡会拡大幹事会の見
解として「山麓で有感となる地震。有珠
山の最近4000年の活動では、地震活
動が活発化した後、1日ないし数日の間
に噴火した例が多い。今後噴火が発生
する可能性、火山活動に警戒」

(16:00)独居老人3名自主避
難

(18:30)自主避難者4名
(19:00)追加の受け入れ場所の
準備完了
(23:05)自主避難者15世帯28名

3月29日
■(3:29)臨時火山情報第6号
「M3.4で震度3の有感地震」

(08:30)自主避難者1名搬送 全予約（624件）の取り消し

（10:30）北海道庁：有珠山
火山活動北海道災害対策
本部設置

(9:30)洞爺湖温泉地区に自主避
難を呼びかけ

■(11:10) 緊急火山情報第1号
火山噴火予知連絡会拡大幹事会の見
解として「有珠山の地震活動が、急速に
活発化。地震は引き続き北西山腹を中
心に発生。今後、数日以内に噴火が発
生する可能性が高くなっており、火山活
動に対する警戒を強める必要がある」

（11：10）災害対策関係省
庁連絡会議開催
（11:30）有珠山関係省庁局
長級会議開催

(13:30)温泉自治会、観光協
会、旅館組合等へ有珠山の
状況と避難勧告の予定の説
明

(15:00)洞爺湖温泉地区、泉地
区、入江地区に避難勧告

(14:10)病院（洞爺湖協会病
院）患者避難開始
(15時以降)バスによる入院
者の転院実施

(16:30)全ての観光客がホテ
ルを退去。避難完了を確
認。

(18:15)道防災会議地震火山対策部会：
「噴火は一両日の可能性から1週間以
内」

（18：30）洞爺湖温泉地区に避
難指示
(20:30)泉地区の全域、入江地
区の一部に避難指示

3月30日
(9:30)月浦地区全域に新たに避
難指示

■(13:20)緊急火山情報第2号
「断層や地割れ群確認」

(14:30)入江地区の一部と高砂
地区全域に避難指示

3月31日
■(13:16)緊急火山情報第4号
「有珠山が噴火しました」

(14:00)政府:有珠山噴火非
常災害対策本部設置

(15:30)花和地区、清水地区の
両地区を除く全町の住民に豊浦
町への避難指示
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虻田町

壮瞥町

道路

市町村界

噴石の危険の
ある範囲

避難勧告
対象区域

山頂

洞爺湖村

N

噴火の危険の
ある範囲

伊達市

虻田町

壮瞥町

道路

市町村界

噴石の危険の
ある範囲

避難勧告
対象区域

山頂

洞爺湖村

NN

噴火の危険の
ある範囲

伊達市

虻田町、壮瞥町、伊達市ともに噴火前から自主避難の呼びかけや避難勧告の発
令を行った。その後、1市2町が合同本部で同時に避難勧告を避難指示に変更する
という意思統一を図り、29日18時30分に避難勧告が避難指示に切り替えられた。

○有珠山 －2000年の噴火－

3月31日15:30現在の避難範囲

3月29日9:30現在の避難範囲

(3月28日02:50)臨時火山情報第1号：
「火山性地震増加。有感地震が発生」
(3月28日11:55)臨時火山情報第3号：
火山噴火予知連絡会拡大幹事会の見解「山
麓で有感となる地震。今後噴火が発生する可
能性、火山活動に警戒」

(3月31日13:16)緊急火山情報第4号：
「有珠山が噴火しました」

自主避難呼びかけ
（29日 9:30）
虻田町：
洞爺湖温泉地区

自主避難呼びかけ
（28日 16:30）
壮瞥町：
洞爺湖温泉地区
壮瞥温泉地区
昭和新山地区

自主避難呼びかけ
（要援護者など）

（28日 10:40）
伊達市：
有珠地区
長和地区

3月31日12:15現在の避難範囲

(3月30日13:20)緊急火山情報第2号：
「有珠山で地殻変動確認。断層や地割れ群」

避難勧告
（29日15:00）
虻田町：

洞爺湖温泉地区
泉地区
入江地区

避難勧告
（29日 13:00）
壮瞥町：
洞爺湖温泉地区
壮瞥温泉地区
昭和新山地区

避難勧告
（29日 13:30）
伊達市：
有珠地区
長和地区

(3月29日11:10) 緊急火山情報第1号：火山噴
火予知連絡会拡大幹事会の見解として
「今後、数日以内に噴火が発生する可能性」

避難指示（勧告を
指示に切り替え）
（29日 18:30）
伊達市：
有珠地区
長和地区

避難指示（勧告を
指示に切り替え）
（29日18:30）
虻田町：洞爺湖温
泉地区

避難指示（追加）
（30日09:30）
虻田町：
月浦地区

避難指示（勧告を
指示に切り替え）
（29日 18:30）
壮瞥町：
洞爺湖温泉地区
壮瞥温泉地区
昭和新山地区避難指示（追加）

（30日14:30）
虻田町：
入江地区の一部、
高砂地区

避難指示（勧告を
指示に切り替え）
（29日20:30）
虻田町：

泉地区
入江地区の一部

自主避難の呼びか
け（31日 12:15）
壮瞥町：
滝之町地区の一部
立香地区の一部

豊浦町等へ避難指示
(31日15:30）
虻田町：
花和地区、清水地区の
両地区を除く全町の住民

避難勧告
(31日13:25）
伊達市：
関内地区

3月29日15:00現在の避難範囲

虻田町

豊浦町等へ避難指示
(31日13:30）
虻田町：泉地区、高砂地区

（花和地区）

（清水地区）

注）市町村名は事例当時の名称 出典：「平成12年有珠山噴火災害報告、北海道開発局室蘭開発建設部、2000年」

そうべつ
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○有珠山 －2000年の噴火－

出典：「平成12年（2000年）有珠山噴火非常災害対策本部・現地対策本部
対策活動の記録、内閣府政策統括官（防災担当）、2001年 」

前兆現象の発生時点から、国、道、市町及び火山専門家などで構成される「有珠
山現地連絡調整会議」が設置され、火山現象などの情報の共有が行われ、避難地
域や避難手段などの意思決定が迅速に行われた。

また、虻田町の全町避難にあたって、町は輸送手段としてバスを手配したが、現
地対策本部では道路輸送だけでは限界があるとの考えから、「JR列車・自衛隊の
大型ヘリ・海上保安庁の巡視艇」の輸送手段の確保が進められた。JR北海道への
要請は内閣官房安全保障・危機管理室の派遣要員から、同じく現地対策本部に派
遣されていたJRの連絡要員を通じて行われた。

3月29日の緊急火山情報第１号、翌30日緊急火山情報第２号は、報道機関等を
通じて危険な状態であることの周知徹底が行われた。

31日の虻田町全域（花和地区・清水地区を除く）の町外避難に対し、国土庁（当
時）防災企画官が避難指示の地域を書いた手書きメモと地図を持って記者会見場
に行き、大至急報道するように報道機関に依頼した。

避難周知には報道機関との連携が重要。

自家用車、民間バス、自衛隊バス、マイクロバス、JR列車、自衛隊ヘリ避難手段

約4～6km避難距離

町外避難避難形態

虻田町（対象者：約9,935人）

自家用車、民間バス、自衛隊バス、マイクロバス、JR列車、自衛隊ヘリ避難手段

約4～6km避難距離

町外避難避難形態

虻田町（対象者：約9,935人）

消防援助隊によるバス移送開始約1時間

避難用JR列車の運転要請約3時間

残留者救出
豊浦町等へ避難完了約5時間30分

避難用JR列車豊浦町到着約5時間

15時30分

花和地区、清水地区の両地区を除く全町の住民に豊浦町等へ避難指示

約2時間

陸上自衛隊によるトラック移送開始約1時間30分

町外避難開始（自家用車・自衛隊バス）噴火後 約30分

13時30分 泉地区、高砂地区の住民に豊浦町等へ避難指示噴火（13:07）

消防援助隊によるバス移送開始約1時間

避難用JR列車の運転要請約3時間

残留者救出
豊浦町等へ避難完了約5時間30分

避難用JR列車豊浦町到着約5時間

15時30分

花和地区、清水地区の両地区を除く全町の住民に豊浦町等へ避難指示

約2時間

陸上自衛隊によるトラック移送開始約1時間30分

町外避難開始（自家用車・自衛隊バス）噴火後 約30分

13時30分 泉地区、高砂地区の住民に豊浦町等へ避難指示噴火（13:07）

虻田町住民の町外避難の経過等

注）市町村名は事例当時の名称
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国（東京） 国（現地）

国土庁
情報対策室

3/28

12：00

官邸連絡室
設置

3/29

10：15

災害対策関係
省庁連絡会議

3/29

11：10

有珠山関係
省庁局長級会議

3/29

11：30

官邸対策室
設置

3/29

13：00

関係閣僚会議
3/31

14：00

非常災害
対策本部

3/31

14：30

非常災害
現地対策本部

現地連絡
調整会議

3/29

18：55

現地要員
派遣決定

北海道
災害対策連絡本部

3/28

3：00

地方公共団体

災害時要援護者自主避難

災害時要援護者自主避難

伊達市

10：40

13：30

北海道
災害対策本部

3/29

10：30

一部地域避難勧告

壮瞥町

北海道
現地災害対策本部

3/29

18：45

3/29

13：00

避難指示に切替

伊達市・壮瞥町・虻田町

3/29

18：30

臨時火山情報
第１号

3/28

2：50

予知連
拡大幹事会

3/28

10：30

緊急火山情報
第１号

3/29

11：10

噴 火
3/31

13：07

緊急火山情報
第２号

3/30

13：20

旧虻田町全域避難対応

国（東京） 国（現地）

国土庁
情報対策室

3/28

12：00

官邸連絡室
設置

3/29

10：15

災害対策関係
省庁連絡会議

3/29

11：10

有珠山関係
省庁局長級会議

3/29

11：30

官邸対策室
設置

3/29

13：00

関係閣僚会議
3/31

14：00

非常災害
対策本部

3/31

14：30

非常災害
現地対策本部

現地連絡
調整会議

3/29

18：55

現地要員
派遣決定

北海道
災害対策連絡本部

3/28

3：00

地方公共団体

災害時要援護者自主避難

災害時要援護者自主避難

伊達市

10：40

13：30

北海道
災害対策本部

3/29

10：30

一部地域避難勧告

壮瞥町

北海道
現地災害対策本部

3/29

18：45

3/29

13：00

避難指示に切替

伊達市・壮瞥町・虻田町

3/29

18：30

臨時火山情報
第１号

3/28

2：50

予知連
拡大幹事会

3/28

10：30

緊急火山情報
第１号

3/29

11：10

噴 火
3/31

13：07

緊急火山情報
第２号

3/30

13：20

旧虻田町全域避難対応

■2000年有珠山噴火災害における国等の初動体制
緊急火山情報発表後、国の連絡調整会議を設置、合同会議開催（事実上の合
同現地警戒本部設置）。

■平成12年（2000年）有珠山噴火における現地対策本部意思決定体制（当時）
【合同会議】
・国（現地対策本部）と北海道、１市２町（伊達市、壮瞥町、虻田町）をはじめとする関係機関の「合同
会議」として、噴火当日夜から毎日２回（当初）開催
・参加者：
岡田教授等専門家、現地対策本部長、内閣官房危機管理監、北海道副知事（道現地対策本部長）、
伊達市長、壮瞥町長、虻田町長、国土庁、内閣官房、気象庁（火山噴火予知連絡会事務局）、警察
庁・北海道警察、陸上・海上自衛隊、消防庁・札幌市消防局、海上保安庁

参考：

出典：「富士山火山広域防災対策検討委員会報告書、富士山火山広域防災検討会、2005年 （一部加筆） 」
「平成12年（2000年）有珠山噴火非常災害対策本部・現地対策本部対策活動の記録、
内閣府政策統括官（防災担当）、2001年 （一部加筆） 」

図 有珠山現地対策本部の対応フロー

3/30 有珠山連絡調整会議
午前 ハザードマップの見直し
10:00 月浦地区と泉地区の一部を火砕流危険区域
として一部追加・拡大

3/31 15:30 町全域へ避難指示

3/31 14:15 自衛隊のトラックにて虻田住民を豊浦町
へ輸送開始

注）市町村名は事例当時の名称

-87-



一時帰宅の実施例
①壮瞥町：住居の状況確認・貴重品の持ち出し
②虻田町：住居の状況確認・貴重品の持ち出し
③伊達市：住居の状況確認・貴重品の持ち出し・農作業（メロン管理）
④虻田漁港：ホタテ養殖作業

自衛隊による安全体制

○有珠山 －2000年の噴火－

洞爺湖

あぶた

虻田町

①

出典：「平成12年有珠山噴火非常災害対策本部・現地対策本部対策活動の記録
内閣府政策統括官（防災担当）、2002年」
「写真 社会安全研究所」

豊浦町

伊達市

N火口群

K火口群

②

③

そうべつ

壮瞥町

洞爺湖

避難生活の継続に伴い、住居の状況確認及び貴重品持ち出しのための一時帰宅

や養殖ホタテ管理作業などのための立入の要望が高まった。これを受け、ヘリコプ
ター等を活用した火山活動の厳重な監視のもと、自衛隊や警察等による厳重な警
戒・安全体制を確保し、避難指示の対象区域への一時帰宅や作業のための立入を
実施した。

注）市町村名は事例当時の名称

44
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七飯町
鹿部村

砂原村

内浦湾

森町

図 1929年 駒ケ岳噴火による火

砕流の到達範囲と降灰の範囲

○北海道駒ケ岳 －1929年噴火－

1929年の噴火の推移

6月17日

00：30 小噴火発生

09：53 大噴火発生．噴石降下

12：00 鹿部町で噴石20cm以上

堆積

14：30 火砕流が山麓まで流下

一部は海岸まで到達

21：00 鹿部町で多数の家屋が倒

壊し始める（23時頃まで）

6月18日

00：00 噴火活動が急激に減衰

03：00 降灰終息

降灰10cm

降灰1m

至 八雲

至

函
館

至 八雲

避難方向

鹿部町の主な被害
死者：2名
負傷者：4名
全焼・全壊家屋：335棟
半焼・半壊・半埋没：515棟

七飯町の主な被害
全焼・全壊家屋：30棟

出典：「北海道駒ケ岳噴火史、北海道森町、2003年」
「駒ケ岳火山噴火町相互間地域防災計画、

駒ケ岳火山防災会議協議会、2004年」

大噴火を受
け、函館方
面へ避難

大噴火を受け、森・
八雲方面へ避難

14：30
火砕流が山麓まで流下。
一部は海岸まで到達。

1929年の最初の小噴火から9時間後に発生した大噴火で、激しい噴石などにより
犠牲者が発生した。このことを教訓に 1983年、周辺5町で全国初の火山防災マップ
を整備し、全戸に配布するとともに、その後も、随時噴火に備えた活動を行っている。
さらに平成16年3月には、札幌管区気象台と協同して作成した1929年の大噴火と同
様の噴火を想定した噴火シナリオに基づき、火山情報に対応した避難のタイミングと
避難範囲を定めた地域防災計画を作成している。

注）市町村名は事例当時の名称
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火山活動の異常発生当初、周辺の自治体には火山災害に関する防災計画がなかっ
たことから、急遽専門家を交えた検討を行い、短期間での集中的な検討により、防災
マップが作成された。

また、気象庁や東北大学等は観測体制の強化を図るほか、岩手工事事務所（現 岩
手河川国道事務所）は、火山監視のため、光ケーブル網により監視カメラ画像等を町
村、県及び関係機関で共有する火山防災ネットワークを整備した。更に山中に緊急通
報装置や登山の注意事項を記載した案内板などの設置等の安全対策が実施された。

結果として噴火はなかったが、火山防災マップに基づき、市町村、県、国等の関係機
関、火山専門家で構成される検討会で防災対策の検討が行われ、入山規制等が適切
に実施された。

0 1 2 3 40.5
キロメートル

0 1 2 3 40.5
キロメートル

○岩手山 －１９９８年－

図 1998年7月1日入山規制地点

御神坂登山口

馬返し登山口

焼走り登山口上坊登山口
七滝登山口

松川登山口

網張登山口

薬師岳

黒倉山
姥倉山

NN

西側噴火で
噴石の飛散
する可能性
のある範囲

出典：「1998年岩手山噴火危機対応の記録、岩
手県・国土交通省東北地方整備局岩手河川国
道事務所、2005年」

臨時火山情報第1号「火山性地震多発。傾斜計等でも変化を観測。火山活動が活発化する可能

性あり」

4月29日

臨時火山情報第2号「火山性地震増加傾向。低周波地震。火山性微動観測。火口付近噴気温度

上昇。今後噴火の可能性も」

6月24日

全山で入山禁止措置7月1日

「岩手山火山活動対策検討会（火山対策の専門家で構成）」

「岩手山の火山活動に関する関係市町村等連絡会議（国・県・市町村等の関係機関で構成）」設置

防災対策・火山防災マップ作成の協議始まる

5月14日

火山観測情報第1号「火山性地震増加。傾斜計・体積歪計に変化を観測」3月17日

臨時火山情報第1号「火山性地震多発。傾斜計等でも変化を観測。火山活動が活発化する可能

性あり」

4月29日

臨時火山情報第2号「火山性地震増加傾向。低周波地震。火山性微動観測。火口付近噴気温度

上昇。今後噴火の可能性も」

6月24日

全山で入山禁止措置7月1日

「岩手山火山活動対策検討会（火山対策の専門家で構成）」

「岩手山の火山活動に関する関係市町村等連絡会議（国・県・市町村等の関係機関で構成）」設置

防災対策・火山防災マップ作成の協議始まる

5月14日

火山観測情報第1号「火山性地震増加。傾斜計・体積歪計に変化を観測」3月17日

1998年 岩手山入山禁止措置までの主な経過

道路

河川

行政界

規制地点

登山道

道路

河川

行政界

規制地点

登山道 東側噴火で
噴石の飛散
する可能性
のある範囲
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0 1 2 3 40.5
キロメートル

0 1 2 3 40.5
キロメートル

入山規制解除にあたっては、今後の不測の噴火に備え、登山道の付け替え、警報
装置の整備、注意啓発看板の設置など、入山者の安全を可能な限り確保する対策を
行っている。

○岩手山 －１９９８年－

監視員に対する火山活動状況の研修会開催6月18日

登山者安全対策訓練（下山訓練）の実施6月19日

西側登山道における地温調査、有毒ガス濃度調査などの安全対策の実施2003年

東側の入山規制緩和（2002年,2003年も同等以上の安全体制を確保し、同時期

に入山規制を緩和）

7月1日～10
月第二週

2004年

2001年

2000年

山中への緊急火山情報通報装置の設置、登山口への登山箱や案内板、西側へ
の立入り禁止警告板の設置、登山者カードの作成、準備などが行われた

5月16日

西側を含む、全山入山規制解除7月1日

表面活動の目立たない東岩手山の入山規制緩和の要望を受け、規制緩和措置
に向けた調査、警報装置の設置、登山者への啓発などの取り組みが図られた

11月7日

監視員に対する火山活動状況の研修会開催6月18日

登山者安全対策訓練（下山訓練）の実施6月19日

西側登山道における地温調査、有毒ガス濃度調査などの安全対策の実施2003年

東側の入山規制緩和（2002年,2003年も同等以上の安全体制を確保し、同時期

に入山規制を緩和）

7月1日～10
月第二週

2004年

2001年

2000年

山中への緊急火山情報通報装置の設置、登山口への登山箱や案内板、西側へ
の立入り禁止警告板の設置、登山者カードの作成、準備などが行われた

5月16日

西側を含む、全山入山規制解除7月1日

表面活動の目立たない東岩手山の入山規制緩和の要望を受け、規制緩和措置
に向けた調査、警報装置の設置、登山者への啓発などの取り組みが図られた

11月7日

御神坂登山口

馬返し登山口

焼走り登山口上坊登山口

七滝登山口

松川登山口

網張登山口

薬師岳

黒倉山姥倉山

付け替え
登山道

出典：「1998年岩手山噴火危機対応の記録、岩
手県・国土交通省東北地方整備局岩手河川国
道事務所、2005年」

図 入山規制限定緩和区間（2001年～2003年）

西側噴火で
噴石の飛散
する可能性
のある範囲

道路 河川

行政界 登山道

規制地点

規制解除登山道
（7月1日～
10月第2週限定）

道路 河川

行政界 登山道

規制地点

規制解除登山道
（7月1日～
10月第2週限定）

2001年～2003年

東側登山道入山規制緩和
NN
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○浅間山 －2004年の噴火－
噴火前より、火山活動度レベルに対応した登山規制の計画が作成されていたた

め、関係市町村は、噴火直後の情報発表に対応し、登山規制を行った。しかし、
防災行政無線の放送の遅れが指摘されている。

0 1 2 3 40.5
キロメートル

0 1 2 3 40.5
キロメートル

群馬県

長野県

山頂

長野原町

嬬恋村

小諸市

御代田町
軽井沢町

図 火山活動度レベル1から3の時の規制範囲（2004年から2005年）

行政界

道路

等高線

行政界

道路

等高線
火山活動度レベル3の

ときの規制範囲
（火口から約4km）

2004/9/1～2005/6/21

火山活動度レベル2の

ときの規制範囲
（火口から約2km）

NN

火山活動度レベル1の

ときの規制範囲
（火口から約500m）

表 浅間山火山活動度レベルと規制ルート
出典：「小諸市浅間山リーフレットに基づき作成」

表 2004年～2005年浅間山火山活動度レベルの変遷

火口から約2ｋｍ立入禁止
やや活発な火山活動2

火口から約4ｋｍ立入禁止
山頂火口で小～中噴
火が発生または可能
性

3

火口から約500ｍ立入禁止
静穏な火山活動

1

登山規制なし
長期間火山活動の
兆候なし0

立入り規制ルート

レ
ベ
ル

火口から約2ｋｍ立入禁止
やや活発な火山活動2

火口から約4ｋｍ立入禁止
山頂火口で小～中噴
火が発生または可能
性

3

火口から約500ｍ立入禁止
静穏な火山活動

1

登山規制なし
長期間火山活動の
兆候なし0

立入り規制ルート

レ
ベ
ル

3
臨時火山情報第1号

浅間山噴火発生。火山活動度レベル2から3に変更

9月1日

2
火山観測情報第2号

地震活動がやや活発。火山活動度レベルを1から2に変更

7月31日

2

1

2

レベル

第101回火山噴火予知連絡会統一見解

当面、爆発的な噴火が発生する可能性は低いと考えられ、火山活動度レベルを3
から2に引き下げ

2005年

6月21日

火山観測情報第1号

活動以前の静穏な状態に戻ったと考えられる。火山活動度レベルを2から1に変更

7月20日

～2004年

7月19日

レベル変更時の火山情報年 月 日

3
臨時火山情報第1号

浅間山噴火発生。火山活動度レベル2から3に変更

9月1日

2
火山観測情報第2号

地震活動がやや活発。火山活動度レベルを1から2に変更

7月31日

2

1

2

レベル

第101回火山噴火予知連絡会統一見解

当面、爆発的な噴火が発生する可能性は低いと考えられ、火山活動度レベルを3
から2に引き下げ

2005年

6月21日

火山観測情報第1号

活動以前の静穏な状態に戻ったと考えられる。火山活動度レベルを2から1に変更

7月20日

～2004年

7月19日

レベル変更時の火山情報年 月 日

より大きな噴火に対する具体的な計画はなく、早急な検討が必要。
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凡例

行政界

道路
高速道路

国道

県道

規制範囲4km

規制範囲2km

私道

小諸市

み よ た

御代田町
軽井沢町

長野原町つまごい

嬬恋村
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○浅間山 －2004年の噴火－

広報の重複地帯

別荘地
（嬬恋村・長野原町）

別荘地（軽井沢）

国道１４６号線交通規制地点（群馬
県側）２００４年９月１日２１時～２日
２１時

国道１４６号線交通規制地点
（長野県側）２００４年９月１日２１時
～２日２１時

出典：「現地機関ヒアリング調査による、2005年」

「浅間山火山防災対策マニュアル、小諸市、

2004年」

火口から約4ｋｍ

（火山活動度レベ
ル３で登山規制）

約4km

群馬・長野両県の警察と道路管理者との間で、交通規制に係る情報が共有され
ていなかったため、規制時間等について齟齬が生じるなどの混乱が生じた。

嬬恋村では、避難準備の広報を受け、別荘地の住民が一部自主避難をしたため、
急遽避難所を設置した。このような場合に備え受入体制の準備が必要。

長野原町では「屋内待機」、嬬恋村では「避難準備」との広報がされたが、両
町村の境界付近の住民はこれら異なった情報が防災無線から聞こえたため、いず
れの行動をとるべきか混乱した。

軽井沢町では、別荘地付近など防災無線の音声が聞き取りにくい地域があり、
住民へ噴火の情報が伝わっていなかった。

別荘地では別荘地住民からの要望により平時においては防災行政無線が使われ
ておらず、防災行政無線が聞こえるか否かの点検が行われていなかった。防災行
政無線を緊急時において確実に運用するためには、平時からの利用が重要である。

図 ９月１日浅間山噴火時の交通規制状況

約4ｋｍ

約2ｋｍ
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16:15 割れ目噴火開始
16:30 火山活動情報第2号「三原山の

北東カルデラに割れ目」

17:00 東京都を通じて海上自衛隊、海

上保安庁、東海汽船に船艇の出

動待機要請

17:22 町役場に合同対策本部設置

17:46 外輪山外側で噴火

18:00 外輪山から溶岩流出
18:05 火山活動情報第4号「元町に溶

岩流流れる恐れ」

18:30 溶岩、元町方向に流れ出す
18:46 元町に避難命令、海上自衛隊・

海上保安庁などに船舶の出動
要請

19:02 島外避難の第1陣元町出港

20:08 溶岩流の状況を受け、対策本部
が元町港から波浮港へ避難者
の移動を決定

22:15 波浮近くの道路に亀裂があるこ
とを確認

22:22 波浮港からは脱出困難（波が

い・大型船接岸不可能）なため

再度避難者を元町へ
22:50 全島民島外避難指示
02:00 噴火ほぼおさまる

05:55 住民避難完了

16:15 割れ目噴火開始
16:30 火山活動情報第2号「三原山の

北東カルデラに割れ目」

17:00 東京都を通じて海上自衛隊、海

上保安庁、東海汽船に船艇の出

動待機要請

17:22 町役場に合同対策本部設置

17:46 外輪山外側で噴火

18:00 外輪山から溶岩流出
18:05 火山活動情報第4号「元町に溶

岩流流れる恐れ」

18:30 溶岩、元町方向に流れ出す
18:46 元町に避難命令、海上自衛隊・

海上保安庁などに船舶の出動
要請

19:02 島外避難の第1陣元町出港

20:08 溶岩流の状況を受け、対策本部
が元町港から波浮港へ避難者
の移動を決定

22:15 波浮近くの道路に亀裂があるこ
とを確認

22:22 波浮港からは脱出困難（波が

い・大型船接岸不可能）なため

再度避難者を元町へ
22:50 全島民島外避難指示
02:00 噴火ほぼおさまる

05:55 住民避難完了

○伊豆大島 －1986年の噴火－

出典：「昭和61年伊豆大島噴火災害活動誌、東京都、1988年」
「伊豆大島噴火災害支援活動概況、東京消防庁、1987年」
「全島避難せよ、NHK取材班、1987年」 など

194人

1350人

8584人

280人

元町

波浮

主な噴火の経緯とその時刻(1986年11月21日～22日)

噴火発生当初、情報共有の体制は整ってない状態にあった。しかし、火山噴火予知

連絡会の下鶴会長等火山専門家が火山の観測・調査等で来島しており、火山現象に
ついての情報が下鶴会長の下に一元化された。町長に対する火山噴火の危険性につ
いてのアドバイスが適切に行われ、迅速な避難指示の決定につながった。

溶岩流が元町方向へ向かっていることから波浮港への避難の指示が出されたが、波
浮港に大型船が入港できないこと、島南東部で亀裂が確認され、南東部での噴火の可
能性もあることなどから、元町へ向かうように指示が出された。しかし、現場の職員への
情報伝達が徹底せず、現場職員による「波浮へ行け」「元町へ行け」の情報の錯綜のた
め、避難者が混乱した。

島外避難に備え、事前に海上自衛隊、海上保安庁、東海汽船の船艇の待機を要請す
るなど全島民の救出体制を敷いていたことから、全島民約１万１千人の島外避難が極
めて短時間で行われた。このことが円滑に行われたことは、天候に恵まれたことも大き
な要因のひとつである。
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出典：
「自然災害に対する地方自治体及び住民の対応-三宅島噴火災害を中心として-、国立国会図書館・
調査及び立法考査局、2002年」
「2000年8月の三宅島火山防災の問題点、災害情報学会誌、小山真人、2000年」
「2000年三宅島噴火における災害情報の伝達と住民の対応、東京大学社会情報研究所、2002年」

図 6月26日の避難体制

阿古
21：10 避難勧告
避難対象者
（649世帯 1516人）
避難先
三宅小学校体育館

三宅村役場

坪田
21：45 避難勧告
避難対象者
（410世帯 790人）
避難先
三宅中学校体育館

三池
21：55 避難勧告
避難対象者
（155世帯 313人）
避難先
神着老人福祉館伊ヶ谷

山頂火口

三宅中学校

三宅小学校

神着老人福祉館

○三宅島 －2000年の噴火－

次の噴火に備えて噴火前の1999年に東京都・気象庁・火山噴火予知連絡会・東京
都防災専門家が住民に対して説明会を実施していた。

6月26日の避難勧告に際して、三宅村災害対策本部は、自主避難者に対する避難
所開設を行い受け入れ体制を整えた。避難の際には、寝たきり老人の優先避難が
実施された。

このほか、避難のための村営バスや漁船を阿古湾に待機させ、御蔵島行きの定
期船の運航の準備を行った。さらに、海上自衛隊の船２隻が島の沖合いへ派遣され
るなど、全島民が島外避難できるような体制が整えられた。

阿古湾
村営バスや漁船待機

島の沖合い
海上自衛隊の船２隻派遣
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○三宅島 －2000年の噴火－

8月18日の噴火は地上からは5000m以上ということしか把握できていなかったが、
一方で気象衛星等の資料により1万4000mの高さが把握できていた。今後はこれら
の情報を有効に火山情報に活用することが重要。

三池

阿古

坪田

神着

20ｃｍ以上の
噴石飛散範囲

三宅島測候所2000年8月18日17時
風向：東

風速：2.7m/s

三池

阿古

坪田

神着

20ｃｍ以上の
噴石飛散範囲

三宅島測候所2000年8月18日17時
風向：東

風速：2.7m/s

図 8月18日の噴
石の飛散状況（中
田・長井ほ
か,2001）

出典：「三宅島2000年噴火の経緯－山頂陥没口と噴出物の特徴－、地学雑誌、中田・長井ほか2001年」
「2000年8月の三宅島火山防災の問題点、災害情報学会誌、小山真人、2000年」
「平成12年（2000年）三宅島噴火及び新島・神津島近海の地震活動調査報告、

気象庁気象庁技術報告第128号、2006年」など

概要時刻日付

19日

18日

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ46,000ﾌｨｰﾄ18時25分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ47,000ﾌｨｰﾄ20時55分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ41,000ﾌｨｰﾄ23時20分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ35,000ﾌｨｰﾄ03時00分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ19,000ﾌｨｰﾄ05時15分

航空機からの報告．17時29分に高さ40,000ﾌｨｰﾄで南東に流れる火山灰17時35分

17時00分に噴火．噴煙の高さ19,000ﾌｨｰﾄ以上17時15分

概要時刻日付

19日

18日

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ46,000ﾌｨｰﾄ18時25分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ47,000ﾌｨｰﾄ20時55分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ41,000ﾌｨｰﾄ23時20分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ35,000ﾌｨｰﾄ03時00分

気象衛星で火山灰を検知．噴煙の高さ19,000ﾌｨｰﾄ05時15分

航空機からの報告．17時29分に高さ40,000ﾌｨｰﾄで南東に流れる火山灰17時35分

17時00分に噴火．噴煙の高さ19,000ﾌｨｰﾄ以上17時15分

8月18日の噴火による噴煙に遭遇し、エンジン故障等のトラブルが発生した航空
機があった。火山灰についての情報は航空機にとって非常に重要。また、噴火の可
能性が考えられるときから情報を提供することも必要。

表 航空路火山灰情報で報じられた8月18日の噴煙高度（気象庁(2006）に基づき作成） 1ﾌｨｰﾄ=0.3m
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○三宅島 －2000年の噴火－

8月18日の大規模な噴火ののち、8月29日にも規模の大きな噴火が発生した。そ
の後、全島避難が行われ、9月4日には防災及びライフライン関係者を除いて避難
が完了した。

規模の大きな噴火が発生したり、火山噴火予知連絡会の見解が発表される毎に、
内閣府、消防庁、気象庁、東京都等が集まり、必要な対策についての検討を行っ
ていた。このような体制により、予測されない事態に遭遇していたものの、結果とし
て被害を最小限に留めることができた。全島避難のあとも船や神津島及び三宅島
に設けられた現地災害対策本部において引き続き関係機関による検討が行われ
た。

主な火山活動、火山情報、避難状況（7月8日～8月23日）

在宅高齢者や児童等については、段階的な避難として、9月の全島避難の前、8
月下旬から島外避難が実施された。

在宅高齢者や児童の島外避難に向け、三宅村は事前に東京都へ受け入れ先の
確保を要請。東京都（都高齢者施策推進室・都教育委員会）は、三宅村の要請に応
じ、受け入れ先を確保した。

年月日 主な火山活動の状況 主な火山情報 避難状況 その他参考事項等

7月8日

（18：43）三宅島雄山
山頂山頂で小規模噴
火。火山灰噴出。これ
以降山頂の陥没開
始。

■（18：55）臨時火山情報第9号
「火山灰の噴出」

（19:10）坪田地区（三池）自主避難 （19:30）三宅村災害対策本部設置

7月10日

■（20:30）火山観測情報第81号
火山噴火予知連絡会「山頂付近
では注意が必要だが、山麓に影
響はない」

7月14日

（4：14）雄山山頂で噴
火、島の北東部・神着
地区に大規模な降灰
（これ以降活発化）

■（5：15）火山観測情報第88号
「噴火、北東部に大規模な降灰」
■（6：45）臨時火山情報第12号
「噴火」

（5:35）三宅村：防災無線により火山観測
情報第88号を全島放送
（6:57）三宅村：防災無線により臨時火山
情報第12号を全島放送
（7:00頃）都道の一部で車両の通行に支障

8月10日
（6：30）小規模噴火
大量の火山灰

■（7:25）火山観測情報第152号
「噴火確認」
■（10:50）臨時火山情報第13号
「噴煙約3000ｍ」

（8:01）坪田地区（御子敷・三池・沖ヶ平）に自主
避難のよびかけ
（8:06）神着地区（土佐・島下）に自主避難の呼
びかけ
（8:43）神着間川橋から坪田三宅島空港入り口
までの間に避難勧告

8月18日

（10:48）坪田地区大沢
泥流発生
（17：02）規模の大きな
噴火（噴煙高さ
14000m）、島内全域
に噴石や火山灰降下

■（17：20）臨時火山情報第14号
「噴火、噴煙高度5000m以上」

（17:25）伊豆地区・阿古地区自主避難、坪田地
区・神着地区・伊ヶ谷地区避難勧告
対象地区と避難所：神着-三宅中体育館、伊豆-
伊豆老人福祉館、伊ヶ谷-三宅中体育館、阿古
-阿古小体育館、坪田-坪田中体育館

8月23日

（17:10）都高齢者施策推進室「高齢者等の
都立施設への受け入れ」報道発表
（17:10）三宅村：在宅要介護者の都立施設
受入れ発表
受入れ先：板橋ナーシングホーム、東村山
ナーシングホーム、日野寮護園
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○三宅島 －2000年の噴火－

出典：
「自然災害に対する地方自治体及び住民の対応-三宅島噴火災害を中心として-、国立国会図書館・調査及び立法考
査局、2002年」
「2000年8月の三宅島火山防災の問題点、災害情報学会誌、小山真人、2000年」
「2000年三宅島噴火における災害情報の伝達と住民の対応、東京大学社会情報研究所、2002年」など

主な火山活動、火山情報、避難状況（8月24日～9月4日）

0 2 4 6 81
キロメートル

山頂火口
阿古

伊ヶ谷

神着伊豆

坪田

三池

沖ヶ平

土佐
島下

図 各地区の位置

年月日 主な火山活動の状況 主な火山情報 避難状況 その他参考事項等

8月24日

(10:00)村教育委員会は、都の了承を得て
児童生徒の島外避難決定、都教育委員会
に受入れを要請。
受入れ先：都立秋川高校

8月25日
「三宅島生徒の島外避難について」を各戸
配布

8月29日

（4：35）規模の大きな
噴火、低温の火砕流
が北東側と南西側に
流下

■（5：20）臨時火山情報第17号
「噴火」

（10:20）在宅高齢者島外避難東京消防庁ヘリに
て5名
（13:20）在宅高齢者島外避難東京消防庁ヘリに
て6名
（14:10）小中高生ら136名東海汽船「すとれちあ
丸」で島外避難

（11:00）都災害対策本部・現地災害対策本
部設置
（12:15）国は非常災害対策本部設置

8月30日

（11:10）在宅高齢者島外避難東京消防庁ヘリに
て2名
（11:45）泥流発生の恐れのため、避難勧告（坪
田地区・伊豆地区)及び避難指示（神着地区・
伊ヶ谷地区・阿古地区・三池地区）
（14:00）在宅高齢者6名、東海汽船定期船にて
島外避難

8月31日

■（21：45）臨時火山情報第18号
火山噴火予知連絡会「噴火が継
続的に発生、18日や29日の規模
を上回る噴火や火砕流の発生の
可能性」

（17:00）三宅島全域の避難勧告・避難指示解除

9月1日 三宅村全島避難を決定

9月2日

（7:00）村民の島外避難を指示（ライフライン関係
者を除く）
（14:30）東海汽船「すとれちあ丸」にて第1陣が
島外避難

9月4日 （14:30）島外避難完了
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○阿蘇山 －1979年の噴火など－

出典：「阿蘇火山噴火災害危険区域予測図、阿蘇火山防災会議協議会1995年」
「阿蘇山火山防災計画、阿蘇火山防災会議協議会、2006年」

図 阿蘇山上避難計画図 （1995年阿蘇火山噴火災害危険区域予測図より）

過去に火山ガスによると思われる死者が何度も発生していたことから、火口縁の各
所にセンサーを配置し、 風向きとガス濃度に応じた立入規制が行われている。

特に、喘息、気管支及び心臓疾患の人は低濃度の二酸化硫黄ガスでも生命の危
険性が高いことから、チラシやアナウンスで火口見学禁止を周知している。

阿蘇山の中岳第一火口は、火口付近に住民はいないものの、火口見物のため多
数の観光客が訪れている場所である。最近では1979年の噴火では火口から1km付
近で、噴石の落下により観光客3名の死傷者が発生しており、それ以前にも1958年
の噴火による死者12名などたびたび死傷者が発生している。このことから、1967年
以降、発表された火山情報に対応して段階的な規制を行っている。1979年以降は、
臨時火山情報が発表されると火口から概ね1km以内の立入規制、緊急火山情報が
発表されると火口から概ね2km以内の立入規制またはより広範囲にわたる登山禁止
という運用を行っている。

また噴石などの危険区域や避難場所を記載した防災マップと、阿蘇山上の緊急時
の避難方向や退避壕（シェルター）を記載した避難計画図が、突発的な噴火にも備
えて整備されている。
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○雲仙岳 －1991年の噴火－

出典：「雲仙・普賢岳住民の証言と記録、杉本伸一、2001年」
「雲仙・普賢岳噴火災害復興、国土交通省九州地方整備局、2000年」など

火砕流対策として設定されていた避難勧告の対象区域内で撮影をしていた報道関
係者及び警戒にあたっていた警察・消防関係者などが、6月3日の規模の大きな火砕
流により被災した。
島原市は報道関係者等に対して退去要請を行っていたが、ほかに火山学者や畑

作業をするために区域内に入っていた住民等がいたことなどから徹底されなかった。
火砕流が発生した場合、広範な地域が短時間で被災してしまうことから、火砕流の

危険性の周知徹底とともに、徹底した立入規制を行うことが必要である。

大火砕流発生前の6月1日時点の避難勧告の対象区域

大火砕流発生後の6月3日に追加された避難勧告の対
象区域

警戒区域（平成3年6月7日から実施）

報道機関は、火砕流の流下状況がよく見える北上
木場地区の「定点」といわれた場所（避難勧告区域
内）で、連日取材を続けていた。6月3日16時08分、
「定点」がこれまでのものに比べ規模の大きな火砕
流により被災。

島原市

深江町

大火砕流発生前の6月1日時点の避難勧告の対象区域

大火砕流発生後の6月3日に追加された避難勧告の対
象区域

警戒区域（平成3年6月7日から実施）

報道機関は、火砕流の流下状況がよく見える北上
木場地区の「定点」といわれた場所（避難勧告区域
内）で、連日取材を続けていた。6月3日16時08分、
「定点」がこれまでのものに比べ規模の大きな火砕
流により被災。

島原市

深江町

雲仙岳噴火の際には、関係者の間で連携が不十分となる状況があった。
2000年（平成12年）の有珠山噴火では、気象庁及び火山噴火予知連絡会と関係

市町村、北海道、国等の関係機関からなる現地連絡調整会議での連携体制がとら
れ、有珠山噴火に対する適切な防災対応がとられた。今後とも現地におけるこのよ
うな体制の構築が重要である。

今後、全体を火砕流の影響
範囲として表現。

（建設省土木研究所砂防部砂防研究室）

図 ６月３日の火砕流と避難勧告等の状況
（国土交通省、2000(一部加筆））

注）市町村名は事例当時の名称
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（18：00）深江町で警戒区域追加設定6月9日

（07：00）島原市避難勧告一部解除6月1日

溶岩ドーム出現
(20：10)臨時火山情報第25号
「地獄跡火口に溶岩塊確認」

5月20日

（02：30以降）島原市と深江町で土石流に対する
避難勧告
（9：00）島原市避難勧告解除
（9：10）深江町避難勧告解除

（01:48）水無川で初めて土石流発生
（17:10）臨時火山情報第21号
「普賢岳の地震・微動の増加及び土石流の発生」

5月15日

（18：00）深江町で警戒区域を設定
（20：30）島原市で警戒区域追加設定

（16：00頃）火砕流頻発
（19：51）大規模火砕流発生
（20：05）火山活動情報第7号「火砕流と思われる震動
波形を連続して記録。厳重に警戒」

6月8日

（06：10）深江町避難勧告解除
（07：00）島原市避難勧告一部解除
(午前・午後）島原市は避難勧告地域を巡回し立
入者に退去要請。（その後も継続して実施）

5月27日

火砕流初めて発生
（09：25）臨時火山情報第33号「溶岩の崩落。溶岩流
出への警戒が必要」

5月24日

(17：10)臨時火山情報第34号「24日8時8分の現象は
火砕流」

5月25日

（19：40）火山活動情報第２号「火砕流の先端は民家
から400～500mまで達しているとのこと。今後も火砕
流、土石流に厳重警戒」

5月29日

（16：13）島原市避難勧告域拡大
（16：16）深江町避難勧告実施

（16：08）規模の大きな火砕流。死者40名、行方不明
者3名、負傷者9名、建物被害179棟
（16：20）火山活動情報第3号「火砕流連続。火砕流、
土石流に厳重に警戒」
（17：10）火山活動情報第4号「16時30分上木場地区
の民家付近の数ヶ所で火砕流による火災が発生。筒
野バス停より下流まで火砕流が到達」
（18：00）臨時火山情報第47号「大きな火砕流、負傷
者の確認」

6月3日

（13：05）島原市で火砕流の危険に対する初めて
の避難勧告実施
（17：30）深江町でも避難勧告実施

（11時頃より）火砕流頻発。島原市内に大量の降灰
（11：30）負傷者１名（初めての人的被害）
（12：45）臨時火山情報第35号「火砕流は人家付近ま
で接近」
（13：30）火山活動情報第１号「頻繁に火砕流が発生、
火砕流のその先端は人家の近くまで達している模様。
火砕流に厳重に警戒」
（16：00）火山噴火予知連絡会会長コメント「火砕流・
土石流の発生には厳重な警戒を」

5月26日

（17：30）火山噴火予知連絡会統一見解「今後も溶岩
噴出、火砕流、土石流に厳重に警戒が必要」

主な火山活動の状況と火山情報

（12：00）島原市で警戒区域を設定6月7日

5月31日

避難状況などの主な対応月日

（18：00）深江町で警戒区域追加設定6月9日

（07：00）島原市避難勧告一部解除6月1日

溶岩ドーム出現
(20：10)臨時火山情報第25号
「地獄跡火口に溶岩塊確認」

5月20日

（02：30以降）島原市と深江町で土石流に対する
避難勧告
（9：00）島原市避難勧告解除
（9：10）深江町避難勧告解除

（01:48）水無川で初めて土石流発生
（17:10）臨時火山情報第21号
「普賢岳の地震・微動の増加及び土石流の発生」

5月15日

（18：00）深江町で警戒区域を設定
（20：30）島原市で警戒区域追加設定

（16：00頃）火砕流頻発
（19：51）大規模火砕流発生
（20：05）火山活動情報第7号「火砕流と思われる震動
波形を連続して記録。厳重に警戒」

6月8日

（06：10）深江町避難勧告解除
（07：00）島原市避難勧告一部解除
(午前・午後）島原市は避難勧告地域を巡回し立
入者に退去要請。（その後も継続して実施）

5月27日

火砕流初めて発生
（09：25）臨時火山情報第33号「溶岩の崩落。溶岩流
出への警戒が必要」

5月24日

(17：10)臨時火山情報第34号「24日8時8分の現象は
火砕流」

5月25日

（19：40）火山活動情報第２号「火砕流の先端は民家
から400～500mまで達しているとのこと。今後も火砕
流、土石流に厳重警戒」

5月29日

（16：13）島原市避難勧告域拡大
（16：16）深江町避難勧告実施

（16：08）規模の大きな火砕流。死者40名、行方不明
者3名、負傷者9名、建物被害179棟
（16：20）火山活動情報第3号「火砕流連続。火砕流、
土石流に厳重に警戒」
（17：10）火山活動情報第4号「16時30分上木場地区
の民家付近の数ヶ所で火砕流による火災が発生。筒
野バス停より下流まで火砕流が到達」
（18：00）臨時火山情報第47号「大きな火砕流、負傷
者の確認」

6月3日

（13：05）島原市で火砕流の危険に対する初めて
の避難勧告実施
（17：30）深江町でも避難勧告実施

（11時頃より）火砕流頻発。島原市内に大量の降灰
（11：30）負傷者１名（初めての人的被害）
（12：45）臨時火山情報第35号「火砕流は人家付近ま
で接近」
（13：30）火山活動情報第１号「頻繁に火砕流が発生、
火砕流のその先端は人家の近くまで達している模様。
火砕流に厳重に警戒」
（16：00）火山噴火予知連絡会会長コメント「火砕流・
土石流の発生には厳重な警戒を」

5月26日

（17：30）火山噴火予知連絡会統一見解「今後も溶岩
噴出、火砕流、土石流に厳重に警戒が必要」

主な火山活動の状況と火山情報

（12：00）島原市で警戒区域を設定6月7日

5月31日

避難状況などの主な対応月日

出典：「雲仙・普賢岳噴火災害誌、長崎県、1998年 」
「広報しまばら雲仙・普賢岳噴火特集号、島原市、1993年」
「広報ふかえ雲仙・普賢岳噴火特集号、深江町、1993年」
「平成島原大変 雲仙・普賢岳噴火災害記録集、島原市、2002年」 など

表 主な火山活動状況と火山情報、避難状況等の対応

注）市町村名は事例当時の名称
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噴火警戒レベルの適用例

過去の噴火時等に発表された当時の火山情報等に対して、
噴火警戒レベルを当てはめた例。
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主な火山情報 主な防災対応 噴火警戒ﾚﾍﾞﾙ レベル変更理由等
2006年 ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動は静穏

2月18日 （16：05）火山観測情報第1号
「火山性地震増加、微動発生。火
口近傍注意」

ﾚﾍﾞﾙ２ 火山活動やや活発。火口周
辺規制

2月19日 （10：55）足寄町：阿寒側登山
道規制
（15：15）足寄町：登山規制

3月1日 （14：10）足寄町：登山規制解
除、注意喚起看板設置

3月21日 （06：43）臨時火山情報第1号
「火山性微動観測、噴火が発生し
た可能性。」

（06：43）道が「雌阿寒岳火山
活動北海道災害対策連絡本
部」設置

ﾚﾍﾞﾙ３ 小規模な噴火が発生した可
能性あり。入山規制

（9：35）足寄町：雌阿寒岳登山
規制

（12：20）火山観測情報第8号
「山頂北西側斜面および火口近傍
注意」

（16：10）火山観測情報第9号
「噴火地点は北西側斜面。小規模
な泥流確認。」

3月22日 （10：10）火山観測情報第10号
「昨日の小規模噴火は水蒸気爆
発。地殻変動に変化なし。」

（16：30）火山観測情報第11号
「二筋の泥流が標高1000㍍付近ま
で達しているのを確認。」

5月10日 火山観測情報第28号
「地震が一時多発。山頂火口近傍
及び北西側斜面注意」

地震が一時多発。火山活動
は活発な状態が継続。入山
規制
レベルの変更はなし

5月31日 登山規制区域のうち、国道
240号線と国道241号線の林
道入口から雌阿寒岳登山口ま
での規制を解除

6月12日 （18:35）火山観測情報第33号
「火山活動が活発な状態からやや
活発な状態に低下」

ﾚﾍﾞﾙ２ 火山活動は活発な状態から
やや活発な状態に。火口周
辺規制

8月25日 (14:00)火山観測情報第34号
「やや活発な状態から静穏な状態
に」

ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動はやや活発な状態
から静穏な状態に。火口内
等規制

9月1日 登山規制解除

雌阿寒岳
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主な火山情報 主な防災対応 噴火警戒ﾚﾍﾞﾙ レベル変更理由等
1988年 ﾚﾍﾞﾙ１

11月15日 (16：25)臨時火山情報第1号
｢15日6時28分震度3及び震度2
の地震2回、8時14分震度1の地
震あり。震源十勝岳」

ﾚﾍﾞﾙ２ 大きめの火山性地震の
続発。火山活動はやや
活発に。火口周辺規制

12月10日 （17：10）臨時火山情報第2号
｢灰色噴煙確認、高さ200ｍ。火
山性地震やや増加。火山性微
動観測」

12月13日 （16：50）臨時火山情報第3号
「黒灰色の噴煙。降灰確認。」

12月16日 (11：20)臨時火山情報第4号
｢小規模な噴火、白金温泉で震
度3の火山性地震あり」

住民への火山情報の広報 ﾚﾍﾞﾙ３ 小規模噴火発生。入山規
制

12月17日 登山者に対する注意看板等の設置

12月18日 (9：50)臨時火山情報第6号
「小規模な噴火、震度1の地震
後、約21分間の火山性微動観
測。上士幌糠平スキー場と新
得町のトムラウシなどで降灰。」

12月19日 （22：20）臨時火山情報第9号
「噴火、火柱」

（22：50）臨時火山情報第10号
「火柱、小規模泥流発生、避難
小屋まで来ている模様」

（22：58）美瑛町：白金温泉・美沢両地
区の住民やホテルなどの宿泊客に対
し、避難の準備を指示
（23：30）美瑛町：白金温泉に向かうバ
ス8台を準備

ﾚﾍﾞﾙ４

（23：50）臨時火山情報第11号
「泥流は、避難小屋の横で停
止、噴煙減少、火山性微動は
継続」

（23:50）上富良野町：清富、日新、草
分、日の出地区住民に対し避難の準
備をよびかけ 　

12月20日 （9：00）美瑛町：本部職員が地区代表
者に対し、状況説明、その後、要援護
者の把握や避難方法などの確認作業
を行った。

(19:20)白金・美沢両地区に防災無線
受信機増設。

12月23日 （1：30）旭川地方気象台と上川支庁・
上富良野町の間に直通FAX開通

12月24日 （22：25）臨時火山情報第15号
「噴火、泥流警戒」

（22：32）上富良野町：草分、日新、日
の出地区180世帯、730人に避難命令
（22：34）美瑛町：消防のサイレンにより
白金温泉地区に、国立大雪青年の家
へ避難するよう命令

ﾚﾍﾞﾙ５ 噴火により泥流が発生
し、居住区域に被害が出
る恐れがあり、避難を判
断する必要。居住区域避
難

（22：42）火山活動情報第1号
「噴火、泥流発生。火山活動と
泥流に厳重に警戒」

（22：55）美瑛町：白金温泉地区全員が
避難完了
（23：50）上富良野：町内全域に避難の
準備態勢をとるように指示

小規模泥流の発生。今後
さらに大きな泥流が発生
すると、居住区域に被害
が出る可能性があり、避
難準備の判断が必要。居
住区域避難準備

（2：03）臨時火山情報第12号
火山噴火予知連絡会会長コメ
ント「過去、泥流による大きな災
害を起こしており、積雪期の噴
火に対しては、特に警戒が必
要。今後も火山活動が続くと考
えられるので、引き続き厳重な
警戒が必要」

十勝岳

（以下略）
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主な火山情報 主な防災対応 新しいﾚﾍﾞﾙ案 レベル変更理由等
2000年 　ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動は静穏

　
3月28日 (0:50)火山観測情報第1号

「火山性地震増加」
　　　ﾚﾍﾞﾙ２ 火山性地震増加。火

口周辺規制

　　　ﾚﾍﾞﾙ３

(11:55)臨時火山情報第3号
火山噴火予知連絡会拡大幹事会
の見解として「山麓で有感となる地
震。有珠山の最近4000年の活動で
は、地震活動が活発化した後、1日
ないし数日の間に噴火した例が多
い。今後噴火が発生する可能性、
火山活動に警戒」

各地で自主避難の呼びかけなど
　　　ﾚﾍﾞﾙ４ 火山活動さらに活発

化。過去事例から噴
火の可能性があり。
居住区域避難準備

3月29日 (07:30)臨時火山情報第6号
「今回最大の有感地震」

（10:30）北海道庁：有珠山火山活動北海
道災害対策本部設置

(11:10) 緊急火山情報第1号
火山噴火予知連絡会拡大幹事会
の見解として「有珠山の地震活動
が、急速に活発化。地震は引き続
き北西山腹を中心に発生。今後、
数日以内に噴火が発生する可能
性が高くなっており、火山活動に対
する警戒を強める必要がある」

（11:10）災害対策関係省庁連絡会議開
催
（11:30）有珠山関係省庁局長級会議開
催

　　　ﾚﾍﾞﾙ５ 地震活動が急速に活
発化。数日以内に噴
火する可能性高ま
る。居住区域避難

(13:00)壮瞥町：壮瞥温泉地区・洞爺湖温
泉地区・昭和新山地区に避難勧告
(13:30)伊達市：有珠地区・長和地区に避
難勧告

(15:00）虻田町：洞爺湖温泉地区、泉地
区、入江地区に避難勧告

(18:15)道防災会議地震火山対策
部会：「噴火は一両日の可能性、
遅くとも1週間以内」

(18:30)伊達市・壮瞥町：避難勧告対象地
区に避難指示、虻田町：洞爺湖温泉地区
に避難指示

(20:30)虻田町：泉地区の全域、入江地区
の一部に避難指示

3月30日 (9:30)虻田町:月浦地区全域に新たに避
難指示

(13:20)緊急火山情報第2号「有珠
山で地殻変動確認。断層や地割れ
群」

噴火の可能性がさら
に高まっている。居住
区域避難
レベルの変更はなし

(14:30)虻田町：入江地区の一部と高砂地
区の全域に避難指示

3月31日 (13:16）緊急火山情報第4号
「有珠山が噴火しました」

(14:00）政府：有珠山噴火非常災害対策
本部設置
(15：30）花和地区、清水地区の両地区を
除く全町の住民に豊浦町等へ避難指示

噴火発生。居住区域
避難
レベルの変更はなし

（以下略）

（注）市町名称は事例当時の名称を使用

有珠山

(2:50)臨時火山情報第1号
「火山性地震増加。有感地震が発
生」

(11:10)臨時火山情報第2号
「有感地震」

災害対策本部設置:
　（8:30)壮瞥町、(9:30)伊達市・虻田町

社会福祉施設入居者の避難など

有感地震発生。火山
活動が活発化。入山
規制

具体的な避難対象等の区域は有珠山現地連絡調整会議で
検討され、各市町長から避難指示等が出された。

-107-



主な火山情報 主な防災対応 噴火警戒ﾚﾍﾞﾙ レベル変更理由等
1998年 ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動は静穏

3月17日 （18：10）火山観測情報第1号
「火山性地震増加。傾斜計・体積歪計
で変化を観測」

ﾚﾍﾞﾙ２ ２月１８日から火山性地震増加。
傾斜計・体積歪計で変化を観
測。火山活動はやや活発に。火
口周辺規制

4月29日 （16：50）臨時火山情報第1号
「火山性地震多発。傾斜計等でも変化
を観測。火山活動が活発化する可能
性あり」

ﾚﾍﾞﾙ３ 火山性地震多発。傾斜計等でも
変化を観測。火山活動が活発
化。入山規制

5月1日 登山口に注意喚起の看板設置

5月14日 「岩手山火山活動対策検討会
（専門家で構成）」と「岩手山の
火山活動に関する関係市町村
等連絡会議（国・県・市町村等の
関係機関で構成）」設置

6月24日 （16：00）臨時火山情報第2号
「火山性地震増加傾向。低周波地震・
火山性微動観測。火口付近噴気温度
上昇。今後噴火の可能性も」

（16：00）岩手県災害警戒本部設
置
（16：40）県警ヘリ：上空から下山
と注意を呼びかけ

火山活動活発化の傾向続く。今
後噴火の可能性も。入山規制
レベルの変更はなし

6月25日 （10：05）県警：入山自粛要請

7月1日 （00：00）全山で入山禁止措置

7月8日 火山防災マップ作成のため、「岩
手山火山災害対策検討委員会」
設置

7月22日 西側での水蒸気爆発を想定した
「岩手山火山防災マップ」公表・
配布

9月3日 （17：15）臨時火山情報第4号
「岩手山付近で大きな地震発生
（M6.1。雫石町震度６弱）」

岩手山頂南西約10kmの地震。
地震の前後で火山性地震の顕
著な変化や地殻変動、噴気活動
など火山活動の状況に大きな変
化はなく、火山活動は活発な状
況が継続
レベルの変更はなし

10月6日 「岩手山火山活動対策検討会」
を改め「岩手山の火山活動に関
する検討会」設置

10月9日 東側のマグマ噴火も想定した
「岩手山火山防災マップ」を公
表・配布

1999年 ﾚﾍﾞﾙ２
2月2日

（18：10）臨時火山情報第1号
火山噴火予知連絡会の統一見解「火
山性地震、火山性微動は引き続き発
生しているが全体として少なくなってい
る。火山活動は全体として低下」

（以下略）

火山活動レベルは1998年３月よ
り前のレベルまでには下がって
いないが、全体として低下。火山
活動は活発な状態からやや活発
な状態に。火口周辺規制

岩手山

岩手山の東側・西側などの具体的な入山規制の地域
や解除については、岩手山火山災害対策検討委員
会で検討された。また、火山監視のため、光ケーブル
網により監視カメラ画像等を町村、県及び関係機関で
共有する火山防災ネットワークを構築した。入山規制
の解除にあたって、山中に緊急通報装置や登山の注
意事項を記載した案内板などの設置等の安全対策が
実施された。
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主な火山情報 主な防災対応 噴火警戒ﾚﾍﾞﾙ レベル変更理由等
2004年 火口から約2kmを登山規制 ﾚﾍﾞﾙ２

＜レベル２＞
7月20日 （15：30）火山観測情報第1号

「火山活動度レベルを2から1に変更。」
火口から約500mを登山規制 ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動は静穏。

＜レベル１＞
7月31日 （8：00）火山観測情報第2号

「地震活動がやや活発。火山活動度レ
ベルを1から2に変更。」

火口から約2kmを登山規制 ﾚﾍﾞﾙ２ 地震活動がやや活発に
なったため。火口周辺
規制

＜レベル２＞
9月1日 （11：45）火山観測情報第6号

「火山性地震多発」
＜レベル２＞

（20：09）臨時火山情報第1号
「浅間山噴火発生」

火口から約4kmを登山規制
（20：15）浅間・白根火山ルート交通規制

ﾚﾍﾞﾙ３

＜レベル３＞ （20：17）嬬恋村：「避難の準備」呼びか
け
（20:20頃）嬬恋村：自主避難者発生
（20：20）国道146号線等国道、県道4路
線交通規制
長野原町・嬬恋村：町村道を交通規制
（20：30）長野原町、嬬恋村：浅間山噴火
対策本部設置
（20：30）小諸市：警戒対策本部設置
（20：40）長野県：浅間山火山対策連絡
本部設置
（20：58）群馬県：浅間山噴火災害警戒
本部設置
（20：50）小諸市：登山禁止看板設置（火
口から4km規制に基づく）
（21：37）嬬恋村：避難所開設

（23：35）火山観測情報第8号「噴石は
火口から約２ｋｍ程度まで飛散。噴火に
伴う火山性微動はほとんどおさまる」

＜レベル３＞
9月2日 （10：00）火山観測情報第9号「噴火活

動は小康状態」
（10：00）嬬恋村：自主避難者全員帰宅
（16：00）軽井沢町：登山禁止看板設置

＜レベル３＞
（16：30）火山観測情報第10号
「噴火活動は小康状態」

＜レベル３＞
（21：00）国道等交通規制全面解除

9月14日 （15：43）臨時火山情報第2号
「噴火発生。火山活動度レベル3継続」

＜レベル３＞
9月23日 （19：50）臨時火山情報第3号

「噴火発生。火山活動度レベル3継続」
浅間・白根火山ルート交通規制
長野原町：町道浅間線交通規制

＜レベル３＞
9月24日 （10：00）長野原町：町道浅間線交通規

制解除
（20：00）浅間・白根火山ルート交通規制
解除

2005年
6月21日

＜レベル２＞
2006年

9月22日

＜レベル１＞
9月23日 火口から約500mを登山規制

爆発的な噴火の可能性
が低くなったため。火口
周辺規制

火山活動が静穏にな
る。

浅間山

ﾚﾍﾞﾙ１

（17：30）火山観測情報第175号
火山噴火予知連絡会統一見解「当面、
爆発的な噴火の可能性は低い」「火山
活動度レベルを2に引き下げ」

火口から約2kmを登山規制
(17:30)長野県連絡本部解散／群馬県警
戒本部解散

ﾚﾍﾞﾙ２

（14：00）火山観測情報第38号
「地震活動、火山性微動、火山ガス等
低調。火山活動は静穏な状態」「火山
活動度レベルを1に引き下げ」

噴火が発生し、噴石を
飛散。カメラ映像から居
住区域までは達してい
ないものと判断。入山規
制

○レベル１～３については、現行のレベルと新しいレベル案
　は同じ（変更なし）。
○レベル４、５については、今後検討。
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主な火山情報 主な防災対応 噴火警戒ﾚﾍﾞﾙ レベル変更理由等
2000年 　　ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動は静穏

6月26日 (19：30)臨時火山情報第1号
「18時30分頃から地震増加」
(19：33)緊急火山情報第1号
「噴火の恐れ、厳重警戒」
(20：00)臨時火山情報第2号
「地震が多発し始めた18時30分頃から傾斜計に変化」

（20：45）三宅村災害対策本部設置
（21：10）阿古地区避難勧告（649世帯・
1516名）
（21：45）坪田地区避難勧告（410世帯・
790名）

　　ﾚﾍﾞﾙ５ 島内を震源とする火山性地震
増加。過去の例から数時間内
に噴火の可能性高い。居住地
域避難

（22：30）臨時火山情報第3号
「島の南部にマグマが貫入した可能性がある。島の南部で
は噴火に伴う溶岩の流出に警戒が必要」

（21：55）三池地区避難勧告（155世帯・
313名）

6月27日 （00：20）臨時火山情報第4号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「マグマは山頂
の西方から南西方向の山腹に貫入したと考えられる」

（00：15）東京都災害対策本部、東京都
三宅島現地災害対策本部設置

（09：25）火山観測情報第13号
「警察庁によると、三宅村焼却炉西方海上350mの地点に
変色水域を確認。色はコバルトブルーで次第に濃くなって
いる」

（9：20）伊ヶ谷地区避難勧告（126世帯・
257名）

三宅島西海岸での噴火発生の
可能性。居住地域避難
レベルの変更はなし

（11：30）臨時火山情報第5号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「三宅島西山腹
に貫入したマグマは西方海域の地下に移動。西方海域で
海面変色水が認められ、すでに海底で噴火が開始した可
能性がある。西山腹での噴火も否定できない」

（14：50）東海汽船「すとれちあ丸」で346
名が自主的に島外避難

西海岸付近での噴火の可能性
が依然として残っている。

（17：30）臨時火山情報第6号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「マグマの活動
域は西方海域に中心を移しつつあるが、西海岸付近での
噴火の可能性は依然として残っている。西海岸付近から
海域での噴火に警戒が必要」

西海岸付近での噴火の可能性
が依然として残っている。しば
らく様子を見る必要がある。居
住地域避難
レベルの変更はなし

6月28日 （17：45）臨時火山情報第7号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「マグマの活動
中心は西方海域へ移動。西海岸付近での噴火の可能性
は完全には否定できない。なお、島の東部や山頂付近で
の噴火の可能性はない」

西海岸付近での噴火の可能性
は完全には否定できないことか
らしばらく様子見。山頂及び島
の東部は噴火の可能性なし。
居住地域避難
レベルの変更はなし

6月29日 （16：00）島の東部の坪田地区、三池地
区避難勧告解除

（18：00）臨時火山情報第8号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「陸域及び西方
海域におけるマグマ活動は停止しつつある。陸域及び海
面に影響を及ぼす噴火の可能性はほとんどなくなった」

(19：45)避難勧告全面解除 　　ﾚﾍﾞﾙ１

（20：30）火山観測情報第69号
「三宅島の火山活動は低下し、陸域及び海域に影響を及
ぼす可能性はほとんどなくなった。火山観測情報は本号
にて中止」

（22：30）東京都三宅島現地災害対策本
部廃止

6月30日 （18：00）東京都災害対策本部廃止

（18：15）三宅村災害対策本部廃止

7月4日 山頂直下で地震発生

7月5日 （18：30）火山観測情報第70号
「4日から山頂直下で地震。山頂部では噴気の増加や火
山灰の放出の可能性。山頂付近では注意が必要だが、山
麓に影響を及ぼすことはないと考えられる」

山頂付近に人が立ち入らないよう、雄
山環状線から山頂に至る林道の入り口
4箇所閉鎖。

　　ﾚﾍﾞﾙ２ 山頂直下で地震増加。山頂噴
火に警戒。
雄山環状線より内側では注意
が必要
山麓まで影響なし。火口周辺規
制

7月8日 （18：55）臨時火山情報第9号
「18時43分ころ、山頂火口から火山灰噴出」
噴煙の高さ800m。北東に流れる。

（19：30）三宅村災害対策本部設置、第
一次非常配備体制

（23：20）臨時火山情報第11号
火山噴火予知連伊豆部会コメント「山頂部の地震と地殻
変動継続、山頂で噴火が発生する可能性。山頂付近では
注意が必要だが、山麓に影響を及ぼすことはないと考えら
れる」

7月9日 山頂火口の陥没確認。以降、陥没拡大。 （08：25）手島牧場住民のために、地域
福祉センターに避難所開設。
（17：00）三宅村災害対策本部解散
※8日の噴火で特に目立った被害はな
かった為

7月10日 火山噴火予知連臨時連絡会検討結果
「山頂付近では注意が必要だが、山麓に影響はない」

7月14日 （05：15）火山観測情報第88号
「04時14分山頂火口で噴火。噴煙の高さ1,000m。北東部
に降灰」

降灰のために住民自主避難・自宅待機
（7：43）神着地区住民に自宅待機の呼
びかけ
（8：25）坪田地区（三池）に自主避難の
呼びかけ、三宅公民館
（9：00）三宅村災害対策本部設置

　　ﾚﾍﾞﾙ３

島北部では大規模な降灰。その後も断続的に噴火。 （9：15）神着地区（美茂井）住民、神着
老人福祉館に自主避難

断続的に噴火し、居住地域近く
まで影響を及ぼす可能性があ
るため、レベル３（入山規制）と
する。
（結果としては、雄山環状線内
側まで影響する噴火（ﾚﾍﾞﾙ2）
であったが、当時としては活動
の推移を見る必要があった。）

三宅島

西方海域の地震活動はしばら
く活発な状態が続いているが、
三宅島での噴火の可能性はほ
とんどなくなった。三宅島の火
山活動は静穏
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三宅島

（9：42）神着地区（島下）に自主避難の
呼びかけ

（13：00）火山観測情報第90号
伊豆部会での検討結果「今後も同様の噴火発生の可能
性。山頂付近では注意が必要だが、山麓での噴火はな
い」
（16：10）火山観測情報第92号
「15時50分ころ山頂火口で噴火」

（16：04）坪田地区（三池）避難者に公民
館待機を指示

（16：23）神着地区島下に自主避難の呼
びかけ

（16：40）神着地区（下馬野尾、島下）に
避難勧告、避難場所は神着老人福祉
館・伊豆老人福祉館

（17：00）火山観測情報第93号
「噴煙の高さ約1,500m。噴石は外輪山の外まで飛んでい
る」

（17:54）坪田地区（三池）に自主避難の
呼びかけ

7月16日 （9：00）神着地区（島下）（美茂井自主避
難含む）住民の一時帰宅の許可
（9：50）神着地区（島下）一時帰宅開始

7月17日 （9：00）神着地区（下馬野尾、島下）避
難勧告解除

7月21日 （18：50）火山観測情報第111号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）検討結果「山頂付近で
は噴石等に引き続き注意が必要。山麓での噴火の可能性
なし。火山灰が山麓に降ることがあるため注意が必要。雨
による泥流に注意」

　　ﾚﾍﾞﾙ２ 伊豆部会によると、雄山環状線
内側まで影響。山麓での噴火
はないため、レベルを２（火口
周辺規制）に下げる。

8月8日 （20：00）火山観測情報第149号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）検討結果「山頂の陥没
進行。8月4-5日には直径1.3-1.4km、深さ約450m。今後も
山頂では小規模な噴火の可能性。山麓での噴火の可能
性なし。山頂では噴火や崩落、火山灰に注意。」

（07：25）火山観測情報第152号
「06時59分ころ山頂火口で噴火。噴煙の高さ約1,000m、北
東に流れる。」

　　ﾚﾍﾞﾙ４

（8：01）坪田地区（御子敷・三池・沖ヶ
平）に自主避難のよびかけ

（10：00）火山観測情報第154号
「09時40分現在、噴煙の高さ約3,000m。」

（8：06）神着地区（土佐・島下）に自主避
難の呼びかけ

※朝の内雨のため、島北東部では泥流が発生し、都道に
も流出。一連の噴火で、噴煙の高さは最大約3,000m

（8：43）降灰を避けるための措置とし
て、神着地区間川橋から坪田地区三宅
島空港入口までの間に避難勧告

（10：50）臨時火山情報第13号
「10時30分現在も断続的に噴火続く。噴煙の高さの最高
は約3,000m。北東部から東部にかけて降灰。噴石が火口
上に噴出されていることを確認。7月14-15日の噴火に比
べ、やや規模が大きい」

（13：30）坪田地区（御子敷）一時帰宅
（台風第9号接近のため避難勧告は解
除しない）

（15：10）火山観測情報第155号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）検討結果「今朝からの
噴火は終息方向、今後も同様の山頂噴火発生の恐れあ
り、山頂付近では引き続き注意が必要。山麓での噴火の
可能性はなし。火山灰、雨による泥流に注意」

（16：00）避難勧告解除（坪田地区御子
敷・神着地区下馬野尾）を除く、坪田中
学校避難者は公民館に移動

　　ﾚﾍﾞﾙ３ 居住地域での噴火の可能性は
ないが、居住地域近くまで大き
な噴石を飛散させるおそれが
あるため、レベル３（入山規制）
とする。

（10：30）神着地区門の原-坪田地区
沖ヶ平の避難勧告解除
（16：00）坪田地区御子敷・神着地区下
馬野尾の避難勧告を解除（これで全て
の地区で解除）

8月18日 （17：20）臨時火山情報第14号
「17時02分山頂で噴火。噴煙高度5,000m。」

降灰被害を避けるため、各地区に自主
避難の呼びかけ及び避難勧告発令。
（12：25）には大雨注意報の発表があ
り、泥流による被害の可能性。

　　ﾚﾍﾞﾙ５ 噴煙高度5,000mと、噴火の規
模が大きく、居住地域に影響を
及ぼす噴火の可能性があるた
め、レベル５（島内避難）。

島内の広い範囲で降灰。
（17：33）坪田・伊ヶ谷地区に2mm程度の小石降下。
（17：40）労働経済局合同庁舎で4-9mmの火山ﾚｷ交じりの
降灰。
（18：15）三宅村役場では大粒の石が降り、車のﾌﾛﾝﾄｶﾞﾗｽ
割れているのを確認。

（17：25）伊豆地区・阿古地区自主避
難、坪田地区・神着地区・伊ヶ谷地区避
難勧告
（17：54）降灰激しく避難バス運行不能。
また、住民が外に出ることも危険となっ
たため、避難所に行けない住民には自
宅待機を指示
（17:55）防災無線で全島民に屋内待機
を呼びかけ

（この時点では噴石による影響
範囲は不明。）

（18：25）航空路火山灰情報
「衛星画像（17：32）によると噴煙高度の最大は46,000ｆｔ
（約14,000m）」

（19：10）車両通行禁止を放送。

（21：57）空港で4-5cmの小石が降る。

大きな噴石は雄山環状線内側
にとどまっているが、断続的に
噴火し、居住地域近くまで影響
を及ぼす可能性があるため、レ
ベル３（入山規制）継続。
なお、当時の避難の理由は降
灰に注意するものであった。

8月10日 大きな噴石を居住地域まで飛
散させる可能性がある噴火で
あるため、レベル４（避難準備）
とする。
調査の結果は、居住地域への
大きな噴石の影響はなく、泥流
発生や降灰による影響のみで
あった。

8月14日
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三宅島

※後の調査で以下のことが判明。
・合同観測班の調査によると雄山環状線内側では50-
100cm程度の噴石、山麓でも5cm程度の火山ﾚｷが落下。
伊ヶ谷の都道では直径50cmの岩塊1個確認。

（22：55）火山観測情報第176号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「17～18時には
噴煙の高さは8,000m以上に上がる。今回の噴火は、今ま
での中で噴出が最も活発。今後も山頂において本日と同
程度かやや大きな噴火が発生する可能性。山頂では噴
石、島内では火山灰に注意が必要。山麓での噴火の可能
性はなし。火山灰、雨による泥流に注意」

（23：05）阿古地区・伊豆地区の自主避
難住民の帰宅を認める

伊豆部会コメントによると、山麓
での噴火の可能性はないが、
山頂付近は大きな噴石に注意
が必要。
今後18日を上回る規模の噴火
が発生する可能性がある。避
難継続

8月19日 （8：30）坪田地区（御子敷）、伊ヶ谷地区
を除き一時帰宅実施
（15：00）避難勧告解除（伊ヶ谷地区を
除く）

8月21日 （20：00）臨時火山情報第15号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「島の東側と西
側の一部では5cm程度の噴石。西側中腹では50cm-1mの
噴石が広く落下。18日と同程度かこれを上回る噴火が繰
り返される可能性。山頂では崩落、島内では噴石、火山灰
に注意。山麓での噴火の可能性はなし。火山灰、雨による
泥流に注意」

（8：00）伊ヶ谷地区避難勧告解除 　　ﾚﾍﾞﾙ４ 今後も18日噴火と同程度（山麓
まで大きな噴石飛散）かこれを
上回る噴火が繰り返される可
能性。居住地域（伊ヶ谷）の山
麓に50cmの大きな噴石が確認
されたが、様子を見るため、レ
ベル４（避難準備）。次に同程
度か、これを上回る噴火が発
生すれば、今後も居住地域に
重大な被害が続くと想定しレベ
ル５（島外避難）とする。

8月24日 （22：05）臨時火山情報第16号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「一般的予測が
困難。観測体制の強化を図ることが必要。18日と同程度
かこれを上回る噴火が繰り返される可能性。このような噴
火が発生した場合、山麓へも噴石落下の可能性。島内で
は噴石、火山灰に注意が必要。山麓での噴火の可能性は
なし。火山灰、雨による泥流に注意」

伊豆部会によると、今後の活動
について一般的予測が困難。
山麓へも大きな噴石落下の可
能性。

8月29日 （05：20）臨時火山情報第17号
「04時35分ころ、山頂火口で噴火。有色噴煙の高さ5,000m
以上。北-北東に流れる。」

東京都災害対策本部設置
東京都現地災害対策本部設置
三宅村災害対策本部設置
政府非常災害対策本部設置

　　ﾚﾍﾞﾙ５ 噴煙高度5,000mと、噴火の規
模が大きく、居住地域に影響を
及ぼす噴火の可能性があるた
め、レベル５（島内避難）。

※以降も断続的に噴火。 （10：20）在宅高齢者島外避難東京消防
庁ヘリにて5名

（13：20）在宅高齢者島外避難東京消防
庁ヘリにて6名

（14：10）小中高生ら136名東海汽船「す
とれちあ丸」で島外避難

（04時24分ころ）山頂火口で噴火。有色噴煙の高さ
2,500m。

（11：10）在宅高齢者島外避難東京消防
庁ヘリにて2名

※大規模に降灰をもたらす噴火は8月29日で終了。以降、
2002年11月24日にかけて、山麓で少量の降灰をもたらす
程度の小規模な噴火が時々発生。

（11：45）三宅島全域に避難勧告・避難
指示（避難勧告：坪田地区・伊豆地区、
避難指示：神着地区・伊ヶ谷地区・阿古
地区・三池地区）

（14：00）在宅高齢者6名、東海汽船定
期船にて島外避難

8月31日 （17： 00）三宅島全域の避難勧告・避難
指示解除

（21：45）臨時火山情報第18号
火山噴火予知連絡会（伊豆部会）コメント「29日04時30分
ころの噴火では、山頂から北東側と南西側に向かって、そ
れぞれ5kmと3kmの低温で勢いのない火砕流が発生。時
速は10km。そのうち北東側のものは海まで達する。当面
は18日や29日の規模を上回る噴火の可能性。火砕流に
警戒。マグマが直接関与している場合は、将来より強い火
砕流になる可能性。噴石、泥流、火山ガスに注意。山麓で
の噴火の可能性はなし」

（伊豆部会の評価）
29日の噴火で、低温火砕流が
発生した。マグマが直接関与し
ている場合は、将来より温度の
高い火砕流が発生する可能
性。よってレベル５（島外避難）

9月1日 （18：10）火山観測情報第205号
「9月1日に観測した二酸化硫黄放出量は約3千トン/日」

東京都災害対策本部会議開催
「防災関係、ライフライン等要員除く村
民の当島外避難決定」

　　ﾚﾍﾞﾙ５
　　　（２）

（ガス理由）8月26日に1400トン
を観測。火山活動も活発なの
で今後も続く可能性。

（7：00）村民の島外避難を指示
（14：30）東海汽船「すとれちあ丸」にて
第1陣が島外避難

9月4日 （14：30）島外避難完了

※低温火砕流が山頂火口から
北東山麓の居住地域に流下。
29日の噴火に伴って発生した
現象を、低温火砕流と判断した
のは8月31日。

9月2日 村民の島外避難指示による

　　　　　　（以下略）　　　　　　　　　　　　噴火警戒レベルの（カッコ）の数字は火山ガスのみの評価によるもの

8月30日
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2003年 火口内規制。火山ガスに注意 ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動静穏。

火山ガスに注意。

6月30日 (12：10)火山観測情報第9号
「火山性地震増加。火口内の湯だ
まりの温度が高まっている」

火口内規制。火山ガスに注意 火山活動に活発化の傾向が見ら
れるが、火口周辺に影響する噴
火の可能性が低く、火山活動全
体として静穏。火口内規制
火山ガスに注意。

防災対応に変化がないことからレ
ベルの変更はなし。

11月4日 火山活動度レベル導入

＜レベル２＞

2004年 ﾚﾍﾞﾙ２
1月14日

＜レベル３＞

(17：08）火山観測情報第3号
「土砂噴出に伴う中岳第一火口の
南側火口壁下に灰色の付着物確
認。火口外での噴出物は確認され
ず。火口周辺注意」

＜レベル３＞

2月13日 (15：00）火山観測情報第14号
「火山活動は1月14日の土砂噴出
以前の状態に戻る」

火口内規制。火山ガスに注意 ﾚﾍﾞﾙ１ 火山活動は１月１４日より前の状
態に戻る。火口内規制
火山ガスに注意。

＜レベル２＞

2005年 ﾚﾍﾞﾙ２
4月14日

＜レベル３＞
5月13日 (15：00）火山観測情報第25号

「火山性連続微動は４月14日より
前の状態に戻る。マグマの上昇に
伴う地殻変動は観測されていな
い。火口周辺に影響する小規模な
噴火の可能性は低くなった」

火口内規制。火山ガスに注意 ﾚﾍﾞﾙ１

＜レベル２＞

2006年

1月20日

＜レベル１＞

火山活動やや活発化。今後火口
周辺に影響する小規模な噴火の
可能性がある。火口周辺規制
火山ガスに注意。

ごく小規模な噴火が発生。今後火
口周辺に影響する小規模な噴火
の可能性がある。火口周辺規制
火山ガスに注意。

阿蘇山

(15：57)臨時火山情報第1号
「規模の大きい土砂噴出発生し、８
００ｍの高さの白色噴煙を観測。詳
細は調査中」

火口周辺規制（1km）。
火山ガスに注意

(11：00)火山観測情報第3号
「中岳第一火口の湯だまりの表面
温度はやや低い状態が続き、火山
性連続微動の振幅も小さくなり、火
山活動は静穏な状態に」

(12：00)臨時火山情報第1号
「ごく小規模な噴火が発生し、中岳
第一火口周辺でごく少量の火山灰
を確認。今後火口周辺に影響する
小規模な噴火の可能性がある」

火山性連続微動が4月14日の前
の状態に戻る。マグマの上昇に伴
う地殻変動は観測されていない。
火口周辺に影響する小規模な噴
火の可能性は低い。火口内規制
火山ガスに注意。

火口周辺規制（1km）。
火山ガスに注意

（現行の規制例）

○火口内規制
　　　　　　　　　：レベル１or２（火山観測情報）
○火口から概ね1km規制
　　　　　　　　　：レベル３（臨時火山情報）
○火口から概ね2km規制
　　　　　　　　　：レベル４（緊急火山情報）

○より大きな噴火については、旧県有料道路
　料金所からを規制。

（変更案）

○火口内規制　　　　　　 　：レベル１

○火口から概ね1km規制　：レベル２

○火口から概ね2km規制　：レベル３

○より大きな噴火については今後検討。
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1990年 ﾚﾍﾞﾙ１ 長期間、火山活動は低調。

7月24日 　
7月25日 地震活動について（お知らせ）1号

「地震多発。火山活動との関連は今は明らかでは
ないが、今後の推移に注意」

地震多発。火山活動との関係は明らか
ではないが今後の推移に注意。
レベルの変更なし

8月20日 地震活動について（お知らせ）6号
「微動と思われる震動が8月に29回。今後の推移
に注意」

火山活動との関係は不明。今後の推移
に注意。
レベルの変更なし

11月7日 おしらせ16号
「群発地震が継続。微動と思われる震動が引き続
き発生。今後注意深く監視」

火山活動の活発化は懸念したが、もう
少し様子を見ると判断。
レベルの変更なし

11月14日 おしらせ17号
「7月から地震活動は活発化。火山性微動を時々
観測。10月15日から2ヶ月間基礎調査観測を実
施。今後も注意深く監視」

ﾚﾍﾞﾙ２ 微動と思われる震動を火山性微動と認
識。今後も注意深く監視。

11月17日 (09:10)臨時火山情報第1号
「普賢岳付近の2ヶ所で噴煙を確認。十分な警戒
が必要」

(10：00)仁田峠登山道路を通行止め ﾚﾍﾞﾙ３ 小規模な噴火が発生。火山活動は活
発。今後も居住区域に影響しない程度
の噴火が発生する可能性。入山規制

11月22日 雲仙岳火山対策連絡協議会発足。噴火口
から2km以内の立入禁止

1991年

5月17日

5月20日 溶岩ドーム出現
(20：10)臨時火山情報第25号
「地獄跡火口に溶岩塊確認」

5月24日 (09：25)臨時火山情報第33号
「溶岩の崩落。溶岩流出への警戒が必要」

当初、火砕流発生との認識はなく、溶
岩流出に対する警戒を呼びかけた。こ
のことからレベルの変更はなし。（現在
であれば、この時点で火砕流の危険を
認識し、レベル４に変更。）

5月25日 (17:10)臨時火山情報第34号
｢24日08時08分の現象は火砕流｣

ﾚﾍﾞﾙ４ 前日の「溶岩の崩落」を火砕流と認識。
今後、さらに大きな火砕流が発生すれ
ば、居住区域に被害が出る可能性も考
えられる。居住区域避難準備（現在で
あれば、前日の「溶岩の崩落」の時点
で、火砕流と判断し、レベル４。）

5月26日 （11：30）負傷者1（初めての人的被害：土砂
排除作業員）

（12：45）臨時火山情報第35号「火砕流は人家付
近まで接近」

（13：05）島原市：北上木場町、南上木場
町、白谷町、天神元町、札の元町に避難
勧告

ﾚﾍﾞﾙ５

（13：30）火山活動情報第1号
「頻繁に火砕流が発生、火砕流のその先端は人
家の近くまで達している模様。火砕流に厳重に警
戒」

(17:30)島原市：浜の町、鎌田町、北安徳
町、中安徳町、南安徳町に土石流に対す
る避難勧告
(17:30)深江町：大野木場・瀬野地区に火砕
流に対する避難勧告

5月29日 （19：40）火山活動情報第2号
「やや規模の大きな火砕流発生、火砕流の先端
は民家から400～500mまで達しているとのこと。
今後も火砕流、土石流に厳重に警戒」

6月3日 （16：20）火山活動情報第3号「火砕流連続。火砕
流、土石流に厳重に警戒」

（16：13）島原市白谷町、天神元町、札の元
町に避難勧告
（16：16）深江町大野木場地区に避難勧告

（17：10）火山活動情報第4号
「16時30分上木場地区の民家付近の数ヶ所で火
砕流による火災が発生。筒野バス停より下流ま
で火砕流が到達」

（16：45）深江町瀬野地区（川原端、柴原）
に避難勧告
（17：03）島原市浜の町、鎌田町、北安徳
町、中安徳町、南安徳町に避難勧告

（18：00）臨時火山情報第47号「大きな火砕流、負
傷者の確認」

（18：13）島原市仁田町、門内町、大下町に
避難勧告

6月4日 （0：45）深江町：瀬野地区（上、中、下瀬野）
に避難勧告

6月7日 （12：00）島原市北上木場町、南上木場町、
白谷町、天神元町、札の元町の国道57号
から西側を警戒区域に設定

（18：00）島原市仁田町の一部、門内町の
一部、大下町の一部の国道57号から西側
を警戒区域設定

（注）市町名称は事例当時の名称を使用

雲仙岳

人家付近まで火砕流が接近。今後火砕
流が発生すると居住区域に被害が及
ぶ可能性が高い。居住区域避難

（以下略）

臨時火山情報第23号
「マグマが浅いところまで上昇。溶岩流出等に対
する警戒が必要」

溶岩流に対応しており、実際の溶岩流
が確認されてから具体的な対応を検
討。このことからレベルの変更はなし。
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噴火シナリオと防災対応の想定

・ 北海道駒ケ岳

・ 伊豆大島（島内避難及び島外避難を検討）

・ 三宅島（島外避難を検討）

・ 雲仙普賢岳

・ 桜島（島外避難を検討）

本検討会では、以下の火山について、既存の噴火シナリ

オや火山ハザードマップ を基に、避難のタイミング、避難

経路、避難方法等を検討
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台

１
往

復
）
：
１
４
分

〔
総

人
数

：
２
７
８
人

世
帯

数
:１
２
９
世

帯
〕
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0
2.

5
5

7.
5

10
1.

25
キ
ロ
メ
ー
ト
ル

±

森
町

砂
原
漁
港 旧

砂
原
町

掛
澗
漁
港

森
港

2
78

2
78

5

5

5

町
営
牧
場

大
沼
国
定
公
園

沼
尻
漁
港

鷲
ノ
木

漁
港

蛯
谷

漁
港

石
倉

漁
港

尾
白

内
小

学
校

集
合

人
数

：
１
，
８
４
４
人

避
難

先
ま
で
任

意
避

難
（
徒

歩
）

〔
総

人
数

：
１
，
８
４
４
人

世
帯

数
:７
０
６
世

帯
〕

駒
ケ
岳
小
学
校

集
合

人
数

：
５
３
３
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
１
５
分

一
時
集
合
か
ら
バ
ス
輸
送
に
よ
る
避
難
時

間
計

（
バ

ス
３
台

４
往

復
）
：１

３
８
分

〔
総

人
数

：
５
３
３
人

世
帯

数
:２
５
１
世

帯
〕

赤
井

川
小

学
校

集
合

人
数

：
５
５
７
人

七
飯

方
面

へ
任

意
避

難
〔
総

人
数

：
５
５
７
人

世
帯

数
:２
５
８
世

帯
〕

鹿
部
総
合
体
育
館

集
合

人
数

：
３
，
１
６
７
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
１
４
分

一
時
集
合
か
ら
バ
ス
輸
送
に
よ
る
避
難
時

間
計

（
バ

ス
１
４
台

５
往

復
）
：
１
６
８
分

〔
総

人
数

：
３
，
１
６
７
人

世
帯

数
:１
，
２
２
５
世

帯
〕

徒
歩
等
に
よ
る

任
意
避
難

旧
掛
澗
小
学
校

集
合

人
数

：
１
，
９
２
３
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
１
０
分

一
時
集
合
か
ら
バ
ス
輸
送
に
よ
る
避
難
時

間
計

（
バ

ス
７
台

６
往

復
）
：１

６
９
分

〔
総

人
数

：
１
，
９
２
３
人

世
帯

数
:７
５
６
世

帯
〕

砂
原

中
学

校
集

合
人

数
：
２
，
２
１
０
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
１
３
分

一
時

集
合

か
ら
バ

ス
輸

送
に
よ
る
避

難
時

間
計

（
バ

ス
９
台

５
往

復
）
：
１
６
０
分

〔
総

人
数

：
２
，
２
１
０
人

世
帯

数
:８
６
９
世

帯
〕

出
来
澗
会
館

集
合

人
数

：
４
９
０
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
２
０
分

一
時
集
合
か
ら
バ
ス
輸
送
に
よ
る
避
難
時

間
計

（
バ

ス
３
台

４
往

復
）
：１

７
７
分

〔
総

人
数

：
４
９
０
人

世
帯

数
:１
８
１
世

帯
〕

鹿
部
町

シ
ナ
リ
オ

2の
場

合
の

各
地

の
避

難
時

間
（
想

定
）

（
一
般
住
民
・
災
害
時
要
援
護
者
同
時
避
難
の
場

合
）
－

バ
ス
に
よ
る
避

難
N

彦
澗

集
落
セ
ン
タ
ー

集
合

人
数

：
９
３
２
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
１
７
分

一
時

集
合

か
ら
バ

ス
輸

送
に
よ
る
避

難
時

間
計

（
バ

ス
５
台

４
往

復
）
：
１
５
５
分

〔
総

人
数

：
９
３
２
人

世
帯

数
:３
６
７
世

帯
〕

旧
沼
尻
小
学
校

集
合

人
数

：
２
８
６
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
２
１
分

一
時

集
合

か
ら
バ

ス
輸

送
に
よ
る
避

難
時

間
計

（
バ

ス
２
台

３
往

復
）
：
１
２
９
分

〔
総

人
数

：
２
８
６
人

世
帯

数
:１
１
３
世

帯
〕

東
大

沼
小

学
校

集
合

人
数

：
２
７
８
人

バ
ス
所

要
時

間
（
片

道
）
：
９
分

一
時

集
合

か
ら
バ

ス
輸

送
に
よ
る
避

難
時

間
計

（
バ

ス
１
台

６
往

復
）
：
１
５
４
分

〔
総

人
数

：
２
７
８
人

世
帯

数
:１
２
９
世

帯
〕

※
バ
ス
は
地
元

の
バ
ス
会
社
（
2社

）
の

保
有

台
数

44
台

を
各

地
域

の
避

難
時

間
が

な
る
べ

く
均

等
に
な
る
よ
う
に
配

分
し
た
。

人
口
は
平

成
１
２
年

国
勢
調

査
よ
り
。
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森
町

砂
原
漁
港 旧

砂
原
町

掛
澗
漁
港

森
港

2
78

2
78

5

5

5

町
営
牧
場

大
沼
国
定
公
園

沼
尻
漁
港

鷲
ノ
木

漁
港

蛯
谷

漁
港

石
倉

漁
港

七
飯

・函
館

方
面
へ
の
避
難

合
計

世
帯
数
（車

両
台
数
）
：
38
7
台

避
難

時
間
：
1
8分

函
館
方
面
へ
の
避
難

合
計
世
帯
数
（車

両
台
数
）
：
1,
4
0
6
台

避
難
時
間
：
1時

間
5分

森
町
・八

雲
方
面
へ
の
避

難
合
計
世
帯
数
（車

両
台
数
）
：
2,
1
0
5
台

避
難
時
間
：
1時

間
4
0分

鹿
部
町

シ
ナ
リ
オ
2
の
場
合
の
各
地
の
避
難
時
間

（
一
般
住
民
・
災
害
時
要
援
護
者
同
時
避
難
の
場
合
）
－
車
に
よ
る
避
難

N

七
飯

・函
館

方
面
へ
の
避
難

合
計

世
帯

数
（車

両
台
数
）
：
95
7
台

避
難

時
間

：
4
4分
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1
時

間
2
時

間
3
時

間
4
時

間
5
時

間
6
時

間
7
時

間
8
時

間
9
時

間
1
0
時

間
1
1
時

間
1
2
時

間
1
3
時

間
1
4
時

間
1
5
時

間
1
6
時

間

(1
1
/
1
2
) 

 (
1
1
/
1
9
)

(1
1
/
2
1
)

(1
1
/
1
5
)

噴
火

警
戒

レ
ベ

ル

伊
豆

大
島

　
噴

火
シ

ナ
リ

オ
と

防
災

対
応

の
想

定

・
島

全
体

の
膨

張

約
半

年
数

日

・
カ

ル
デ

ラ
北

部
で

地
震

多
発

・
C

火
口

列
（
カ

ル
デ

ラ
縁

よ
り

外
側

の
割

れ
目

火
口

）
か

ら
噴

火
開

始

・
B

火
口

列
（
カ

ル
デ

ラ
内

の
割

れ
目

噴
火

）
か

ら
噴

火
開

始

噴
火

シ
ナ

リ
オ

（
1
9
8
6
年

）

・
火

山
性

微
動

の
間

欠
的

発
生

避
難

準
備

広
報

一
般

住
民

避
難

（
島

内
避

難
）

災
害

時
要

援
護

者
避

難
（
島

内
避

難
）

山
頂

付
近

立
入

禁
止

規
制

等

２
３

５
４

１

災
害

対
策

本
部

避
難

準
備

広
報

本
部

体
制

数
年

～
約

半
日

・
火

山
性

微
動

の
連

続
的

発
生

・
連

続
微

動
の

振
幅

増
大

・
三

原
山

山
頂

A
火

口
か

ら
噴

火
、

溶
岩

噴
出

・
山

頂
火

口
中

央
火

孔
内

で
の

新
噴

気
出

現

・
三

原
山

斜
面

を
溶

岩
流

下

・
三

原
山

山
頂

A
火

口
噴

火
再

開

・
海

岸
方

向
へ

C
火

口
列

拡
大

・
島

南
東

部
で

地
震

多
発

・
島

南
東

部
で

亀
裂

確
認

・
A

火
口

、
C

火
口

列
の

噴
火

停
止

・
B

火
口

列
で

小
噴

火
継

続
(1

1
/
2
3
午

前
中

ま
で

）

登
山

（
立

入
）
規

制
火

口
付

近
一

部
立

入
禁

止

避
難

広
報

避
難

広
報

※
（
時

間
軸

の
日

時
は

史
実

に
基

づ
く
）

＊
災

害
時

要
援

護
者

対
応

も
含

め
て

、
災

害
対

策
本

部
体

制
の

確
立

が
必

要
な

時
期

（
随

時
、

状
況

に
応

じ
て

）

避
難

準
備

避
難

準
備

遅
れ

て
避

難
す

る
住

民
が

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

避 難

避
難

＊
避

難
広

報
は

巡
回

と
周

知
に

か
か

る
時

間
と

し
て

約
２

時
間

と
し

た

車
両

避
難

に
か

か
る

避
難

時
間

の
算

出
に

つ
い

て

前
提

：
＊

各
世

帯
、

1
世

帯
1
台

で
車

に
よ

る
避

難
を

行
っ

た
場

合
を

想
定

＊
1
車

線
で

避
難

を
行

う
＊

対
象

は
元

町
、

岡
田

、
北

の
山

（
危

険
区

域
）
の

6
5
歳

以
上

の
高

齢
者

を
持

つ
世

帯

算
出

方
法

：
1
.時

速
4
0
km

で
、

走
行

可
能

と
想

定
2
.交

通
量

と
速

度
の

交
通

流
基

本
図

か
ら

交
通

流
率

（
台

/
時

）
を

把
握

3
.車

両
台

数
÷

交
通

流
率

で
車

両
処

理
時

間
（
避

難
時

間
）
を

算
出

デ
ー

タ
：

　
車

両
台

数
　

元
町

地
区

4
8
8
台

、
岡

田
・
北

の
山

地
区

4
2
0
台

　
走

行
可

能
速

度
4
0
km

/
時

間
（
想

定
）
　

交
通

流
率

　
約

1
3
0
0
台

/
時

＊
溶

岩
流

流
下

・
噴

火
の

危
険

が
あ

る
元

町
、

岡
田

、
北

の
山

地
区

は
、

危
険

区
域

外
へ

徒
歩

で
避

難
（
元

町
は

野
増

方
向

へ
避

難
、

岡
田

・
北

の
山

は
泉

津
方

向
へ

避
難

）

＊
避

難
時

間
は

、
約

1
時

間
1
0
分

（
最

遠
地

区
か

ら
危

険
区

域
外

へ
避

難
す

る
ま

で
に

要
す

る
時

間
）

＊
溶

岩
流

流
下

・
噴

火
の

危
険

が
あ

る
元

町
、

岡
田

、
北

の
山

地
区

の
高

齢
者

を
持

つ
世

帯
は

、
危

険
区

域
外

へ
車

で
避

難
　

（
元

町
は

野
増

方
向

へ
避

難
、

岡
田

・
北

の
山

は
泉

津
方

向
へ

避
難

）

＊
避

難
時

間
は

、
約

2
5
分

（
高

齢
者

を
持

つ
全

世
帯

が
危

険
区

域
外

へ
避

難
す

る
ま

で
に

要
す

る
時

間
）

遅
れ

て
避

難
す

る
住

民
が

発
生

す
る

可
能

性
が

あ
る

＊
避

難
広

報
を

受
け

て
か

ら
、

一
時

集
合

を
開

始
す

る
ま

で
の

避
難

準
備

時
間

を
約

３
０

分
と

想
定

し
た

 7
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1
0
高

免
港

１
桜

島
港

、
３
長
谷

港
、
４
武

港
、
５
藤

野
港

、
６
西

道
港

、
８
二

俣
港

、
９
白

浜
港

1
3
浦

之
前

港
、
1
4
宇
土

港
、
1
5
塩
屋
ヶ
元
港
、
1
6
有
村

港
、
1
7
宮

下
港
、
1
9
湯

之
元
港
、

2
1
野

尻
港
、
2
2
赤
水
漁

港

２
赤
生
原
港
、
７
松

浦
港
、
1
1
園

山
港
、
1
2
新

島
港
、
1
8
下
村

港
、
2
0
持

木
港

避
難

港
へ

の
集
合

時
間
（
徒
歩

、
地
区

最
遠
）
が
2
0
分
以

上
の

地
区

避
難

港
へ

の
集
合

時
間
（
徒
歩

、
地
区

最
遠
）
が
1
0
分
以

上
～

2
0
分

未
満

の
地
区

避
難

港
へ

の
集
合

時
間
（
徒
歩

、
地
区

最
遠
）
が
1
0
分
未

満

1
0
高

免
港

１
桜

島
港

、
３
長
谷

港
、
４
武

港
、
５
藤

野
港

、
６
西

道
港

、
８
二

俣
港

、
９
白

浜
港

1
3
浦

之
前

港
、
1
4
宇
土

港
、
1
5
塩
屋
ヶ
元
港
、
1
6
有
村

港
、
1
7
宮

下
港
、
1
9
湯

之
元
港
、

2
1
野

尻
港
、
2
2
赤
水
漁

港

２
赤
生
原
港
、
７
松

浦
港
、
1
1
園

山
港
、
1
2
新

島
港
、
1
8
下
村

港
、
2
0
持

木
港

避
難

港
へ

の
集
合

時
間
（
徒
歩

、
地
区

最
遠
）
が
2
0
分
以

上
の

地
区

避
難

港
へ

の
集
合

時
間
（
徒
歩

、
地
区

最
遠
）
が
1
0
分
以

上
～

2
0
分

未
満

の
地
区

避
難

港
へ

の
集
合

時
間
（
徒
歩

、
地
区

最
遠
）
が
1
0
分
未

満

3
46

2
1野

尻
港

野
尻

3
78

2
2
赤
水

漁
港

赤
水

1
26

1
3
浦
之

前
港

浦
之
前

・東
園
山

1
6

1
2新

島
港

新
島

5
2

1
5塩

屋
ヶ
元

港
塩
屋
ヶ
元

1
59

1
4宇

土
港

宇
土

9
9

1
7宮

下
港

古
里
町
東

新
古
里

2
0

1
6有

村
港

有
村

6
19

1
9
湯
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地域防災計画等に
添付されている資料の参考事例
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火山に関する知見等をとりまとめた資料

駒ケ岳噴火町相互地域防災計画では、地形や地質、噴火の履歴等駒ケ岳に関する知見、

防災対応にも役立つ社会的条件に関する情報等が巻末資料として5章、115ページにわたって

まとめられている。

参考文献リストも11ページにわたって整理されており、本文の出典を明らかにしていることで、

記載内容の確認やより詳細な情報を収集できるようにしている。

【駒ケ岳噴火町相互地域防災計画 巻末資料】

地域防災計画の資料編（例）
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「1640年噴火の推移」 「1640年噴火堆積物の分布図」

「第４章の歴史時代の噴出物」での内容一部抜粋

「第６章 協議会」での内容一部抜粋

「参考文献」一部抜粋
（11ページにわたり参考文献が記載されている）

【駒ケ岳噴火町相互地域防災計画 巻末資料】
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過去の噴火事例を掲載したハザードマップ

北海道駒ケ岳火山噴火災害
危険区域予測図

北海道駒ケ岳火山噴火災害危険

区域予測図では、避難場所の位置や

異常発生時の規制箇所など防災対

応に役立つ情報のほか、駒ケ岳周辺

の地形や地質、噴火の履歴等につい

ても関係資料としてまとめられている。
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2000年有珠山噴火と対応
第4回検討会 田鍋委員資料
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2000年有珠山噴火と対応

2007.6.7火山情報等に対応した火山防災対策検討会（第４回）事例資料

北海道有珠郡壮瞥町 総務課長 田鍋敏也

※スライド中 虻田町は現洞爺湖町 役職は2000年当時
〒052-0101 有珠郡壮瞥町字滝之町245番地 電話 0142-66-2121  FAX 0142-66-7001

http://www.town.sobetsu.hokkaido.jp

＜Contents＞

死傷者ゼロの背景

平時の防災啓発と緊急時の対応

2000年噴火と
火山防災マップ

2000年噴火後の
防災関係機関連携

依頼事項

2000年噴火時の対応

①うまく行ったこと、行かなかったこと

②ハザードマップは有効だったか

③２０００年の噴火災害後の
関係機関の連携体制の変化

洞爺湖温泉

人口: ２０００．３．３１現在
伊達市 35,431 人
虻田町 10,237 人
壮瞥町 3,310 人

虻田町 壮瞥町

伊達市

昭和新山

▲ ▲

有珠山

北海道洞爺湖サミット
期日2008年7月7日～7月9日開催

-145-



2000年3月31日13:07
西山山麓で最初の噴火

虻田町のＨＰより

虻田町泉地区 ↑ 国道230号

平成１２年 有珠山噴火

噴石 避難ルート国道230号

平成１２年 有珠山噴火

２０００年噴火
火口が人里に近かったため
噴石が脅威となった
事前避難により
減災成果が勝ち取られた

洞爺湖温泉街

西山山麓火口金比羅山火口

2000. 4. 8
北大宇井教授撮影

数百個の噴石･噴泥と泥流に襲われた火口
に最も近い洞爺湖温泉西山団地

北大 岡田教授資料
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報告書 有珠山（1973年）

北海道防災会議の委託を受け、
北海道大学、横山・勝井 他 ４先
生が中心にまとめた。

報告書中、第Ⅵ章、「将来の噴火
予測と防災対策」で、
噴火の場所、時期、タイプ等によ
る被害想定と、その防災対策の必
要性が１０頁にわたり提言

死傷者ゼロの背景
平時の防災啓発 （1977年噴火以降）

昭和新山爆発再現花火大会
1977年８月６日午後8時30分～

死傷者ゼロの背景
平時の防災啓発 （1977年噴火以降）

花火大会から約半日後
8月7日(日)午前9時12分噴火

壮瞥町の火山防災の原点
写真 三松正夫記念館 三松三朗館長撮影
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1983年～継続（毎年開催）

子ども郷土史講座

主催： 壮瞥町教育委員会
対象： 小学校３－５年生
講座開設回数： 概ね５回／年

火山関係協力者：
北海道大学 岡田 弘 教授

三松正夫記念館長 三松三朗氏

来るべき噴火時に第一線で活躍し 2003.10.4 平成15年第4回講座 有珠山外輪山で

ているであろう子どもたちに「火山」
への認識を高めてもらうため、昭和新山、有珠山体験学習会を実施受講者は
24年間で750名。のべ1500名余りなる。

死傷者ゼロの背景
平時の防災啓発 （1977年噴火以降）

壮瞥町長挨拶 1995. 10. 15
「防災まちづくりを明言」

死傷者ゼロの背景
平時の防災啓発 （1977年噴火以降）

火山防災マップ発刊
1995年9月作成、全戸配布
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死傷者ゼロの背景
平時の防災啓発 （1977年噴火以降）1997年

有珠山噴火20周年事業

1998年
防災計画の見直し
→ 避難場所の指定 看板設置

→ 「災害に備えて」発刊、配布

1999年 講演会
北海道大学宇井忠英教授

これらの平穏期の情報共有は….

有珠山に対する正しい知識、理解を醸成

専門家・行政・住民間で顔の見える関係を構築

→ 緊急時の的確な住民の避難行動に結びついた

〇 人命の優先

・最悪のシナリオを想定した避難

・早期避難の実現

〇 科学的認識を踏まえた措置

対応、行政措置の検討時、科
学的知見を集約した

ハザードマップは、常に使用さ
れた。

緊急時の対応
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早期避難の実施プロセス

洞爺湖温泉、壮瞥温泉、昭和新山地区に

避難勧告発令

洞爺湖温泉、壮瞥温泉、昭和新山地区に

避難勧告発令

火山・災害対策情報の提供、避難所開設
防災無線放送・広報車・対象地区各戸チラシの配布

火山・災害対策情報の提供、避難所開設
防災無線放送・広報車・対象地区各戸チラシの配布第１段階

3月28日

3月29日
13:00

第２段階

避難指示に切り替え発令18:30

緊急火山情報第１号

3月30日（木） 避難対象地区住民 が避難完了

平穏期の認識の共有
迅速な避難 → 死傷者ゼロ

壮瞥町災対本部
本 部 総務課
住民広報 消防・建設課
報道対応 企画調整課
避難所対応 民生課
問合せ対応 財政課
観光客対応 経済課

公式情報
北海道など

火山情報

専門家
からの
情報

(ｱﾄﾞﾊﾞｲｽ)

住民

広報車両
防災無線
チラシ配布
直接訪問 など

報道

機関

関係機関

壮瞥町の災害対応の
状況を情報発信、共有

Web の活用

情報の受発信、共有システム

緊急時の対応
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２０００年３月２９日
避難勧告と避難

火山活動の状況
今後の対応をアドバイス

専門家

壮瞥町災対本部

北海道等 11:10 緊急火

山情報第１号

10:00～火山活動説明会

壮瞥町公民館
情報共有、意志決定・
避難措置発令後の
対応の検討、準備

12:15 災対本部開催
13:00 「避難勧告」

避難勧告の情報
防災無線、広報車両
メディアなどを通し
住民へ

避難準備

15:00～
避難誘導開始

夕刻 完了

住 民
避難対象地区

前日から
・ 自主避難の

呼びかけ
・ 火山情報の

提供 が、
行われていた

専門家からの助言は、緊急対応の
検討、準備に大いに役だった。

専門家からの助言、公的情報を根拠に
行政判断を行うことができた。

このスタイルは、一時帰宅、避難解除
実施の際にもとることができた。

緊急時の対応

情報の受発信、共有システム

当時の町Web
有珠山情報
毎日更新

緊急時の対応
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当初の避難エリア

3月30日（木） 避難対象地区住民 10,545 人が避難完了

緊急時の対応 防災マップ

噴火開始直後、内閣官房審議官、地元行政、専門家が
ハザードマップにより、避難指示区域拡大を緊急検討

2000年3月31日13:26
伊達市役所にて

北大 岡田教授撮影

緊急時の対応 防災マップ
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◆ 被災者生活再建支援法の適用
・エリア： 虻田町 ・適用月日： 3月31日（4月19日公示）

◆ 情報提供（共有）
・行政ニュースの発行（避難所へ）
・避難地区の空撮映像情報

（4月3日～各避難所に提供）
・HPを活用した情報提供

◆ 生活資金の貸付

◆ 自衛隊派遣要請（北海道知事）
3月30日 20:30 （給食援助）

◆ 壮瞥町の被災者支援
・避難指示区域の水道料、公営住宅家賃等の減免
・観光客誘致キャンペーン ・被災事業所に対する特別資金の貸付
・被災者、被災事業所の事業用固定資産税減免（Ｈ１２年度）

有珠山噴火非常災害現地対策本部会議
会議の様子は各避難所へビデオ配送、公開

火山の映像は対策の貴重な判断材料

緊急時の対応

情報の受発信、共有システム

避難所の対応

◆ 避難地区の空撮映像情報
（4月3日～各避難所にビデオ配送）

避難地区、自宅をビデオ映像で確認する避難者 H12.4.3 写真 北海道新聞社編 有珠山噴火
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◆ 各種マップ類が整うまで時間を要した。

広範囲な道路交通規制 住民生活に多大な影響

→ マップ類の常設、関係機関と自治体が連携を強化
→ 避難システムの構築が必要

◆ 現地対策本部と各市町対策本部

・関係機関が集結し現地対策本部が機能したのは３月３０日以降
避難勧告、避難指示の措置は、自治体判断で行われた。

→ 有珠山は過去前兆地震から最短約30時間で噴火

→ 初動時の危険評価システムの構築が重要

・現地対策本は伊達市に設置
→ 虻田・壮瞥両首長は会議出席（移動）に時間を要した
→ テレビ会議システム構築、各市町本部へ関係機関が集結

2000年噴火の課題と教訓

2000年噴火の課題と教訓
◆ 防災施策のプライオリティーの認識に相違

2000年噴火前，防災会議協議会の活動はなし

連携した防災事業の展開は皆無
有珠山への理解、専門家との交流，情報伝達手段の整備，避難所施設の表示など対策

を行っていなかった自治体は厳しい対応を余儀なくされた。
一例 → 何度も避難先を変更 → 一番迷惑を被ったのは「住民」

→ 2000年噴火後，

火山を理解する取組の重要性が認識
→ 防災会議協議会の連携を強化

NPO CeMI 等を中心に連携事業が広く展開
北海道火山防災サミット 2005、2006

→ 1977年有珠山噴火30年記念事業 計画中
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2000年噴火後の関係機関連携

2006.7.28 ４市町（旧６市町村）で新たに防災協定締結

協議会 市町村再編後、豊浦町と北海道開発局等
４機関を加え、拡充と連携を強化

有珠火山防災会議協議会
伊達市、豊浦町、壮瞥町、洞爺湖町

北海道開発局室蘭開発建設部
室蘭地方気象台 後志森林管理署
海上保安部 陸自第71戦車連隊

北海道胆振支庁 室蘭保健所
室蘭土木現業所 伊達警察署

西胆振消防組合

2000年噴火後の関係機関連携
有珠火山防災会議協議会

平成１８年度主な事業（後援含）

18.7.28 防災協定締結
18.7.29 北海道火山防災サミット

フィールドトリップ
18.9.22 有珠山学習会（写真左）

19.3.3 地域防災講演会（写真下３枚）

-155-



2000年噴火後の関係機関連携
北海道火山防災サミット 2006 in いぶり

NPO CeMIを中心に関係機関（市町村、国、道の機関）が実行委員会を組織し実施

有珠火山防災マップ
有珠山における策定までの経過

・第１期 1973年~1977年噴火まで
ハザードマップ情報無視の時代

活用されなかった４年前の防災対策書

・第２期 1977年噴火から雲仙岳噴火まで
ハザードマップ情報拒絶の時代

観光地の復興専念・助言拒絶の困難な時代

・第３期 雲仙岳噴火から1995年まで
ハザードマップ受け入れ準備の時代

雲仙岳の火砕流災害（怖さの実感と事前対策の必要性､1991）

奥尻島の津波災害

昭和新山生成50周年記念事業（1993-1995） 北大 岡田教授資料
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有珠山火山防災マップ

1995年9月発刊，全戸配布

A1版（A4折込，両面）

表面 噴火履歴，前兆，火山情報，
噴火が始まったら等

裏面 マップ，災害の種類等

有珠山火山防災マップ

1998年壮瞥町発刊
町防災計画の見直し後，避難経路，
避難所，防災無線位置を入れ発刊

B3版（B5折込，両面4色刷）

持出品チェックリスト、情報伝達経路
を簡潔に掲載
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有珠山火山防災マップ

観光客向け防災マップ( 2000年5月壮瞥町発刊)

玄関用B2版（左）と
客室用 マップ・４カ国語避難時の注意 A4版

街づくりとハザードマップ
左 土地利用区域図
右 道路網整備検討図

2000年噴火の教訓

土地利用
今回の噴火では全く
機能しなかった、
西胆振消防組合本部庁舎

1995年整備

有珠山火山防災マップ
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有珠山火山防災マップ

観光施設に掲示(解説)さ
れているハザードマップ

左 有珠山ロープウェイ
右 金比羅火山遺構群

有珠山火山防災マップ

有珠火山防災会議協議会

2002.2発刊全戸配布

専門家による説明会も開催

2003.3発刊 全戸配布 2004.3完成
有珠山副読本

中学生版
北海道開発局
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避難した方にお聞きします
・ 何を通して避難指示を知りましたか？
・ いつ避難をしましたか？

避難指示を知った理由

1

１７％

１０％

１９％

４９％

テレビ

ラジオ

防災無線

広報車

その他

無回答

いつ避難したか

1 6

１５％

３５％

４３％

指示前

指示後すぐ

指示後しばらくして

その他

無回答

2000年有珠山噴火災害に関する

住民アンケート調査 2000.11.20

噴火時に頼りにする機関
消防
3%

有珠火山観
測所
18%

噴火予知連
19%

町役場
34%

マスメディア
17%

マスメディア

北海道

町役場

噴火予知連

有珠火山観測所

開発局

国土庁

自衛隊

警察

消防

その他

無回答

・ 有珠山噴火時に頼りにする機関や情報源はどこです
か？

２つに○
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・ 避難しなければならないと思った要因は何ですか？

30%

2%

16%

2%2%4%

28%

13%

3% 0%
1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

１ 役場、警察などから直接、避難勧告・指示が伝えられた

２ 役場、警察などから電話で避難勧告・指示が伝えられた

３ 広報車や防災無線から避難勧告・指示が伝えられた

４ 家族や近所の人から避難勧告・指示が伝えられた

５ 近所の人が避難を始めた

６ 家族や知人に勧められた

７ 大きな地震が続いた

８ 過去の噴火経験から

９ その他（ ）

災害・防災について
・ 必要だと思う防災対策はどれですか？あてはまる番号すべてに ○

必要だと思う防災対策（％）

0

20

40

60

80

100

必要だ 67.6 71.2 67.1 48.2 82.9 44.1 57.1 6.5 6.5

1 2 3 4 5 6 7 8 無回答

１ 避難所などの公共施設

２ 避難道路や砂防ダムなどの防災施設
３ 有珠山の常時観測

４ 噴火予知に関わる基礎研究

５ 正確ですばやい情報伝達
６ 火山知識の普及

７ 近隣市町との行政連携の強化

８ その他
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・ あなたが今後の防災対策や復興対策について、
町・道・国に求めることは何ですか？ いくつでも○

0

6.5

4.7

24.1

32.4

31.2

37.1

51.8

47.1

47.6

42.9

44.1

70.6

66.5

020406080

1

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

無回答

噴火活動を予測する体制の充実

砂防対策の充実

有珠山火山防災マップの充実

緊急時の対応体制の強化（防災無線の設置など）

仮設住宅や避難所の住環境の改善

医療・保健対策の充実

雇用対策の充実

自宅の建て替え・補修・購入への融資制度の充実

運転資金・借入金返済などへの融資制度の充実

観光客の誘致や販売促進キャンペーンの充実

直接の被災地域外の周辺観光地や取引業者への支援

その他（ ）

特に望むことはない

1977年火山遺構公園

2000年噴火
西山山麓火口散策路

洞爺湖周辺地域エコミュージアム構想

壮瞥町エコミュージアムセンター
（H19.11竣工）洞爺湖ビジターセンター

H19.5.14オープン

有珠山 外輪山遊歩道
三松正夫記念館

昭和新山資料館

火山の恵み（遺構）エリア
拠点施設
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「洞爺湖周辺地域
エコミュージアム推進協議会」

2006.11.21設置

新しい洞爺湖圏域の創造を目的

協議会 会長 壮瞥町長、副会長 洞爺湖町長

監事 伊達市長、豊浦町長

アドバイザー
北海道開発局室蘭開発建設部長
北海道胆振支庁長 （事務局 壮瞥町）

運営委員会（事業推進組織の設置（検討））

構成イメージ 学識者、住民・団体の代表

各エリア（テーマ）の活動団体
そうべつエコミュージアム友の会
各市町郷土史研究会 ＮＰＯ など

－洞爺湖周辺エコミュージアム－

Lake Toya Area EcoMuseum

◆情報の共有（科学者の役割）

科学的知見に基づく助言、アドバイスは平穏期の防災ま

ちづくり、緊急時の行政判断に不可欠

→ このシステムをぜひ次世代へ

◆減災の正四面体構造

の構築

２０００年の教訓と将来の減災に向けて

火山と共生する地域づくり

減災の正四面体構造（テトラへドロン）
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火山と共生する地域づくり

○ 必要なハード整備
○ ハザードマップによる土地利用
○ ７７年体質の反省

→ 平時の備え 死傷者ゼロ
→ 次世代へ伝承

○ エコミュージアム
→ 災害環境の認識を高め
→ 火山を資源として活かす

学識者・住民・行政が連携するエコミュージアム
「地域振興と減災の効果」を期待

２０００年の教訓と将来の減災に向けて
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阿蘇火山における防災対策
第5回検討会 池辺委員資料
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阿蘇火山における防災対策

財団法人 阿蘇火山博物館久木文化財団

阿蘇火山博物館

池辺伸一郎

火山情報等に対応した火山防災対策検討会

報告の内容

１．中岳の活動の特色

２．近年の中岳の活動

３．観光地としての阿蘇

４．近年の噴火災害

５．火山防災に関する自治体の取り組み

６．観光客の避難対策

７．普及・啓発の取り組み
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１．中岳の活動の特色

N２期の活動

・およそ１６００年前に中岳としては最大
規模のマグマ水蒸気爆発が発生した

・堆積物の特徴：白色変質岩片を多量に
含んで、褐色を呈する中岳の降下ス
コリアからなる（宮縁・渡辺,1997)。

N1期の活動
・約９９０年前以降の主に中岳の活動。

・堆積物の特徴：主に黒色で砂質火
山灰と幾層かの水蒸気爆発の堆積物
からなる。

（宮縁・渡辺,1997)

長期的に見れば，
５００～１０００年周期？

Ｎ１期の活動は減衰傾向？
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１９３３（昭和８）年の噴火活動

第４火口からの噴煙

丸昭八岩

２．近年の中岳の活動

１９５８（昭和３３）年の噴火

1958年６月２４日
（種子田他（１９５９）より引用）
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（１９７９年の噴火）

1988~1995年の活動

１．活動の初期（活発化）段階では，阿蘇に特徴的な噴
火サイクルに沿って変化した．

２．活動の最盛期にはストロンボリ式噴火が見られたが，
その最中においてもマグマ水蒸気爆発が発生した．

３．活動の減衰期においては，活発なマグマ噴火とマグ
マ水蒸気爆発等を不規則に繰り返した．

４．この時期におけるマグマ水蒸気爆発は，dry なもの
ではなく いわゆる爆発音を伴うようなものはなかった．
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（火口カメラ資料）１９８９年の噴火

（火口カメラ資料）１９９０年の噴火
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（火口カメラ資料）１９９２年の噴火

３．観光地としての阿蘇

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1,600

1,800

2,000

１１年 １２年 １３年 １４年 １５年 １６年 １７年

熊本市

阿蘇

天草

山鹿・鹿本

玉名・荒尾

菊池

八代

人吉・球磨

水俣・芦北

宇城

上益城

（熊本県観光統計より）

このうち，年間約１００万人が火口見物に訪れる
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１９５８（昭和３３）年の噴火

サ－ジによると思われる破壊状況

４．近年の噴火災害

１９５８年噴火による被害状況（ロ－プウエ－資料）

断線したロ－プ

火口駅舎の屋根火口駅舎
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昭和以降の火山災害

噴火による死者２１名
負傷者１００名以上
牛馬や建物への被害多数

火山ガスによる被害
平成以降７名の死者

（渡辺，2001）

５．火山防災に関する自治体の取り組み

阿蘇市，南阿蘇村主催 阿蘇火山防災訓練
３６機関，約４２０名参加（平成１８年度）

（写真提供：阿蘇市）
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～ハザ－ドマップ～

・観光客に対する安全確保
・噴火時の噴石、火砕サ－ジに

対する注意が必要（特に山上
広場一帯）

・ 熊本県によって新たなマップを作成中

火山噴火対策

（阿蘇火山防災会議協議会資料）
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火山ガス対策

ゾ－ニングによる火山ガス規制を実施

（阿蘇火山防災会議協議会資料

火山ガス対策
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パトライトの設置

パトライトとともに，火口周辺では常時火山ガスに
対する注意を促すアナウンスを流している

６．観光客の避難対策

火口周辺において，監視員
が常時６名巡視を続けている

退避壕が火口周辺に設置
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退避壕

火口周辺に１１基，ひとつの退避壕に６０人入ることができる．
サージ対策として，火口の反対側に入口をつけてある．

阿蘇山ロープウエー駅舎内に救護所を設
置（阿蘇市），このほか， 阿蘇火山博物館

によって草千里にも
救護所を設置（いずれも看護師常駐）

ロープウエーから火口見物に
出るところは防護壁がつくられ
ており，入口と出口が互い違
いにつくられている
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７．普及・啓発のとりくみ
チラシの配布時に，直接ドライバーへ
ぜんそくの有無や火山ガスの危険性に
ついて話しかける

博物館による「火山教育」

フィールドワーク
「火山の地形や噴出物の観察」
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博物館による「火山教育」

TV電話システムを用いた

遠隔授業

博物館としての取り組み

訪れる小中学校を相手に、

館内で火山や防災に関する

レクチャーを実施
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火山の実験１（カルデラ形成）

火山形成と地層調査の実験
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「火山と環境」シンポジウム

開催趣旨

これまでに噴火や火山ガス
による人的被害も多く発生し
ている阿蘇において、火山防
災について認識を新たにして
おくことが必要である。この
シンポジウムでは阿蘇におけ
る火山研究と防災といった面
からとらえ、より多くの人々
への啓発につなげていきたい。

～熊本大学との包括的連携キックオフ事業～

荒牧重雄 東大名誉教授「火山と環境」
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シンポジウム参加者

参加者内訳
阿蘇市 ６０名
熊本県 ２３名
気象庁 ８名
国交省，環境省 １２名
警察・消防・自衛隊 ２１名

その他行政担当者 ９名
学校関係者 １４名
阿蘇の観光業者 ４７名
地質関係業者 ２１名

一般参加者 ４０２名

計 ６１７名

三宅島巡回展

趣旨
２０００年噴火以来住民の全島避難
が続いてきた三宅島では、わずか
ながらも沈静化の方向にあって、２
００５年２月には住民の一部帰島も
実施された。

「産総研 地質標本館」， 「全国火
山系博物館連絡協議会」，「ネット
ワ－ク三宅島」ではこれを機に、三
宅島島民の方々への応援と早期
復興への願いを込めて、三宅島に
関する巡回展を企画した。
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企画概要

1) 三宅島に対して、火山を活かした地域づくりを提案

2) 三宅島の魅力と、安全システムの構築された島の

現状を全国に紹介

3) 巡回展を開催する火山博物館が三宅島島民を招聘

し、噴火体験や避難体験を話してもらう講演会やシンポ
ジウムを開催するなどの普及活動を実施

4) 巡回展終了後は、三宅島島民の防災教育と観光振

興の為にこの資料を活用し、「三宅島火山博物館」の

設置をめざす

展示施設：磐梯山噴火記念館， 阿蘇火山博物館，雲仙岳災害記念館，

伊豆大島火山博物館，立山カルデラ砂防博物館，地質標本館

阿蘇火山博物館での展示
平成１８年９月１０日～１０月３１日
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「めざせ一流！
われら阿蘇の研究者」
子どもゆめ基金（独立行政法人国立青少年

教育振興機構）助成活動

阿蘇火山博物館の学芸員（吉川

美由紀）と阿蘇郡市内の３つの

小学校が，それぞれの地域に

関わる“阿蘇の魅力”を発掘し，

調査研究活動を実施

阿蘇の魅力を探ることが
火山防災にもつながる

阿蘇市立宮地小学校
「阿蘇火山と水とわたしたち」

南阿蘇村立立野小学校
「立野の谷をさぐれ」

阿蘇市立碧水小学校
「消えた湧水のなぞ」
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2006年10月22日 熊本大学での一般講演会

NPO法人阿蘇ミュ－ジアム
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阿蘇としての取り組み

インタープリター
養成講座の開講

約２ヶ月間で座学と
フィールドワークを７７
時間開講、阿蘇火山
や火山防災に関する
基礎的なものを会得
してもらう

（これまでに３０名の修了者）
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携帯メールを用いた

浅間山登山者登録システムの実証実験
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携帯電話による登山者の入・下山登録システムと、登山中の火山・気象情報をタイムリーに発信する『登山者ポータルサイト』の実用
化を目指しています。またこれによって、火山地域全般における「より安心で安全な登山環境づくり」を目指しています。

登録すると何ができるの？

『入・下山時、携帯電話で簡単登録！』
～登山者の安心・安全を守るために～

★もし火山が活発化したときや気象注意報・警報
発表時には当システム登録者へメールでお知らせし

ます！
★周辺の天気も携帯のポータルサイトから簡単
にチェックできます！

★浅間山ライブカメラで『今日の浅間山』もご覧に
なれます！

※実証実験中につき通常の「登山届」は必ず
提出くださるようお願い致します。

実施期間：10月6日～11月末まで

登山道によっては電波の届きにくい場所（裏
面参照）があり当システムより配信された情
報を得られない場合もございます。

なお、皆様の浅間山登山が安心で安全なもの
になることを目的としていますが、あくまでも実証
実験であり、登山中のいかなる事故・怪我等に関
しても運営主体は責任を負い兼ねます。

※詳しくは入山登録完了案内メール受信後、サイ
ト内「ご利用規約」を必ずご一読ください。

登録方法

－登山者登録システム－

必ずお読みください

ケータイを
利用した

※注意※ ドメイン指定受信の設定をされている場合は、登録前に「kankyo-bousai.net」と「njwa.jp」の受信ドメイン登録をお願い致します。

入山時

下山時

①左記バーコード
を読み取る（おサ
イフケータイをご利
用の方は、専用
リーダーライーター
にかざしてくださ
い）

②空メールを送信
（何も書かずにそのま

ま送信してください。）

③返信されるメール
内のＵＲＬにアクセ
ス

or

To：reg_asama@kankyo-
bousai.net

Sub：入山登録

浅間山実証実験登録

そのまま送信してくださ
い。

From：noreply@kankyo-
bousai.net
Sub：浅間山実証実験（入
山）

登山登録は次の画面で完了
いたします。
↓コチラをクリック↓
http://www.････････

よろしくお願いいたします。

入山、下山時それぞれ以下の登録にご協力願います。

①左記バーコードを読み取る（ま
たは浅間山ポータルサイト内下
山登録をクリック）

②空メールを送信

（何も書かずにそのまま送信してくだ
さい。）

③返信されるメールから、登録
ページにアクセス。登録後、完了
メールを受信して終了です。

浅間山

ｻｲﾄ

浅間山

ｻｲﾄ

or

To：del_asama@kankyo-
bousai.net

Sub：入山登録

浅間山実証実験登録

そのまま送信してくださ
い。

From:noreply@kankyo-
bousai.net
Sub：浅間山実証実験（下
山）

下山登録ありがとうございま
す。

◆実証実験のご協力ありが
とうございました。お疲れの
ところすみませんが、参加者
の皆さまの声を反映させて頂
きたく、最後にアンケートのご
記入をお願い致します。
↓アンケートはコチラ↓

→http://www.・・・・

浅間山実証実験登録（入山）
登山登録

メールアドレス：
xxxxx@docomo.ne.jp
利用規約をお読みの上、登
録をお願いいたします。利用
規約入山予定期間を選択し
て下さい。
■今回の登山人数

□１人
□２人
□３人
□４人
□５人以上

登録

④該当にチェック
して登録ボタンを
押す

From:noreply@kankyo-
bousai.net
Sub：浅間山実証実験登録
（入山）

下記内容で登録が完了しま
した。

⑤完了メール
が届き終了

･･･

del_asama@kankyo-bousai.net

reg_asama@kankyo-bousai.net
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協力機関 ： 気象庁、利根川水系砂防事務所、NTTドコモ、NTT-AT

NTT ドコモ FOMA 利用可能エリア

※ 利用可能エリアについては、
運営主体である、NPO法人 環境
防災総合政策研究機構(CeMＩ）が
現地調査した結果のため、通話品
質を保証するものではございませ
ん。また、携帯会社により電波状
況に違いがございますのでご了承
ください。

運営主体《お問い合わせ先》

◆NPO法人 環境防災総合政策研究機構(CeMＩ） TEL ０３－３３５９－７９７１ （月-金 10時～18時）

◆小諸市 （総務課・商工観光課） TEL ０２６７－２２－１７００ （月-金 8時半～17時半）

○浅間山は現在も活動が続いている
活火山です。事前に火山活動や気象
情報を確認した上で入山を判断してく
ださい。
○登山中に噴煙が急に多くなったり、
地鳴りや地震、鳴動など異常を感じた
とき、臨時火山情報や緊急火山情報
が出たときは、直ちに小諸市口へ下
山してください。
○火山ガスは大変危険ですので、
コース以外には立ち入らないようにし
てください。

安全登山のために

簡単！入山＆下山登録

簡単！アンケート

周辺の気になる気象情報

今日の浅間山ライブカメラ

今すぐﾁｪｯｸ！

http://www.kankyo-bousai.net/asama/index.html

浅間山ポータルサイト

携帯電話エリアマップ

-192-



浅間山における携帯電話による
登山者登録システムの実証実験

登山中に携帯でポータル
サイトを確認する登山客

高峰高原登山口で携帯の
使い方を教えるCeMI職員

浅間山荘登山口で携帯の
使い方を教えるCeMI職員

浅間山荘登山口で携帯の
使い方を教える小諸市職員

ポータルサイト画面おサイフ携帯のための情
報読み取り機（リーダー）
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関連記事

信濃毎日新聞web
(2007.10.5)

朝日新聞
(2007.10.7)
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検討会議事概要

※第３回検討会終了後「噴火時等の避難体制に係る火山防災対策のあり方（仮称）骨子」の
公表の記者会見を行ったことから、第３回検討会の議事概要は作成していない。
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1 

 
平 成 １ ８ 年 １ １ 月 ２ 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 
 

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第１回） 
議事概要について 

 
１．検討会の概要 

日 時 ： 平成１８年１１月２日（木）13:30～15:30 

場 所 ： グランドアーク半蔵門 ３階 「光」の間 
出席者 ： 田中座長、藤井座長代理、青野、新谷、荒牧、池辺、池谷、石川、石原、

岩田、香取、山崎の各学識委員、 

内閣府増田政策統括官、丸山官房審議官、上杉参事官、池内参事官 

気象庁横田地震火山部火山課長 他 

 

２．議事概要 

より効果的な火山防災体制を構築するための火山情報と避難体制のあり方について、

噴火時等の対応事例、火山情報と火山活動度レベルの現状と課題、今後の検討の進め方

等について事務局より説明を行った後、各委員にご議論いただいた。委員からの主な意

見等は以下のとおり。 
 
（主な意見） 
○ 国として、全国の火山を視野に入れた火山防災対策のためのガイドラインの作成を検

討することは極めて意義深いことである。 
○ 現在の火山情報は、火山現象に中心が置かれたものであり、住民の側から見て切迫感

がイメージできない。火山情報の表現については、避難行動に結びつく分かりやすい

表現とすべきである。 
○ また、その名称についても、取るべき行動が理解できるものとするのが適切である。 
○ 火山情報の表現等の検討にあたっては、一般住民と市町村等の防災機関の両方を対象

とし、分かりやすい表現について検討することが重要である。 
○ 国、都道府県、市町村等の防災関係機関においては、火山現象等に関する非常時のリ

アルタイム的な情報共有体制の構築を図るべきである。 
○ 避難の検討にあたっては、噴火が予測できる場合とできない場合のそれぞれに分けて

検討すべき。 
○ 具体的な避難地域の検討には、ハザードマップの整備が重要となる。 
○ 大量の火山灰等の噴出物は、避難行動の障害となる。避難行動の検討にあたっては、

この点も重視する必要がある。 
 
 

記者発表資料 

＜連絡・問い合わせ先＞ 
内閣府 地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    三浦 知雄 
            同参事官補佐  中村 浩二 
   TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199

-197-



 

 
平成１９年１月１０日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 
「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第２回） 

議事概要について 
 
１．検討会の概要 

日 時 ： 平成１９年１月１０日（水）13:30～15:30 

場 所 ： グランドアーク半蔵門 ３階 「光」の間 
出席者 ： 田中座長、藤井座長代理、青野、新谷、荒牧、池辺、池谷、石川、石原、岩田、

香取、田鍋、山崎の各学識委員、 

内閣府増田政策統括官、丸山官房審議官、上田参事官、西川参事官、上杉参事官 

池内参事官、気象庁横田地震火山部火山課長 他 

 

２．議事概要 

新しい火山活動度レベルおよびガイドライン骨子案について事務局より説明を行い各委員に

ご議論いただいた。委員からの主な意見等は以下のとおり。 
 
（主な意見） 
○ 火山活動の状況に対応し、必要な防災対応をイメージできるよう、火山活動度レベルの表現や

区分を変更することについては了承。 
○ 火山活動の危険性とそれに対応する行動について、よりわかりやすくする表現の検討が必要。

例えば「避難段階」「準備段階」「注意段階」などの表現を用いることについてはどうか。 
○ 噴火の様態によっては、地上と航空機への危険性が異なる。航空機向けの情報を適切に提供す

ることが重要。 
○ 想定される防災対応については、住民や登山客・観光客等だけでなく、対策本部設置などの地

方公共団体の行動、観測体制の強化など気象庁の対応についても整理しておくことが重要。 
○ 火山防災対策を実効あるものにするには、防災対応に基づく火山活動度レベルへの変更のみで

なく、現地における市町村や関係機関が連携した協議会や合同対策本部などの体制づくりを行

い、事前にハザードマップや防災マップを作成することが必要。 
○ 具体的にどこが危ないのかなど危険性を適切に評価するには、火山情報や火山の状況を理解し、

地元の事情に詳しい地方気象台や火山専門家等から構成される評価体制を火山毎につくるこ

とが必要。 
○ 現地の協議会には、関係行政機関等として、都道県、地方整備局担当事務所、地方気象台に加

え、消防庁、防衛省、林野庁、環境省、観光団体、医療団体等の地方機関の参加が必要である。

今後ガイドラインを作成するにあたっては、これら関係する機関や団体を、具体的に記述する

ことが重要。 
○ 火山情報や避難指示等が発表されたときに、住民がきちんとそれを理解し行動するためには、

平常時からの教育が重要で、地域の文化づくりとして、普段の生活の中で火山情報や避難指示

等防災対応の意味するところ及び火山の状況などを理解するための地域レベルでの取り組み

が必要。 
 
 

記者発表資料 

＜連絡・問い合わせ先＞ 
内閣府 地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    三浦 知雄 
            同参事官補佐  中村 浩二 
   TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199 
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平 成 １ ９ 年 ６ 月 ８ 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 
「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第４回） 

議事概要について 
 

１．検討会の概要 

日 時 ： 平成１９年６月７日（木）14:00～16:00 

場 所 ： 全国都市会館 ３階 第一会議室 
出席者 ： 田中座長、藤井座長代理、新谷、荒牧、池辺、池谷、石川、岩田、香取、田鍋、

山崎の各学識委員、 

内閣府増田政策統括官、丸山官房審議官、上杉参事官、篠原参事官、池内参事官、 

消防庁金谷防災課長、国土交通省中野砂防計画課長、気象庁横田火山課長 他 

 

２．議事概要 

 新しいレベルの名称と火山情報の改善、アンケート結果、避難体制の構築等における課題等

について事務局より説明を行い、各委員にご議論いただいた。委員からの主なご意見は以下の

とおり。 

 
（主な意見） 
○ 新しいレベルの名称は、「噴火警戒レベル」とするのが適切。 
○ このレベルの一番低いレベルは、０でなく１であること、レベル１が平常であることを周知

することが必要。 
○ 火山情報はわかりやすい情報になった。今までの情報とは違うということを周知することが

重要。 
○ 噴火警戒レベルは短期的な視点からみた火山活動に対する警戒であり、中長期的な予測を表

すものではないことを周知する必要がある。 
○ 避難体制の構築においては、噴火を経験していない市町村では意識が低い。防災意識を引き

上げるには、市町村のトップにも、火山防災の重要性に対する認識を持ってもらうことが 

必要。 
○ 火山防災体制を構築するためには、市町村だけでなく国や県の役割を明確に示す必要がある。 
○ 避難生活が長期化した場合の支援体制についても検討が必要。 
○ シナリオに基づいた平常時からのトレーニングが重要。 

 
＜連絡・問い合わせ先＞ 
内閣府 地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    三浦 知雄 
            同参事官補佐  佐藤 豊 
   TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199 

記者発表資料 
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    平成１９年８月２日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第５回）議事概要について 
 
１．検討会の概要 

日 時：平成１９年８月１日（水）14:00～16:30 

場 所：グランドアーク半蔵門 ３階 「光」の間 
出席者：田中座長、藤井座長代理、新谷、荒牧、池谷、池辺、石川、石原、岩田、香取、田鍋、 

山﨑の各学識委員 

内閣府加藤政策統括官、丸山官房審議官、上田参事官、鳥巣参事官、上杉参事官、 

池内参事官、消防庁金谷防災課長、国土交通省中野砂防計画課長、気象庁横田火山課長 他 

 

２．議事概要 

 火山噴火時において想定されるシナリオと防災対応等について、事務局より説明を行い、各委員

にご議論頂いた。委員からの主なご意見は以下のとおり。 

（主な意見） 
○噴火警戒レベルの発表を住民の避難に結びつけるオペレーションシステムの構築が重要な論点と

なる。 
○噴火現象が一気に進むケースも想定され、必ずしも噴火警戒レベルが段階を追って順番に推移す

るとは限らない。その旨誤解を生じさせないような説明をする必要がある。 
○住民の避難に必要な時間的な余裕を持って噴火警戒レベルを発表することができればよいが、現

実問題として、一気に噴火警戒レベルが５（避難）になるなど、時間のない場合の備えも必要と

なる。 
○目に見えたり、体に感じるなどの具体的な現象がないと住民は避難を始めない傾向がある。この

ような現象の発現前に、噴火警戒レベルだけで住民の行動を促すには、平常時からの啓発活動に

より、住民の理解を得ておくことが必要である。 
○住民に対して誰が、どのような情報を、どのような方法で伝えるのかということを検討しておく

ことが重要である。 
○噴火警戒レベル等の火山の情報を確実に発表するには、十分な監視・観測体制の構築が必要であ

る。この情報には、日頃からの調査研究活動の成果も生かされており、今後調査研究のさらなる

充実が必要である。 
○様々な防災体制の検討には、それぞれの対策における所要時間を加味して、時間の余裕ある場合、

余裕のない場合の検討をする必要がある。 
○市町村には、自分のエリアは自分で守るという重要な役割がある。このため、各市町村は、自ら

の庁舎で災害対策本部を立ち上げ執務を行うことになることから、合同本部等として共通の判断

を下すためには、特に初期の段階においてテレビ会議システムによる議論が不可欠である。 
○合同本部の設置場所を予め定め、情報システム等を整備しておく必要がある。 
○火山が複数の県にまたがっている場合には、合同本部の役割が特に重要となる。 
  

＜連絡・問い合わせ先＞ 
内閣府 地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    尾本 和彦 
            同参事官補佐  佐藤 豊 
   TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199 
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    平成 19 年 10 月 15 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第６回）議事概要について 
 

１．検討会の概要 

日 時：平成19年10月12日（金）15:00～17:30 

場 所：東海大学校友会館 「望星の間」 
出席者：田中座長、藤井座長代理、荒牧、池谷、池辺、石川、岩田、田鍋、山﨑の各学識委員 

内閣府加藤政策統括官、田口官房審議官、鳥巣参事官、上杉参事官、池内参事官、 

消防庁金谷防災課長、国土交通省中野砂防計画課長、気象庁横田火山課長 他 

 

２．議事概要 

 火山防災対策に関する課題の抽出と対策案及び本検討会の検討内容の取りまとめ方針について事

務局より説明を行い、各委員にご議論いただいた。委員からの主なご意見は以下のとおり。 

（主な意見） 
 ○ 噴火警戒レベルのレベル３のキーワードを「入山規制」、レベル２のキーワードを「火口周辺

規制」と変更することについて了承。 
 ○ 火山現象を予報・警報の対象とすべく気象業務法を改正することは画期的なことである。 
 ○ 複数市町村が関係すると、各市町村の防災に対する意識の温度差から避難オペレーションがシ

ナリオのシミュレーションのとおりに進むとは限らない。実際の場面を意識し、各市町村の意志

決定等の連携が進む仕組みづくりが重要。 
○ 火山防災については、現象の発生が稀でありかつ専門性が高いことから、市町村や都道県のみ

の対応では十分ではない場合がある。常に国も参画する仕組みを検討することが重要。 
○ 登山者、入山者は危険な区域に入っているという認識が低い。山岳会等と連携し、危険性を認

識した上で登山するようにすることが重要。 
○ 火山災害や水害は現象が発生し始めてからのオンタイムの時にどういう情報を発表し切迫感を

伝えていくのか、どのようなオペレーションとするのかということについての検討が必要。 
○ 自主避難についての受け入れ先の体制についての検討が必要。 
○ 普及啓発活動を継続的に実施する仕組みを検討することが重要。 
○ 本検討会の報告書の検討においては、各施策の実施主体を明確にすること。 
○ 本検討会の報告書のとりまとめにあたっては、すぐ実施しなければならない重要性の高い項目

を明示することが必要。 

＜連絡・問い合わせ先＞ 
内閣府 地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    尾本 和彦 
            同参事官補佐  佐藤 豊 
   TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199 
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    平成 19 年 12 月 21 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第７回）議事概要について 
 

１．検討会の概要 

日 時：平成19年12月20日（木）10:00～12:30 

場 所：グランドアーク半蔵門 「富士（西）」の間 
出席者：田中座長、藤井座長代理、荒牧、池辺、池谷、石川、石原、岩田、香取、 

    田鍋、山﨑の各学識委員、 

内閣府加藤政策統括官、田口官房審議官、上杉参事官、篠原参事官、池内参事官、 

国土交通省中野砂防計画課長、気象庁横田火山課長 他 

 

２．議事概要 

 気象業務法改正、島嶼火山における全島避難の検討事例及び噴火時等の避難に係る火山防災体制

の構築について事務局より説明を行い、各委員にご議論いただいた。委員からの主なご意見は以下

のとおり。 

（主な意見） 
○ 噴火警報・予報については、火山に関する情報も含め、一層の周知が重要。その際には、市町

村の公報やリーフレットを活用すると効果的である。 
○ 噴火警戒レベル未導入の火山について、より早い時点で噴火警戒レベルが導入出来るよう作業

を進めるべき。 
○ 島外避難に際し、どの船舶を利用するのか、どの港を利用するのか等について、事前に具体的

に決めておく必要がある。また、漁船の利用についても検討しておいた方がよい。 
○ 合同対策本部等の設置時期を明確にするべきである。また、合同対策本部等の設置前において

も、気象庁の職員派遣の時期やメンバーについても事前に決めておくことが重要である。 
○ 合同対策本部等の設置場所についてもあらかじめ定めておく必要がある。電源や通信手段等も

確保できるようにしておく必要がある。 
○ 合同対策本部等の参集要員の現地での宿や車等の確保方策についてもあらかじめ定めておく

必要がある。 
○ 火山専門家については若手の育成が重要であり、若手を登用できる体制の整備が必要である。 
○ 調査研究体制に関する大学の体制には、低下傾向が見られる。調査研究推進本部的なものをつ

くるなど、一層の体制強化が不可欠である。 
○ データの共有の目標の一つに、住民の方々への分かりやすい情報の提供があることを明確にす

ることが必要。 
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○ 高齢化が進んでいる地域等においては、普段から自家用車が利用されていることを踏まえた避

難計画とすべきではないか？ 
○ 火山活動が活発になったときには、テレビ・ラジオ等の報道が行われているが、火山活動が低

下した場合にも報道されるよう協力を求めるべきである。 
○ 課題の検討にあたっては、単に「必要」と記述するのみではなく、今までなぜその解決が出来

なかったのかということについて、その原因を分析し、どのようにすればそれが実現できるの

かということまで踏み込んで検討すべきである。 
○ 日本では自然災害に向き合う必要があることを住民に理解してもらうことが重要である。この

ことを報告書の冒頭に明記すべきである。 
○ 学校教育や生涯教育についてもしっかりと記載すべきである。また、自然体感が出来るフィー

ルド学習も重要である。 
○ 普及啓発活動を推進するにあたっては、ＮＰＯ等の協力が不可欠である。 
○ 避難解除のタイミングについて、次のステップで議論する必要がある。 
○ 外国人観光客の避難についても検討する必要がある。 
○ 火山観測監視・調査研究に対する支援についても項目立てして明記すべきである。 
○ 必要な予算を確保出来るよう努力して欲しい。 
○ 合同対策本部等における各メンバーの役割や合同現地災害対策本部との関係等についても明

確にすべき。 
 
 
  

＜本件問い合わせ先＞ 
内閣府政策統括官（防災担当）付 
    地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    尾本 和彦 
            同参事官補佐  佐藤 豊 
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    平 成 20 年 2 月 4 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第８回）議事概要について 
 

１．検討会の概要 

日 時：平成20年1月31日（木）18:00～20:30 

場 所：東海大学校友会館 「望星の間」 
出席者：田中座長、藤井座長代理、荒牧、池辺、池谷、石川、石原、岩田、田鍋の各学識委員、 

内閣府加藤政策統括官、田口官房審議官、上田参事官、鳥巣参事官、上杉参事官、 

篠原参事官、池内参事官、国土交通省中野砂防計画課長、気象庁横田火山課長 他 

 

２．議事概要 

 噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針（素案）について事務局より説明を行い、各委員にご

議論いただいた。委員からの主なご意見は以下のとおり。 

（主な意見） 
○ この指針については、火山専門家から誤解を受けることがないように、内容の説明を行うこと

が必要である。 
○ 関係市町村に対しては、説明会を開催することにより、丁寧に説明する必要がある。 
○ 前兆現象が検知できてから噴火にいたるまで極めて短い場合があることから、噴火警報の発表

に関しては「迅速な評価を行う」という文言を記載すべき。 
○ 防災対策上は、噴火が起こってからの推移を見極めることも重要であり、そのために観測監視

体制の充実が必要である。 
○ アメリカ地質調査所（ＵＳＧＳ）などのように、気象庁は多くの火山の専門家のいる組織とな

ることが望ましい。また、広い分野の素養が必要とされることから、人材育成にも配慮する必

要がある。 
○ 実際の噴火現象は、事前に作成した噴火シナリオと異なることの方が普通であり、マニュアル

だけに頼るのではなく、融通を利かした対応ができる応用力のある人材の育成が重要である。 
○ 指針（素案）の巻末のチェックリストに記載ページをふることにより参照しやすくなる。 
○ チェックリストを実施する主体を例示することにより、各項目の取り組みが早く進むのではな

いか。 
○ チェックリストに、噴火警報を誰から誰へ伝達するか、その伝達ルート等の確認の項目を追加

するべきである。 
○ 噴火警報を機能させる上で、地方気象台等が地方自治体と連携を密にすることが重要。 
○ 観光客、登山・入山者への対策については、観光施設や観光事業者自身に対する啓発も必要。
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また、外国人観光客への対策については、ツアーエージェントに火山の情報を伝達していくこ

とも重要。 
○ ハザードマップの作成にしても、知識が不足している地方公共団体が多いことから、具体的に

地方公共団体の知見を向上させる方策を実現していく必要がある。 
○ 地震の調査研究においては地震調査研究推進本部という組織があるが、火山についてはそのよ

うな組織がないため、火山調査研究推進本部のような組織を作り、国として各火山の噴火履歴

を明らかにするべきである。 
○ コアグループの構成メンバーについては、火山専門家が含まれていることが明確に分かるよう

記述すべき。 
○ 文部科学省の火山噴火予知計画の策定や、旧国土庁の火山噴火災害危険区域予想図作成指針を

活用した火山噴火災害危険区域予測図緊急整備事業など、火山防災対策の歴史についても言及

が必要。 
○ 火山防災エキスパート（仮称）の役割については期待するところが大きいが、その選定につい

ては注意を払う必要がある。 
○ コアグループの立ち上げも簡単に実現できるものではなく、特に島嶼部の火山においては、相

当困難である。それぞれの火山に根付いた人材の育成を始めとして、実務的効果的に推進する

仕組みが必要である。 
○ 火山専門家が減ってきている状況において、退職した有能な方を活用し、人材を確保する仕組

みを検討することが重要。 
○ 防災においてはまず対象を好きになることが大事。火山についてはすばらしい恵みがあり、好

きになると火山に興味を持つようになり、噴火時の対応についても覚える。「火山を好きにな

る月間」などを作ると効果的ではないか。 
○ 今回の指針（素案）は緊急時の対策についての取りまとめだが、火山災害は長期に及ぶため、

将来的には仮設住宅の設置など、その後の対策についても議論が必要。 
○ 気象庁が噴火警報を発表することとなり、火山情報の改善は図られたが、それに対応したオペ

レーションの構築が今後の課題となる。 
○ コアグループの立ち上げに当たっては、地元市町村等が気軽に相談できるように、顔が見える

関係を構築することが大切である。 

＜本件問い合わせ先＞ 
内閣府政策統括官（防災担当）付 
    地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    尾本 和彦 
            同参事官補佐  佐藤 豊 
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    平 成 2 0 年 3 月 2 4 日 

内 閣 府 （ 防 災 担 当 ） 

 

「火山情報等に対応した火山防災対策検討会」（第９回）議事概要について 
 

１．検討会の概要 

日 時：平成20年3月19日（水）14:00～16:15 

場 所：全国都市会館「第一会議室」（３Ｆ） 

出席者：田中座長、藤井座長代理、荒牧、新谷、池辺、池谷、石原、岩田、田鍋、山﨑の各学識委員、

泉内閣府特命担当大臣、内閣府加藤政策統括官、田口官房審議官、上田参事官、鳥巣参事官、

上杉参事官、池内参事官、消防庁金谷防災課長、国土交通省砂防計画課西本火山・土石流対

策官、気象庁横田火山課長、文部科学省増子地震・防災研究課長 他 

 

２．議事概要 

 本検討会報告書「噴火時等の避難に係る火山防災体制の指針（案）」及び今後の火山防災対策の進

め方等について事務局より説明を行うとともに、地震・火山噴火予知研究計画（仮称）の推進につい

て文部科学省から審議経過を報告し、各委員にご議論いただいた。委員からの主なご意見は以下のと

おり。 

（主な意見） 
○ 報告書中５－１（2）の第2パラグラフのコアグループの形成に関する記述について、「形成する

ことが望ましい」との原案に対し、平時からこのような体制を作っておかないといざというとき

に動けないので、例えば「設置する必要がある」など、もっと強い表現とすべきであるとする意

見が出された。一方、コアグループの設置は重要であるが、そこに求める機能をどのように具体

化するかは市町村に委ねられるものであることから、「設置が必要」以外の適切な表現はないだ

ろうかとの意見が出された。協議の結果、コアグループの必要性は認識しているところであるこ

とから本検討会の意見として「コアグループを形成することを提言する」と表現することとした。 
○ 報告書中８－１（16）の第2パラグラフの「避難所において飲料水・食料の提供を行うとともに、

プライバシーを確保し、高齢者・身体障害者・女性へ配慮する等、避難所の環境整備、快適性向

上に努める。」を、表記の適正化を図るため、「避難所において飲料水・食料の提供を行うととも

に、高齢者・心身障がい者等への配慮、プライバシーの確保、避難所の環境整備等、快適性向上

に努める。」と修正することとした。 
○ 上記の修正を反映した報告書について了承。 
○ 報告書はすばらしい内容である。報告書の内容を一つずつ実現できるよう取り組んでいくべきで

ある。 
○ 報告書の内容を中央防災会議へ報告するとともに、防災基本計画等へ反映すべきである。 
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○ 報告書にも記述されている噴火警報について、観光の面から噴火警報を出しては困る、という地

元市町村からの要請が仮に出た場合でも、必要な場合には、気象庁が独自性をもって噴火警報を

運用していただきたい。 
○ 火山だけではなく、安全安心な地域づくりに向けて、水害対策、地震対策、防犯対策等の様々な

取り組みを行っている地域のネットワークを活用することも考えられる。 
○ 噴火警戒レベル導入火山が３月末に16から18になるが、まだ少ない。噴火警戒レベル導入火山

を早急に増やすべきである。 
○ 噴火時の避難も難しいが、避難解除はさらに難しい。今後の検討課題である。 
○ 仮設住宅の建設等の避難生活が長期化した場合の対応について、検討する機会を設けてほしい。 
○ 火山防災対策は、コアグループの構築にかかっているが、コアグループは人材次第という側面が

あることから、人づくりのサポートをお願いしたい。 
○ コアグループについては、地域防災計画に位置付けることが望ましい。 
○ 降灰は農作物に影響することから、降灰予報は、レベル３に相当する場合だけではなく、幅広く

発表すべきである。 
○ 火山研究が防災に果たした役割は大きく、火山研究の推進について文部科学省で明確に位置付け

るべきである。 
 

              以 上  

＜本件問い合わせ先＞ 
内閣府政策統括官（防災担当）付 
    地震・火山対策担当参事官    池内 幸司 
            同企画官    尾本 和彦 
            同参事官補佐  佐藤 豊 
   TEL：03-3501-5693（直通）  FAX：03-3501-5199 
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